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１ 

舞鶴市職員定数条例旧新対照表 

旧 新 

(職員の定数) (職員の定数) 

第2条 職員の定数は、次に掲げるとおりとする。 第2条 職員の定数は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 議会の事務局の職員 8人 

      

(2) 市長の事務部局の職員   570人 

(3) 選挙管理委員会の事務局の職員 

(4) 公平委員会の事務局の職員 

(5) 農業委員会の事務局の職員 

      

(6) 監査委員の事務局の職員 4人 

(7) 教育委員会の事務局及び教育委員会の所管に属する

教育機関の職員 

30人 

(8) 消防機関の職員 125人 

(9) 公営企業の職員   

ア 水道事業及び下水道事業 75人 

イ 病院事業 65人 

計 877人 
 

(1) 議会の事務局の職員 8人 

      

(2) 市長の事務部局の職員   570人 

(3) 選挙管理委員会の事務局の職員 

(4) 公平委員会の事務局の職員 

(5) 農業委員会の事務局の職員 

      

(6) 監査委員の事務局の職員 4人 

(7) 教育委員会の事務局及び教育委員会の所管に属する

教育機関の職員 

30人 

(8) 消防機関の職員 160人 

(9) 公営企業の職員   

ア 水道事業及び下水道事業 75人 

イ 病院事業 65人 

計 912人 
 

    改正附則 

 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

 



２ 

舞鶴市の市長及び副市長の給与に関する条例旧新対照表 

旧 新 

(給料以外の給与) (給料以外の給与) 

第4条 （略） 第4条 （略） 

2 前項に規定する期末手当の支給において、給与条例第30条第2項中

「100分の120」とあるのは「100分の165」と、同条第4項中「給料、

扶養手当及び管理職手当の月額の合計額」とあるのは「給料の月額

及びその額に100分の15を乗じて得た額の合計額」と、同条第5項中

「行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が3級以上であ

るもの」とあるのは「市長及び副市長」と、「規則で定める職員の

区分に応じて100分の15を超えない範囲内で規則で定める割合」と

あるのは「100分の15」と読み替えるものとする。 

2 前項に規定する期末手当の支給において、給与条例第30条第2項中

「100分の122.5」とあるのは「100分の165」と、同条第4項中「給料、

扶養手当及び管理職手当の月額の合計額」とあるのは「給料の月額

及びその額に100分の15を乗じて得た額の合計額」と、同条第5項中

「行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が3級以上であ

るもの」とあるのは「市長及び副市長」と、「規則で定める職員の

区分に応じて100分の15を超えない範囲内で規則で定める割合」と

あるのは「100分の15」と読み替えるものとする。 

   附 則    附 則 

1から12まで （略） 1から12まで （略） 

(期末手当に関する特例措置) (期末手当に関する特例措置) 

13 令和5年4月1日から令和6年3月31日までの間に支給する期末手当

に関する第4条第2項の規定の適用については、同項中「給料の月額

及びその額に100分の15を乗じて得た額の合計額」とあるのは「給料

の月額」と、「副市長」と」とあるのは「副市長」と、「合計額」

とあるのは「給料の月額」と」とする。 

13 令和6年4月1日から令和7年3月31日までの間に支給する期末手当

に関する第4条第2項の規定の適用については、同項中「給料の月額

及びその額に100分の15を乗じて得た額の合計額」とあるのは「給料

の月額」と、「副市長」と」とあるのは「副市長」と、「合計額」

とあるのは「給料の月額」と」とする。 

    改正附則 

 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

 



３ 

舞鶴市教育長の給与等に関する条例旧新対照表 

旧 新 

(給料以外の給与) (給料以外の給与) 

第4条 （略） 第4条 （略） 

2 前項に規定する期末手当の支給において、給与条例第30条第2項中

「100分の120」とあるのは「100分の165」と、同条第4項中「給料、

扶養手当及び管理職手当の月額の合計額」とあるのは「給料の月額

及びその額に100分の15を乗じて得た額の合計額」と、同条第5項中

「行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が3級以上であ

るもの」とあるのは「教育長」と、「規則で定める職員の区分に応

じて100分の15を超えない範囲内で規則で定める割合」とあるのは

「100分の15」と読み替えるものとする。 

2 前項に規定する期末手当の支給において、給与条例第30条第2項中

「100分の122.5」とあるのは「100分の165」と、同条第4項中「給料、

扶養手当及び管理職手当の月額の合計額」とあるのは「給料の月額

及びその額に100分の15を乗じて得た額の合計額」と、同条第5項中

「行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が3級以上であ

るもの」とあるのは「教育長」と、「規則で定める職員の区分に応

じて100分の15を超えない範囲内で規則で定める割合」とあるのは

「100分の15」と読み替えるものとする。 

附 則 附 則 

1から5まで （略） 1から5まで （略） 

(期末手当に関する特例) (期末手当に関する特例) 

6 令和5年4月1日から令和6年3月31日までの間に支給する期末手当

に関する第4条第2項の規定の適用については、同項中「給料の月額

及びその額に100分の15を乗じて得た額の合計額」とあるのは「給料

の月額」と、「教育長」と」とあるのは「教育長」と、「合計額」

とあるのは「給料の月額」と」とする。 

6 令和6年4月1日から令和7年3月31日までの間に支給する期末手当

に関する第4条第2項の規定の適用については、同項中「給料の月額

及びその額に100分の15を乗じて得た額の合計額」とあるのは「給料

の月額」と、「教育長」と」とあるのは「教育長」と、「合計額」

とあるのは「給料の月額」と」とする。 

    改正附則 

 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 



４ 

舞鶴市消防団員等公務災害補償条例旧新対照表(第1条関係) 

旧 新 

別表(第5条関係) 別表(第5条関係) 

補償基礎額表 補償基礎額表 

階級 勤務年数 

10年未満 10年以上20年未

満 

20年以上 

団長及び副団長 12,440円 13,320円 14,200円 

部長、班長及び団員 8,900円 9,790円 10,670円 

備考 

1 事故発生日に、当該事故又は疾病が発生したことにより特に上

位の階級に任命された非常勤消防団員の階級は、当該事故又は

疾病が発生した日の前日においてその者が属していた階級によ

る。 

2 1の階級における勤務年数を算定する場合においては、当該階

級に任命された日以後の期間と当該階級に任命された日前にお

ける当該階級と同一の階級又は当該階級より上位の階級に属し

ていた期間とを合算する。 

階級 勤務年数 

10年未満 10年以上20年未

満 

20年以上 

団長及び副団長 12,440円 13,320円 14,200円 

分団長及び副分団

長 

10,670円 11,550円 12,440円 

部長、班長及び団員 8,900円 9,790円 10,670円 

 備考 

1 事故発生日に、当該事故又は疾病が発生したことにより特に上

位の階級に任命された非常勤消防団員の階級は、当該事故又は

疾病が発生した日の前日においてその者が属していた階級によ

る。 

2 1の階級における勤務年数を算定する場合においては、当該階

級に任命された日以後の期間と当該階級に任命された日前にお

ける当該階級と同一の階級又は当該階級より上位の階級に属し

ていた期間とを合算する。 

    改正附則 

 (施行期日等) 

1 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日か

ら施行する。 

 (1) 第1条及び次項の規定 公布の日 

 (2) 第2条及び附則第3項の規定 令和6年4月1日 

2 第1条の規定による改正後の舞鶴市消防団員等公務災害補償条例別

表の規定は、令和5年4月1日から適用する。 



５ 

旧 新 

 3 （略） 

 



６ 

舞鶴市消防団員等公務災害補償条例旧新対照表(第2条関係) 

旧 新 

(補償基礎額) (補償基礎額) 

第5条 （略） 第5条 （略） 

2 前項の補償基礎額は、次に定めるところによる。 2 前項の補償基礎額は、次に定めるところによる。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 消防作業従事者、救急業務協力者、水防従事者又は応急措置従

事者(以下「消防作業従事者等」という。)が消防作業等に従事し、

救急業務に協力し、若しくは応急措置の業務に従事したことによ

り死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は消防作業等に従

事し、救急業務に協力し、若しくは応急措置の業務に従事したこ

とによる負傷若しくは疾病により死亡し、若しくは障害の状態と

なった場合には、8,900円とする。ただし、その額がその者の通常

得ている収入の日額に比して公正を欠くと認められるときは、

14,200円を超えない範囲内においてこれを増額した額とするこ

とができる。 

(2) 消防作業従事者、救急業務協力者、水防従事者又は応急措置従

事者(以下「消防作業従事者等」という。)が消防作業等に従事し、

救急業務に協力し、若しくは応急措置の業務に従事したことによ

り死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は消防作業等に従

事し、救急業務に協力し、若しくは応急措置の業務に従事したこ

とによる負傷若しくは疾病により死亡し、若しくは障害の状態と

なった場合には、9,100円とする。ただし、その額がその者の通常

得ている収入の日額に比して公正を欠くと認められるときは、

14,200円を超えない範囲内においてこれを増額した額とするこ

とができる。 

3及び4 （略） 3及び4 （略） 

別表(第5条関係) 別表(第5条関係) 

補償基礎額表 補償基礎額表 

階級 勤務年数 

10年未満 10年以上20年未

満 

20年以上 

団長及び副団長 12,440円 13,320円 14,200円 

分団長及び副分団

長 

10,670円 11,550円 12,440円 

部長、班長及び団員 8,900円 9,790円 10,670円 

備考 

階級 勤務年数 

10年未満 10年以上20年未

満 

20年以上 

団長及び副団長 12,500円 13,350円 14,200円 

分団長及び副分団

長 

10,800円 11,650円 12,500円 

部長、班長及び団員 9,100円 9,950円 10,800円 

 備考 



７ 

旧 新 

1 事故発生日に、当該事故又は疾病が発生したことにより特に上

位の階級に任命された非常勤消防団員の階級は、当該事故又は

疾病が発生した日の前日においてその者が属していた階級によ

る。 

2 1の階級における勤務年数を算定する場合においては、当該階

級に任命された日以後の期間と当該階級に任命された日前にお

ける当該階級と同一の階級又は当該階級より上位の階級に属し

ていた期間とを合算する。 

1 事故発生日に、当該事故又は疾病が発生したことにより特に上

位の階級に任命された非常勤消防団員の階級は、当該事故又は

疾病が発生した日の前日においてその者が属していた階級によ

る。 

2 1の階級における勤務年数を算定する場合においては、当該階

級に任命された日以後の期間と当該階級に任命された日前にお

ける当該階級と同一の階級又は当該階級より上位の階級に属し

ていた期間とを合算する。 

    改正附則 

 (施行期日等) 

1 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日か

ら施行する。 

 (1) 第1条及び次項の規定 公布の日 

 (2) 第2条及び附則第3項の規定 令和6年4月1日 

2 （略） 

 (経過措置) 

3 第2条の規定による改正後の舞鶴市消防団員等公務災害補償条例第

5条第2項及び別表の規定は、附則第1項第2号に掲げる規定の施行の

日以後に支給すべき事由の生じた舞鶴市消防団員等公務災害補償条

例第5条第1項に規定する損害補償(以下「損害補償」という。)並び

に同日前に支給すべき事由の生じた同日以後の期間に係る同条例第

4条第3号に規定する傷病補償年金、同条第4号アに規定する障害補償

年金及び同条第6号アに規定する遺族補償年金(以下「傷病補償年金

等」という。)について適用し、同日前に支給すべき事由の生じた損

害補償(傷病補償年金等を除く。)及び同日前に支給すべき事由の生

じた同日前の期間に係る傷病補償年金等については、なお従前の例

による。 
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舞鶴市火災予防条例旧新対照表 

旧 新 

別表第9(第50条関係) 別表第9(第50条関係) 

手数料を徴収する事

務 

手数料の額 

(3) 法第11条第1項

前段の規定に基づ

く貯蔵所の設置の

許可の申請に対す

る審査 

ア 屋内貯蔵所の設置の許可の申請に係る審査

 次に掲げる屋内貯蔵所の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額 

(ア) 指定数量の倍数が10以下の屋内貯蔵所

 20,000円 

(イ) 指定数量の倍数が10を超え50以下の屋

内貯蔵所 26,000円 

(ウ) 指定数量の倍数が50を超え100以下の

屋内貯蔵所 39,000円 

(エ) 指定数量の倍数が100を超え200以下の

屋内貯蔵所 52,000円 

(オ) 指定数量の倍数が200を超える屋内貯

蔵所 66,000円 

イ 屋外タンク貯蔵所(特定屋外タンク貯蔵所、

準特定屋外タンク貯蔵所及び岩盤タンクに係

る屋外タンク貯蔵所を除く。)の設置の許可の

申請に係る審査 次に掲げる屋外タンク貯蔵

所の区分に応じ、それぞれ次に定める金額 

(ア) 指定数量の倍数が100以下の屋外タン

ク貯蔵所 20,000円 

(イ) 指定数量の倍数が100を超え10,000以

下の屋外タンク貯蔵所 26,000円 

(ウ) 指定数量の倍数が10,000を超える屋外 

手数料を徴収する事

務 

手数料の額 

(3) 法第11条第1項

前段の規定に基づ

く貯蔵所の設置の

許可の申請に対す

る審査 

ア 屋内貯蔵所の設置の許可の申請に係る審査

 次に掲げる屋内貯蔵所の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額 

(ア) 指定数量の倍数が10以下の屋内貯蔵所

 20,000円 

(イ) 指定数量の倍数が10を超え50以下の屋

内貯蔵所 26,000円 

(ウ) 指定数量の倍数が50を超え100以下の

屋内貯蔵所 39,000円 

(エ) 指定数量の倍数が100を超え200以下の

屋内貯蔵所 52,000円 

(オ) 指定数量の倍数が200を超える屋内貯

蔵所 66,000円 

イ 屋外タンク貯蔵所(特定屋外タンク貯蔵所、

準特定屋外タンク貯蔵所及び岩盤タンクに係

る屋外タンク貯蔵所を除く。)の設置の許可の

申請に係る審査 次に掲げる屋外タンク貯蔵

所の区分に応じ、それぞれ次に定める金額 

(ア) 指定数量の倍数が100以下の屋外タン

ク貯蔵所 20,000円 

(イ) 指定数量の倍数が100を超え10,000以

下の屋外タンク貯蔵所 26,000円 

(ウ) 指定数量の倍数が10,000を超える屋外 
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 タンク貯蔵所 39,000円 

ウ 準特定屋外タンク貯蔵所(岩盤タンクに係

る屋外タンク貯蔵所を除く。)の設置の許可の

申請に係る審査 570,000円 

エ 特定屋外タンク貯蔵所(浮き屋根を有する

特定屋外貯蔵タンクのうち危険物規則第20条

の4第2項第3号に定める構造を有しなければ

ならないものに係る特定屋外タンク貯蔵所

(オにおいて「浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵

所」という。)、浮き蓋付きの特定屋外貯蔵タ

ンクのうち危険物規則第22条の2第1号ハに定

める構造を有しなければならないものに係る

特定屋外タンク貯蔵所(オにおいて「浮き蓋付

特定屋外タンク貯蔵所」という。)及び岩盤タ

ンクに係る屋外タンク貯蔵所を除く。)の設置

の許可の申請に係る審査 次に掲げる特定屋

外タンク貯蔵所の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額 

(ア) 危険物の貯蔵最大数量が1,000キロリ

ットル以上5,000キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 880,000円 

(イ) 危険物の貯蔵最大数量が5,000キロリ

ットル以上10,000キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 1,070,000円 

(ウ) 危険物の貯蔵最大数量が10,000キロリ

ットル以上50,000キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 1,200,000円 

(エ) 危険物の貯蔵最大数量が50,000キロリ 

 タンク貯蔵所 39,000円 

ウ 準特定屋外タンク貯蔵所(岩盤タンクに係

る屋外タンク貯蔵所を除く。)の設置の許可の

申請に係る審査 570,000円 

エ 特定屋外タンク貯蔵所(浮き屋根を有する

特定屋外貯蔵タンクのうち危険物規則第20条

の4第2項第3号に定める構造を有しなければ

ならないものに係る特定屋外タンク貯蔵所

(オにおいて「浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵

所」という。)、浮き蓋付きの特定屋外貯蔵タ

ンクのうち危険物規則第22条の2第1号ハに定

める構造を有しなければならないものに係る

特定屋外タンク貯蔵所(オにおいて「浮き蓋付

特定屋外タンク貯蔵所」という。)及び岩盤タ

ンクに係る屋外タンク貯蔵所を除く。)の設置

の許可の申請に係る審査 次に掲げる特定屋

外タンク貯蔵所の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額 

(ア) 危険物の貯蔵最大数量が1,000キロリ

ットル以上5,000キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 880,000円 

(イ) 危険物の貯蔵最大数量が5,000キロリ

ットル以上10,000キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 1,070,000円 

(ウ) 危険物の貯蔵最大数量が10,000キロリ

ットル以上50,000キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 1,200,000円 

(エ) 危険物の貯蔵最大数量が50,000キロリ 
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 ットル以上100,000キロリットル未満の特

定屋外タンク貯蔵所 1,520,000円 

(オ) 危険物の貯蔵最大数量が100,000キロ

リットル以上200,000キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 1,780,000円 

(カ) 危険物の貯蔵最大数量が200,000キロ

リットル以上300,000キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 4,070,000円 

(キ) 危険物の貯蔵最大数量が300,000キロ

リットル以上400,000キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 5,340,000円 

(ク) 危険物の貯蔵最大数量が400,000キロ

リットル以上の特定屋外タンク貯蔵所  

6,490,000円 

オ 浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き

蓋付特定屋外タンク貯蔵所の設置の許可の申

請に係る審査 次に掲げる浮き屋根式特定屋

外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外タンク

貯蔵所の区分に応じ、それぞれ次に定める金

額 

(ア) 危険物の貯蔵最大数量が1,000キロリ

ットル以上5,000キロリットル未満の浮き

屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付

特定屋外タンク貯蔵所 1,180,000円 

(イ) 危険物の貯蔵最大数量が5,000キロリ

ットル以上10,000キロリットル未満の浮き

屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付

特定屋外タンク貯蔵所 1,410,000円 

 ットル以上100,000キロリットル未満の特

定屋外タンク貯蔵所 1,520,000円 

(オ) 危険物の貯蔵最大数量が100,000キロ

リットル以上200,000キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 1,780,000円 

(カ) 危険物の貯蔵最大数量が200,000キロ

リットル以上300,000キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 4,070,000円 

(キ) 危険物の貯蔵最大数量が300,000キロ

リットル以上400,000キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 5,340,000円 

(ク) 危険物の貯蔵最大数量が400,000キロ

リットル以上の特定屋外タンク貯蔵所  

6,490,000円 

オ 浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き

蓋付特定屋外タンク貯蔵所の設置の許可の申

請に係る審査 次に掲げる浮き屋根式特定屋

外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外タンク

貯蔵所の区分に応じ、それぞれ次に定める金

額 

(ア) 危険物の貯蔵最大数量が1,000キロリ

ットル以上5,000キロリットル未満の浮き

屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付

特定屋外タンク貯蔵所 1,450,000円 

(イ) 危険物の貯蔵最大数量が5,000キロリ

ットル以上10,000キロリットル未満の浮き

屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付

特定屋外タンク貯蔵所 1,720,000円 
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(ウ) 危険物の貯蔵最大数量が10,000キロリ

ットル以上50,000キロリットル未満の浮き

屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付

特定屋外タンク貯蔵所 1,590,000円 

(エ) 危険物の貯蔵最大数量が50,000キロリ

ットル以上100,000キロリットル未満の浮

き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋

付特定屋外タンク貯蔵所 1,950,000円 

(オ) 危険物の貯蔵最大数量が100,000キロ

リットル以上200,000キロリットル未満の

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き

蓋付特定屋外タンク貯蔵所 2,270,000円 

(カ) 危険物の貯蔵最大数量が200,000キロ

リットル以上300,000キロリットル未満の

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き

蓋付特定屋外タンク貯蔵所 4,550,000円 

(キ) 危険物の貯蔵最大数量が300,000キロ

リットル以上400,000キロリットル未満の

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き

蓋付特定屋外タンク貯蔵所 5,820,000円 

(ク) 危険物の貯蔵最大数量が400,000キロ

リットル以上の浮き屋根式特定屋外タンク

貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵所

 7,070,000円 

カ 岩盤タンクに係る屋外タンク貯蔵所の設置

の許可の申請に係る審査 次に掲げる屋外タ

ンク貯蔵所の区分に応じ、それぞれ次に定め

る金額 

(ウ) 危険物の貯蔵最大数量が10,000キロリ

ットル以上50,000キロリットル未満の浮き

屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付

特定屋外タンク貯蔵所 1,920,000円 

(エ) 危険物の貯蔵最大数量が50,000キロリ

ットル以上100,000キロリットル未満の浮

き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋

付特定屋外タンク貯蔵所 2,360,000円 

(オ) 危険物の貯蔵最大数量が100,000キロ

リットル以上200,000キロリットル未満の

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き

蓋付特定屋外タンク貯蔵所 2,740,000円 

(カ) 危険物の貯蔵最大数量が200,000キロ

リットル以上300,000キロリットル未満の

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き

蓋付特定屋外タンク貯蔵所 5,640,000円 

(キ) 危険物の貯蔵最大数量が300,000キロ

リットル以上400,000キロリットル未満の

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き

蓋付特定屋外タンク貯蔵所 7,240,000円 

(ク) 危険物の貯蔵最大数量が400,000キロ

リットル以上の浮き屋根式特定屋外タンク

貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵所

 8,790,000円 

カ 岩盤タンクに係る屋外タンク貯蔵所の設置

の許可の申請に係る審査 次に掲げる屋外タ

ンク貯蔵所の区分に応じ、それぞれ次に定め

る金額 
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(ア) 危険物の貯蔵最大数量が400,000キロ

リットル未満の屋外タンク貯蔵所  

5,930,000円 

(イ) 危険物の貯蔵最大数量が400,000キロ

リットル以上500,000キロリットル未満の

屋外タンク貯蔵所 7,470,000円 

(ウ) 危険物の貯蔵最大数量が500,000キロ

リットル以上の屋外タンク貯蔵所  

10,900,000円 

キ 屋内タンク貯蔵所の設置の許可の申請に係

る審査 26,000円 

ク 地下タンク貯蔵所の設置の許可の申請に係

る審査 次に掲げる地下タンク貯蔵所の区分

に応じ、それぞれ次に定める金額 

(ア) 指定数量の倍数が100以下の地下タン

ク貯蔵所 26,000円 

(イ) 指定数量の倍数が100を超える地下タ

ンク貯蔵所 39,000円 

ケ 簡易タンク貯蔵所の設置の許可の申請に係

る審査 13,000円 

コ 移動タンク貯蔵所(サに規定する移動タン

ク貯蔵所を除く。)の設置の許可の申請に係る

審査 26,000円 

サ 積載式移動タンク貯蔵所又は航空機若しく

は船舶の燃料タンクに直接給油するための給

油設備を備えた移動タンク貯蔵所の設置の許

可の申請に係る審査 39,000円 

シ 屋外貯蔵所の設置の許可の申請に係る審査

(ア) 危険物の貯蔵最大数量が400,000キロ

リットル未満の屋外タンク貯蔵所  

5,930,000円 

(イ) 危険物の貯蔵最大数量が400,000キロ

リットル以上500,000キロリットル未満の

屋外タンク貯蔵所 7,470,000円 

(ウ) 危険物の貯蔵最大数量が500,000キロ

リットル以上の屋外タンク貯蔵所  

10,900,000円 

キ 屋内タンク貯蔵所の設置の許可の申請に係

る審査 26,000円 

ク 地下タンク貯蔵所の設置の許可の申請に係

る審査 次に掲げる地下タンク貯蔵所の区分

に応じ、それぞれ次に定める金額 

(ア) 指定数量の倍数が100以下の地下タン

ク貯蔵所 26,000円 

(イ) 指定数量の倍数が100を超える地下タ

ンク貯蔵所 39,000円 

ケ 簡易タンク貯蔵所の設置の許可の申請に係

る審査 13,000円 

コ 移動タンク貯蔵所(サに規定する移動タン

ク貯蔵所を除く。)の設置の許可の申請に係る

審査 26,000円 

サ 積載式移動タンク貯蔵所又は航空機若しく

は船舶の燃料タンクに直接給油するための給

油設備を備えた移動タンク貯蔵所の設置の許

可の申請に係る審査 39,000円 

シ 屋外貯蔵所の設置の許可の申請に係る審査
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 13,000円 

(18) 第49条の2の規

定に基づく指定数

量未満の危険物又

は指定可燃物を貯

蔵し、又は取り扱う

タンクの水張検査

又は水圧検査 

ア 水張検査 第15号のアに掲げるタンクの区

分に応じ、それぞれ当該手数料の金額と同一

の金額 

イ 水圧検査 第15号のイに掲げるタンクの区

分に応じ、それぞれ当該手数料の金額と同一

の金額 

 

 13,000円 

(18) 第49条の2の規

定に基づく指定数

量未満の危険物又

は指定可燃物を貯

蔵し、又は取り扱う

タンクの水張検査

又は水圧検査 

ア 水張検査 第15号のアに掲げるタンクの区

分に応じ、それぞれ当該手数料の金額と同一

の金額 

イ 水圧検査 第15号のイに掲げるタンクの区

分に応じ、それぞれ当該手数料の金額と同一

の金額 

 

    改正附則 

 (施行期日) 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

 (経過措置) 

2 この条例による改正後の別表第9の規定は、この条例の施行の日以

後に申請を受けたものから適用し、同日前に申請を受けたものは、

なお従前の例による。 
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舞鶴市職員の特殊勤務手当に関する条例旧新対照表 

旧 新 

(特殊勤務手当の種類) (特殊勤務手当の種類) 

第2条 特殊勤務手当の種類は、次のとおりとする。 第2条 特殊勤務手当の種類は、次のとおりとする。 

(1)から(10)まで （略） (1)から(10)まで （略） 

 (11) 災害応急作業等手当 

 (災害応急作業等手当) 

第12条の2 災害応急作業等手当は、次に掲げる職員に支給する。 

(1) 異常な自然現象により重大な災害が発生し、又は発生するお

それがある現場(次号において「災害現場」という。)において巡

回監視の業務に従事した職員 

(2) 災害現場における重大な災害の発生した箇所又は発生するお

それの著しい箇所で応急作業又は応急作業のための災害状況の

調査の業務に従事した職員 

(3) 異常な自然現象若しくは大規模な事故により重大な災害が発

生した箇所又はその周辺において災害警備又は遭難救助の業務

に従事した職員 

(4) 前3号に規定する業務に相当すると市長が認める業務に従事

した職員 

2 前項の手当の額は、業務に従事した日1日につき、次の各号に掲げ

る職員の区分に応じ、当該各号に定める額(大規模な災害として市

長が定める災害に係る業務に従事した場合にあっては、1,080円)と

する。 

(1) 前項第1号の職員 710円 

(2) 前項第2号の職員 1,080円 

(3) 前項第3号の職員 840円 

(4) 前項第4号の職員 1,080円を超えない範囲内において、それ

ぞれの業務に応じて市長が定める額 

3 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合の第1項の手当の



１５ 

旧 新 

額は、それぞれ当該各号に定める額(同一の日において当該各号に

掲げる場合の2以上に該当するときは、当該各号に定める額のうち

最も高い額)とする。 

(1) 第1項各号に規定する業務が日没時から日出時までの間にお

いて行われた場合 前項に定める額にその100分の50に相当する

額を加算した額 

(2) 第1項第3号に規定する業務又は同項第4号に規定する業務の

うち同項第3号に規定する業務に相当する業務が著しく危険であ

ると市長が認める場合 前項に定める額にその100分の100に相

当する額を加算した額 

(3) 第1項各号に規定する業務が市長が著しく危険であると認め

る区域で行われた場合 前項に定める額にその100分の100に相

当する額を加算した額 

    改正附則 

 この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の第2条及

び第12条の2の規定は、令和6年1月1日から適用する。 

 



１６ 

舞鶴市組織及び分掌事務に関する条例旧新対照表 

旧 新 

(設置) (設置) 

第1条 地方自治法(昭和22年法律第67号)第158条第1項の規定に基づ

き、市長の権限に属する事務を分掌させるため、次の公室及び部を

置く。 

第1条 地方自治法(昭和22年法律第67号)第158条第1項の規定に基づ

き、市長の権限に属する事務を分掌させるため、次の部を置く。 

(1) 市長公室 （削除） 

(2) 政策推進部 (1) 政策推進部 

(3) 総務部 (2) 総務部 

 (3) 財務部 

(4) 市民文化環境部 (4) 生涯学習部 

 (5) 市民環境部 

(5) 福祉部 (6) 福祉部 

(6) 健康・子ども部 （削除） 

 (7) 健康・こども部 

(7) 産業振興部 (8) 産業振興部 

(8) 建設部 (9) 建設部 

(分掌事務) (分掌事務) 

第2条 公室及び部の分掌する事務は、次のとおりとする。 第2条 部の分掌する事務は、次のとおりとする。 

(1) 市長公室 

ア 市の危機管理の総括に関すること。 

イ 秘書、広報及び広聴に関すること。 

ウ 行財政改革の総合調整に関すること。 

エ 職員に関すること。 

（削除） 

(2) 政策推進部 (1) 政策推進部 

ア 市政の総合的な企画及び調整に関すること。 ア 市政の総合的な企画及び調整に関すること。 

イ 移住・定住の促進に関すること。 イ デジタル化に関すること。 
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旧 新 

ウ 財政に関すること。 ウ 秘書、広報及び広聴に関すること。 

 エ 行財政改革の総合調整に関すること。 

(3) 総務部 (2) 総務部 

 ア 市の危機管理の総括に関すること。 

ア 工事検査並びに技術指導及び調整に関すること。 イ 工事検査並びに技術指導及び調整に関すること。 

イ 契約に関すること。 ウ 契約に関すること。 

ウ 議会及び市の行政一般に関すること。 エ 議会及び市の行政一般に関すること。 

エ 統計に関すること。 オ 統計に関すること。 

オ 財産管理に関すること。 （削除） 

カ 公共施設の営繕に関すること。 カ 職員に関すること。 

キ 債権管理に関すること。 （削除） 

ク 市税に関すること。 （削除） 

ケ 電子情報化に関すること。 （削除） 

 (3) 財務部 

ア 財政に関すること。 

イ 市有財産に関すること。 

ウ 市税に関すること。 

エ 債権管理に関すること。 

(4) 市民文化環境部 (4) 生涯学習部 

ア 人権擁護の推進に関すること。 （削除） 

イ 環境の保全及び廃棄物の処理に関すること。 （削除） 

ウ 地域コミュニティに関すること。 （削除） 

エ 生涯学習に関すること。 ア 生涯学習に関すること。 

オ 文化に関すること。 イ 文化に関すること。 

カ スポーツに関すること。 ウ スポーツに関すること。 

キ 戸籍及び住民記録に関すること。 （削除） 
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旧 新 

 (5) 市民環境部 

ア 人権擁護の推進に関すること。 

イ 市民協働に関すること。 

ウ 戸籍及び住民記録に関すること。 

エ 環境の保全及び廃棄物の処理に関すること。 

(5) （略） (6) （略） 

(6) 健康・子ども部 (7) 健康・こども部 

ア 健康及び保健衛生に関すること。 ア 健康及び保健衛生に関すること。 

イ 地域医療に関すること。 イ 地域医療に関すること。 

ウ 子育ての支援に関すること。 ウ 子育ての支援に関すること。 

エ 保育及び幼児教育に関すること。 エ 保育及び幼児教育に関すること。 

(7) 産業振興部 (8) 産業振興部 

ア 商業、工業及び観光に関すること。 ア 商業、工業及び観光に関すること。 

イ 国際交流に関すること。 （削除） 

ウ 雇用及び労働に関すること。 イ 雇用及び労働に関すること。 

 ウ 地域の魅力向上及び移住・定住の促進に関すること。 

エ 貿易に関すること。 エ 貿易に関すること。 

オ 港湾に関すること。 オ 港湾に関すること。 

 カ 国際交流に関すること。 

カ 農業、林業及び水産業並びに地域環境整備に関すること。 キ 農業、林業及び水産業並びに地域環境整備に関すること。 

(8) （略） (9) （略） 

(委任) (委任) 

第3条 公室及び部の内部組織、分掌事務その他必要な事項は、市長が

別に定める。 

第3条 部の内部組織、分掌事務その他必要な事項は、市長が別に定め

る。 

 改正附則 

(施行期日) 
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旧 新 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

 2から10まで （略） 

 



２０ 

舞鶴市特別職報酬等審議会条例旧新対照表 

旧 新 

(庶務) (庶務) 

第6条 審議会の庶務は、市長公室において処理する。 第6条 審議会の庶務は、総務部において処理する。 

 改正附則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

2から10まで （略） 



２１ 

舞鶴市職員倫理条例旧新対照表 

旧 新 

別表(第8条関係) 別表(第8条関係) 

組織等の区分 倫理監督者 

市長の事務部局 舞鶴市組織及び分掌事務に関する条例

(平成15年条例第21号)第1条に規定する

公室及び部の長 

会計管理者 

議会事務局 事務局長 
 

組織等の区分 倫理監督者 

市長の事務部局 舞鶴市組織及び分掌事務に関する条例

(平成15年条例第21号)第1条に規定する

部の長 

会計管理者 

議会事務局 事務局長 
 

 改正附則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

2から10まで （略） 



２２ 

舞鶴市指定管理者選定委員会条例旧新対照表 

旧 新 

(庶務) (庶務) 

第8条 委員会の庶務は、総務部において処理する。 第8条 委員会の庶務は、財務部において処理する。 

 改正附則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

2から10まで （略） 

 



２３ 

舞鶴市消防長及び消防署長の資格を定める条例旧新対照表 

旧 新 

(消防長の資格) (消防長の資格) 

第2条 消防長の資格は、次のとおりとする。 第2条 消防長の資格は、次のとおりとする。 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 

(3) 舞鶴市の行政事務に従事した者で、舞鶴市組織及び分掌事務

に関する条例(平成15年条例第21号)第1条に規定する公室及び部

の長の職その他これと同等以上と認められる職に2年以上あった

ものであること。 

(3) 舞鶴市の行政事務に従事した者で、舞鶴市組織及び分掌事務

に関する条例(平成15年条例第21号)第1条に規定する部の長の職

その他これと同等以上と認められる職に2年以上あったものであ

ること。 

 改正附則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

2から10まで （略） 

 



２４ 

舞鶴市子ども・若者支援会議条例旧新対照表 

旧 新 

(庶務) (庶務) 

第10条 子ども・若者支援会議の庶務は、健康・子ども部において処

理する。 

第10条 子ども・若者支援会議の庶務は、健康・こども部において処

理する。 

 改正附則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

2から10まで （略） 

 



２５ 

舞鶴市予防接種健康被害調査委員会条例旧新対照表 

旧 新 

(庶務) (庶務) 

第8条 委員会の庶務は、健康・子ども部において処理する。 第8条 委員会の庶務は、健康・こども部において処理する。 

 改正附則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

2から10まで （略） 



２６ 

舞鶴市人権教育・啓発推進計画審議会条例旧新対照表 

旧 新 

(庶務) (庶務) 

第7条 審議会の庶務は、市民文化環境部において処理する。 第7条 審議会の庶務は、市民環境部において処理する。 

 改正附則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

2から10まで （略） 

 

 



２７ 

舞鶴市図書館基本計画審議会条例旧新対照表 

旧 新 

(庶務) (庶務) 

第7条 審議会の庶務は、市民文化環境部において処理する。 第7条 審議会の庶務は、生涯学習部において処理する。 

 改正附則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

2から10まで （略） 

 



２８ 

舞鶴市市史編さん委員会条例旧新対照表 

旧 新 

(庶務) (庶務) 

第10条 委員会の庶務は、政策推進部において処理する。 第10条 委員会の庶務は、生涯学習部において処理する。 

 改正附則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

2から10まで （略） 

 



２９ 

舞鶴市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例旧新対照表 

旧 新 

(個人番号の利用範囲) (個人番号の利用範囲) 

第4条 法第9条第2項の条例で定める事務は、別表第1の左欄に掲げる

本市の執行機関が行う同表の右欄に掲げる事務、別表第2の左欄に

掲げる本市の執行機関が行う同表の中欄に掲げる事務及び本市の

執行機関が行う法別表第2の第2欄に掲げる事務とする。 

第4条 法第9条第2項の条例で定める事務は、別表第1の左欄に掲げる

本市の執行機関が行う同表の右欄に掲げる事務、別表第2の左欄に

掲げる本市の執行機関が行う同表の中欄に掲げる事務及び本市の

執行機関が行う特定個人番号利用事務とする。 

2 （略） 2 （略） 

3 本市の執行機関は、法別表第2の第2欄に掲げる事務を処理するた

めに必要な限度で、同表の第4欄に掲げる特定個人情報であって自

らが保有するものを利用することができる。ただし、法の規定によ

り、情報提供ネットワークシステムを使用して他の個人番号利用事

務実施者から当該特定個人情報の提供を受けることができる場合

は、この限りでない。 

3 本市の執行機関は、特定個人番号利用事務を処理するために必要

な限度で、利用特定個人情報であって自らが保有するものを利用す

ることができる。ただし、法の規定により、情報提供ネットワーク

システムを使用して他の個人番号利用事務実施者から当該利用特

定個人情報の提供を受けることができる場合は、この限りでない。 

4 前2項の規定による特定個人情報の利用ができる場合において、他

の条例、規則その他の規程の規定により当該特定個人情報と同一の

内容の情報を含む書面の提出が義務付けられているときは、当該書

面の提出があったものとみなす。 

4 第2項の規定による特定個人情報の利用又は前項の規定による利

用特定個人情報の利用ができる場合において、他の条例、規則その

他の規程の規定により当該特定個人情報又は当該利用特定個人情

報と同一の内容の情報を含む書面の提出が義務付けられていると

きは、当該書面の提出があったものとみなす。 

    改正附則 

  この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律等の一部を改正する法律(令和5年法律第48号)の

施行の日から施行する。 



３０ 

舞鶴市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例旧新対照表 

旧 新 

目次 目次 

第1章 総則(第1条―第6条) 第1章 総則(第1条―第6条) 

第2章 フルタイム会計年度任用職員の給与(第7条―第19条) 第2章 フルタイム会計年度任用職員の給与(第7条―第19条の2) 

第3章 パートタイム会計年度任用職員の給与(第20条―第29条) 第3章 パートタイム会計年度任用職員の給与(第20条―第29条の

2) 

第4章 パートタイム会計年度任用職員の費用弁償(第30条・第31

条) 

第4章 パートタイム会計年度任用職員の費用弁償(第30条・第31

条) 

第5章 雑則(第32条・第33条) 第5章 雑則(第32条・第33条) 

附則 附則 

(会計年度任用職員の給与) (会計年度任用職員の給与) 

第4条 この条例において「給与」とは、フルタイム会計年度任用職員

にあっては、給料、通勤手当、宿日直手当、特殊勤務手当、時間外

勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当及び期末手当をいい、パー

トタイム会計年度任用職員にあっては、報酬及び期末手当をいう。 

第4条 この条例において「給与」とは、フルタイム会計年度任用職員

にあっては、給料、通勤手当、宿日直手当、特殊勤務手当、時間外

勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、期末手当及び勤勉手当を

いい、パートタイム会計年度任用職員にあっては、報酬、期末手当

及び勤勉手当をいう。 

2 （略） 2 （略） 

 (勤勉手当) 

第19条の2 給与条例第30条の4の規定は、任期が6月以上のフルタイ

ム会計年度任用職員について準用する。 

2 前条第2項及び第3項の規定は、前項において準用する給与条例第

30条の4の規定による勤勉手当の支給について準用する。 

(期末手当) (期末手当) 

第29条 給与条例第30条から第30条の3までの規定は、任期が6月以上

のパートタイム会計年度任用職員(1週間当たりの勤務時間が著し

く短い者として規則で定める者を除く。以下この条において同じ。)

について準用する。この場合において、給与条例第30条第4項中「そ

れぞれの基準日現在(退職し、又は死亡した職員にあっては、退職

第29条 給与条例第30条から第30条の3までの規定は、任期が6月以上

のパートタイム会計年度任用職員(1週間当たりの勤務時間が著し

く短い者として規則で定める者を除く。以下この条において同じ。)

について準用する。この場合において、給与条例第30条第4項中「そ

れぞれの基準日現在(退職し、又は死亡した職員にあっては、退職



３１ 

旧 新 

し、又は死亡した日現在)において職員が受けるべき給料、扶養手当

及び管理職手当の月額の合計額」とあるのは、「それぞれの基準日

現在(退職し、又は死亡したパートタイム会計年度職員にあっては、

退職し、又は死亡した日現在)においてパートタイム会計年度任用

職員が受けるべき報酬の月額(日額又は時間額により報酬を定めら

れているパートタイム会計年度任用職員にあっては、基準日(退職

し、又は死亡したパートタイム会計年度任用職員にあっては、退職

し、又は死亡した日)以前6月以内のパートタイム会計年度任用職員

としての在職期間における報酬(フルタイム会計年度任用職員との

権衡を考慮して規則で定める額を除く。)の1月当たりの平均額)」と

読み替えるものとする。 

し、又は死亡した日現在)において職員が受けるべき給料、扶養手当

及び管理職手当の月額の合計額」とあるのは、「それぞれの基準日

現在(退職し、又は死亡したパートタイム会計年度任用職員にあっ

ては、退職し、又は死亡した日現在)においてパートタイム会計年度

任用職員が受けるべき報酬の月額(日額又は時間額により報酬を定

められているパートタイム会計年度任用職員にあっては、基準日

(退職し、又は死亡したパートタイム会計年度任用職員にあっては、

退職し、又は死亡した日)以前6月以内のパートタイム会計年度任用

職員としての在職期間における報酬(フルタイム会計年度任用職員

との権衡を考慮して規則で定める額を除く。)の1月当たりの平均

額)」と読み替えるものとする。 

2及び3 （略） 2及び3 （略） 

 (勤勉手当) 

第29条の2 給与条例第30条の4の規定は、任期が6月以上のパートタ

イム会計年度任用職員(1週間当たりの勤務時間が著しく短い者と

して規則で定める者を除く。)について準用する。この場合におい

て、給与条例第30条の4第3項中「職員が受けるべき給料及び管理職

手当の月額の合計額」とあるのは、「パートタイム会計年度任用職

員が受けるべき報酬の月額(日額又は時間額により報酬を定められ

ているパートタイム会計年度任用職員にあっては、基準日(退職し、

又は死亡したパートタイム会計年度任用職員にあっては、退職し、

又は死亡した日)以前6月以内のパートタイム会計年度任用職員と

しての在職期間における報酬(フルタイム会計年度任用職員との権

衡を考慮して規則で定める額を除く。)の1月当たりの平均額)」と読

み替えるものとする。 

2 前条第2項及び第3項の規定は、前項において準用する給与条例第

30条の4の規定による勤勉手当の支給について準用する。 

    改正附則 

 (施行期日) 



３２ 

旧 新 

 1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

2 （略） 

 
 



３３ 

舞鶴市職員の育児休業等に関する条例旧新対照表 

旧 新 

(育児休業をしている職員の期末手当等の支給) (育児休業をしている職員の期末手当等の支給) 

第7条 （略） 第7条 （略） 

2 給与条例第30条第1項に規定するそれぞれの基準日に育児休業を

している職員(地方公務員法(昭和25年法律第261号)第22条の2第1

項に規定する会計年度任用職員を除く。)のうち、基準日以前6箇月

以内の期間において勤務した期間がある職員には、当該基準日に係

る勤勉手当を支給する。 

2 給与条例第30条第1項に規定するそれぞれの基準日に育児休業を

している職員のうち、基準日以前6箇月以内の期間において勤務し

た期間がある職員には、当該基準日に係る勤勉手当を支給する。 

(育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整) (育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整) 

第8条 育児休業をした職員(地方公務員法第22条の2第1項に規定す

る会計年度任用職員を除く。)が職務に復帰した場合において、部内

の他の職員との均衡上必要があると認められるときは、その育児休

業の期間を100分の100以下の換算率により換算して得た期間を引

き続き勤務したものとみなして、その職務に復帰した日及びその日

後における最初の職員の昇給を行う日として規則で定める日又は

そのいずれかの日に、昇給の場合に準じてその者の号給を調整する

ことができる。 

第8条 育児休業をした職員(地方公務員法(昭和25年法律第261号)第

22条の2第1項に規定する会計年度任用職員を除く。)が職務に復帰

した場合において、部内の他の職員との均衡上必要があると認めら

れるときは、その育児休業の期間を100分の100以下の換算率により

換算して得た期間を引き続き勤務したものとみなして、その職務に

復帰した日及びその日後における最初の職員の昇給を行う日とし

て規則で定める日又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じてそ

の者の号給を調整することができる。 

    改正附則 

 (施行期日) 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

2 （略） 

 



３４ 

 

舞鶴市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例旧新対照表 

旧 新 

(定義) (定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

(1) 条例等 条例及び規則(地方自治法(昭和22年法律第67号)第

138条の4第2項に規定する規程、地方公営企業法(昭和27年法律第

292号)第10条に規定する企業管理規程及び議会の規程を含む。以

下同じ。)並びに地方自治法第252条の17の2及び地方教育行政の

組織及び運営に関する法律(昭和31年法律第162号)第55条の規定

により京都府の条例の定めるところにより、舞鶴市(以下「市」

という。)が処理することとされた事務について規定する京都府

の条例及び京都府の執行機関の規則をいう。 

(1) 条例等 条例、規則(地方自治法(昭和22年法律第67号)第138

条の4第2項に規定する規程、地方公営企業法(昭和27年法律第292

号)第10条に規定する企業管理規程及び議会の規程を含む。以下

同じ。)及びその他の市の機関が定める規程並びに地方自治法第

252条の17の2及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律(昭

和31年法律第162号)第55条の規定により京都府の条例の定める

ところにより、舞鶴市(以下「市」という。)が処理することとさ

れた事務について規定する京都府の条例及び京都府の執行機関

の規則をいう。 

(2)から(10)まで （略） (2)から(10)まで （略） 

(適用除外) 

第9条 次に掲げる手続等については、第5条から前条までの規定は、

適用しない。 

(1) 手続等のうち、申請等に係る事項に虚偽がないかどうかを対

面により確認する必要があること、許可証その他の処分通知等に

係る書面等を事業所に備え付ける必要があることその他の事由

により当該手続等を電子情報処理組織を使用する方法その他の

情報通信技術を利用する方法により行うことが適当でないもの

として規則で定めるもの 

(2) 手続等のうち当該手続等に関する他の条例等の規定において

電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信技術を利用

する方法により行うことが規定されているもの(第5条第1項、第6

(適用除外) 

第9条 次の各号に掲げる手続等については、当該各号に定める規定

は、適用しない。 

(1) 手続等のうち、申請等に係る事項に虚偽がないかどうかを対

面により確認する必要があること、許可証その他の処分通知等に

係る書面等を事業所に備え付ける必要があることその他の事由

により当該手続等を電子情報処理組織を使用する方法その他の

情報通信技術を利用する方法により行うことが適当でないもの

として規則で定めるもの 第5条から前条までの規定 

(2) 申請等及び処分通知等のうち当該申請等又は処分通知等に関

する他の条例等の規定において電子情報処理組織を使用する方

法により行うことが規定されているもの(第5条第1項又は第6条



３５ 

旧 新 

条第1項、第7条第1項又は前条第1項の規定に基づき行うことが規

定されているものを除く。) 

第1項の規定に基づき行うことが規定されているものを除く。) 

第5条及び第6条の規定 

(3) 縦覧等及び作成等のうち当該縦覧等又は作成等に関する他の

条例等の規定において情報通信技術を利用する方法により行う

ことが規定されているもの(第7条第1項又は前条第1項の規定に

基づき行うことが規定されているものを除く。) 第7条及び前条

の規定 

(添付書面等の省略) (添付書面等の省略) 

第10条 申請等をする者に係る住民票の写し、登記事項証明書その他

の規則で定める書面等であって当該申請等に関する他の条例等の

規定において当該申請等に際し添付することが規定されているも

のについては、当該条例等の規定にかかわらず、市の機関が、当該

申請等をする者が行う電子情報処理組織を使用した個人番号カー

ドの利用その他の措置であって当該書面等の区分に応じ規則で定

めるものにより、直接に、又は電子情報処理組織を使用して、当該

書面等により確認すべき事項に係る情報を入手し、又は参照するこ

とができる場合には、添付することを要しない。 

第10条 申請等をする者に係る住民票の写し、戸籍又は除かれた戸籍

の謄本又は抄本、登記事項証明書その他の規則で定める書面等であ

って当該申請等に関する他の条例等の規定において当該申請等に

際し添付することが規定されているものについては、当該条例等の

規定にかかわらず、市の機関が、当該申請等をする者が行う電子情

報処理組織を使用した個人番号カードの利用その他の措置であっ

て当該書面等の区分に応じ規則で定めるものにより、直接に、又は

電子情報処理組織を使用して、当該書面等により確認すべき事項に

係る情報を入手し、又は参照することができる場合には、添付する

ことを要しない。 

    改正附則 

  この条例は、公布の日から施行する。 

 



３６ 

舞鶴市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例旧新対照表 

旧 新 

(趣旨) (趣旨) 

第1条 この条例は、地方自治法(昭和22年法律第67号)第243条の2第1

項の規定に基づき、市長若しくは市の委員会の委員若しくは委員又

は市の職員(同法第243条の2の2第3項の規定による賠償の命令の対

象となる者を除く。以下「市長等」という。)の市に対する損害を賠

償する責任の一部を免れさせることに関し必要な事項を定めるも

のとする。 

第1条 この条例は、地方自治法(昭和22年法律第67号)第243条の2の7

第1項の規定に基づき、市長若しくは市の委員会の委員若しくは委

員又は市の職員(同法第243条の2の8第3項の規定による賠償の命令

の対象となる者を除く。以下「市長等」という。)の市に対する損害

を賠償する責任の一部を免れさせることに関し必要な事項を定め

るものとする。 

(損害賠償責任の一部免責) (損害賠償責任の一部免責) 

第2条 市は、市長等の市に対する損害を賠償する責任を、市長等が職

務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、市長等が賠償

の責任を負う額から、市長等に係る基準給与年額(地方自治法施行

令(昭和22年政令第16号)第173条第1項第1号に規定する普通地方公

共団体の長等の基準給与年額をいう。)に、次の各号に掲げる市長等

の区分に応じ、当該各号に定める数を乗じて得た額を控除して得た

額について免れさせる。 

第2条 市は、市長等の市に対する損害を賠償する責任を、市長等が職

務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、市長等が賠償

の責任を負う額から、市長等に係る基準給与年額(地方自治法施行

令(昭和22年政令第16号)第173条の4第1項第1号に規定する普通地

方公共団体の長等の基準給与年額をいう。)に、次の各号に掲げる市

長等の区分に応じ、当該各号に定める数を乗じて得た額を控除して

得た額について免れさせる。 

(1)から(4)まで （略） (1)から(4)まで （略） 

    改正附則 

 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

 



３７ 

舞鶴市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例旧新対照表 

旧 新 

(議会の同意を要する賠償責任の免除) (議会の同意を要する賠償責任の免除) 

第6条 法第34条において準用する地方自治法(昭和22年法律第67号)

第243条の2の2第8項の規定により上下水道事業の業務に従事する

職員の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならない

場合は、当該賠償責任に係る賠償額が50万円以上である場合とす

る。 

第6条 法第34条において準用する地方自治法(昭和22年法律第67号)

第243条の2の8第8項の規定により上下水道事業の業務に従事する

職員の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならない

場合は、当該賠償責任に係る賠償額が50万円以上である場合とす

る。 

    改正附則 

  この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

 



３８ 

舞鶴市漁港管理条例旧新対照表 

旧 新 

(趣旨) (趣旨) 

第1条 この条例は、漁港漁場整備法(昭和25年法律第137号。以下「法」

という。)第26条の規定に基づき、市が管理する漁港(以下「漁港」

という。)の維持管理について、必要な事項を定めるものとする。 

第1条 この条例は、漁港及び漁場の整備等に関する法律(昭和25年法

律第137号。以下「法」という。)第26条の規定に基づき、市が管理

する漁港(以下「漁港」という。)の維持管理について、必要な事項

を定めるものとする。 

    改正附則 

  この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

 



３９ 

舞鶴市水道事業給水条例旧新対照表 

旧 新 

(給水装置の新設等の申込み) (給水装置の新設等の申込み) 

第5条 給水装置を新設、改造、修繕(水道法(昭和32年法律第177号。

以下「法」という。)第16条の2第3項の厚生労働省令で定める給水装

置の軽微な変更を除く。)又は撤去しようとする者は、管理者の定め

るところにより、あらかじめ管理者に申し込み、その承認を受けな

ければならない。 

第5条 給水装置を新設、改造、修繕(水道法(昭和32年法律第177号。

以下「法」という。)第16条の2第3項の国土交通省令で定める給水装

置の軽微な変更を除く。)又は撤去しようとする者は、管理者の定め

るところにより、あらかじめ管理者に申し込み、その承認を受けな

ければならない。 

(給水装置の基準違反に対する措置) (給水装置の基準違反に対する措置) 

第33条 （略） 第33条 （略） 

2 管理者は、水の供給を受ける者の給水装置が、指定給水装置工事事

業者の施行した給水装置工事に係るものでないときは、その者の給

水契約の申込みを拒み、又はその者に対する給水を停止することが

できる。ただし、法第16条の2第3項の厚生労働省令で定める給水装

置の軽微な変更であるとき、又は当該給水装置の構造及び材質がそ

の基準に適合していることを確認したときは、この限りでない。 

2 管理者は、水の供給を受ける者の給水装置が、指定給水装置工事事

業者の施行した給水装置工事に係るものでないときは、その者の給

水契約の申込みを拒み、又はその者に対する給水を停止することが

できる。ただし、法第16条の2第3項の国土交通省令で定める給水装

置の軽微な変更であるとき、又は当該給水装置の構造及び材質がそ

の基準に適合していることを確認したときは、この限りでない。 

    改正附則 

  この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

 



４０ 

舞鶴市国民健康保険条例旧新対照表 

旧 新 

(一般被保険者に係る基礎賦課総額) (基礎賦課総額) 

第9条の3 保険料の賦課額のうち一般被保険者(法附則第7条第1項に

規定する退職被保険者等(以下「退職被保険者等」という。)以外の

被保険者をいう。以下同じ。)に係る基礎賦課額(第18条の2、第18条

の4及び第18条の5の規定により基礎賦課額を減額するものとした

場合にあっては、その減額することになる額を含む。)の総額(以下

「基礎賦課総額」という。)は、第1号に掲げる額の見込額から第2号

に掲げる額の見込額を控除した額を基準として算定した額とする。 

第9条の3 保険料の賦課額のうち基礎賦課額(第18条の2、第18条の4

及び第18条の5の規定により基礎賦課額を減額するものとした場合

にあっては、その減額することになる額を含む。)の総額(以下「基

礎賦課総額」という。)は、第1号に掲げる額の見込額から第2号に掲

げる額の見込額を控除した額を基準として算定した額とする。 

(1) 当該年度における次に掲げる額の合算額 (1) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 療養の給付に要する費用(一般被保険者に係るものに限る。)

の額から当該給付に係る一部負担金に相当する額を控除した

額並びに入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療

養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額療

養費及び高額介護合算療養費の支給に要する費用(一般被保険

者に係るものに限る。)の額 

ア 療養の給付に要する費用の額から当該給付に係る一部負担

金に相当する額を控除した額並びに入院時食事療養費、入院時

生活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特

別療養費、移送費、高額療養費及び高額介護合算療養費の支給

に要する費用の額 

イ 国民健康保険事業費納付金(法附則第22条の規定により読み

替えられた法第75条の7第1項の国民健康保険事業費納付金を

いう。以下この条において同じ。)の納付に要する費用(府が行

う国民健康保険の一般被保険者に係るものに限り、府の国民健

康保険に関する特別会計において負担する高齢者医療確保法

の規定による後期高齢者支援金等(以下「後期高齢者支援金等」

という。)、高齢者医療確保法の規定による病床転換支援金等

(以下「病床転換支援金等」という。)及び介護保険法(平成9年

法律第123号)の規定による納付金(以下「介護納付金」という。)

の納付に要する費用に充てる部分を除く。)の額 

イ 国民健康保険事業費納付金(法附則第7条の規定により読み

替えられた法第75条の7第1項の国民健康保険事業費納付金を

いう。以下この条において同じ。)の納付に要する費用(府の国

民健康保険に関する特別会計において負担する高齢者医療確

保法の規定による後期高齢者支援金等(以下「後期高齢者支援

金等」という。)、高齢者医療確保法の規定による病床転換支援

金等(以下「病床転換支援金等」という。)及び介護保険法(平成

9年法律第123号)の規定による納付金(以下「介護納付金」とい

う。)の納付に要する費用に充てる部分を除く。)の額 

ウ 法第81条の2第5項の財政安定化基金拠出金の納付に要する ウ 法第81条の2第5項の財政安定化基金拠出金の納付に要する
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費用の額 費用の額 

エ 法第81条の2第10項第2号に規定する財政安定化基金事業借

入金の償還に要する費用の額 

エ 法第81条の2第10項第2号に規定する財政安定化基金事業借

入金の償還に要する費用の額 

オ 保健事業に要する費用の額 オ 保健事業に要する費用の額 

カ その他国民健康保険事業に要する費用(国民健康保険の事務

の執行に要する費用を除く。)の額(退職被保険者等に係る療養

の給付に要する費用の額から当該給付に係る一部負担金に相

当する額を控除した額並びに入院時食事療養費、入院時生活療

養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養

費、移送費、高額療養費及び高額介護合算療養費の支給に要す

る費用の額並びに府が行う国民健康保険の一般被保険者に係

る国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用(府の国民健

康保険に関する特別会計において負担する後期高齢者支援金

等及び病床転換支援金等並びに介護納付金の納付に要する費

用に充てる部分に限る。)及び退職被保険者等に係る国民健康

保険事業費納付金の納付に要する費用の額を除く。) 

カ その他国民健康保険事業に要する費用(国民健康保険の事務

の執行に要する費用を除く。)の額(国民健康保険事業費納付金

の納付に要する費用(府の国民健康保険に関する特別会計にお

いて負担する後期高齢者支援金等及び病床転換支援金等並び

に介護納付金の納付に要する費用に充てる部分に限る。)を除

く。) 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 (2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法第74条の規定による補助金の額 ア 法第74条の規定による補助金の額 

イ 法附則第22条の規定により読み替えられた法第75条の規定

により交付を受ける補助金(国民健康保険事業費納付金の納付

に要する費用(府の国民健康保険に関する特別会計において負

担する後期高齢者支援金等、病床転換支援金等及び介護納付金

の納付に要する費用に充てる部分に限る。以下このイにおいて

同じ。)に係るものを除く。)及び同条の規定により貸し付けら

れる貸付金(国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に

係るものを除く。)の額 

イ 法附則第7条の規定により読み替えられた法第75条の規定に

より交付を受ける補助金(国民健康保険事業費納付金の納付に

要する費用(府の国民健康保険に関する特別会計において負担

する後期高齢者支援金等、病床転換支援金等及び介護納付金の

納付に要する費用に充てる部分に限る。以下このイにおいて同

じ。)に係るものを除く。)及び同条の規定により貸し付けられ

る貸付金(国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係

るものを除く。)の額 

ウ 法第75条の2第1項の国民健康保険保険給付費等交付金(エに ウ 法第75条の2第1項の国民健康保険保険給付費等交付金の額 
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おいて「国民健康保険保険給付費等交付金」という。)(退職被

保険者等の療養の給付等に要する費用(法附則第22条の規定に

より読み替えられた法第70条第1項に規定する療養の給付等に

要する費用をいう。以下同じ。)に係るものを除く。)の額 

エ その他国民健康保険事業に要する費用(国民健康保険の事務

の執行に要する費用を除く。)のための収入(法附則第9条第1項

の規定により読み替えられた法第72条の3第1項、第72条の3の2

第1項及び第72条の3の3第1項の規定による繰入金並びに国民

健康保険保険給付費等交付金(退職被保険者等の療養の給付等

に要する費用に係るものに限る。)を除く。)の額 

エ その他国民健康保険事業に要する費用(国民健康保険の事務

の執行に要する費用を除く。)のための収入(法第72条の3第1項

及び第72条の3の2第1項の規定による繰入金を除く。)の額 

(一般被保険者に係る基礎賦課額) (基礎賦課額) 

第10条 保険料の賦課額のうち一般被保険者に係る基礎賦課額は、当

該世帯に属する一般被保険者につき算定した所得割額及び被保険

者均等割額の合算額の総額並びに当該世帯につき算定した世帯別

平等割額(一般被保険者と退職被保険者等とが同一の世帯に属する

場合には、当該世帯を一般被保険者の属する世帯とみなして算定し

た世帯別平等割額)の合計額とする。 

第10条 保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、当該世帯に属する被保

険者につき算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額の総

額並びに当該世帯につき算定した世帯別平等割額の合計額とする。 

(一般被保険者に係る基礎賦課額の所得割額の算定) (基礎賦課額の所得割額の算定) 

第11条 前条の所得割額は、一般被保険者に係る賦課期日の属する年

の前年の所得に係る地方税法(昭和25年法律第226号)第314条の2第

1項に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分

して計算される所得の金額(同法附則第33条の2第5項に規定する上

場株式等に係る配当所得等の金額(同法附則第35条の2の6第8項又

は第11項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額)、同法附

則第33条の3第5項に規定する土地等に係る事業所得等の金額、同法

附則第34条第4項に規定する長期譲渡所得の金額(租税特別措置法

(昭和32年法律第26号)第33条の4第1項若しくは第2項、第34条第1

項、第34条の2第1項、第34条の3第1項、第35条第1項、第35条の2第

第11条 前条の所得割額は、被保険者に係る賦課期日の属する年の前

年の所得に係る地方税法(昭和25年法律第226号)第314条の2第1項

に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分し

て計算される所得の金額(同法附則第33条の2第5項に規定する上場

株式等に係る配当所得等の金額(同法附則第35条の2の6第8項又は

第11項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額)、同法附則

第33条の3第5項に規定する土地等に係る事業所得等の金額、同法附

則第34条第4項に規定する長期譲渡所得の金額(租税特別措置法(昭

和32年法律第26号)第33条の4第1項若しくは第2項、第34条第1項、第

34条の2第1項、第34条の3第1項、第35条第1項、第35条の2第1項、第
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1項、第35条の3第1項又は第36条の規定の適用がある場合には、これ

らの規定の適用により同法第31条第1項に規定する長期譲渡所得の

金額から控除する金額を控除した金額)、地方税法附則第35条第5項

に規定する短期譲渡所得の金額(租税特別措置法第33条の4第1項若

しくは第2項、第34条第1項、第34条の2第1項、第34条の3第1項、第

35条第1項又は第36条の規定の適用がある場合には、これらの規定

の適用により同法第32条第1項に規定する短期譲渡所得の金額から

控除する金額を控除した金額)、地方税法附則第35条の2第5項に規

定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額(同法附則第35条の3第

15項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額)、同法附則第

35条の2の2第5項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額

(同法附則第35条の2の6第11項又は第35条の3第13項若しくは第15

項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額)、同法附則第35

条の4第4項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額(同法附則第

35条の4の2第7項の規定の適用がある場合には、その適用後の金

額)、外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課

税等に関する法律(昭和37年法律第144号)第8条第2項(同法第12条

第5項及び第16条第2項において準用する場合を含む。第18条の2第1

項第1号において同じ。)に規定する特例適用利子等の額、同法第8条

第4項(同法第12条第6項及び第16条第3項において準用する場合を

含む。同号において同じ。)に規定する特例適用配当等の額、租税条

約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関す

る法律(昭和44年法律第46号。第18条の2において「租税条約等実施

特例法」という。)第3条の2の2第10項に規定する条約適用利子等の

額及び同条第12項に規定する条約適用配当等の額をいう。以下この

条において同じ。)の合計額から地方税法第314条の2第2項の規定に

よる控除をした後の総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得

と区分して計算される所得の金額の合計額(以下「基礎控除後の総

35条の3第1項又は第36条の規定の適用がある場合には、これらの規

定の適用により同法第31条第1項に規定する長期譲渡所得の金額か

ら控除する金額を控除した金額)、地方税法附則第35条第5項に規定

する短期譲渡所得の金額(租税特別措置法第33条の4第1項若しくは

第2項、第34条第1項、第34条の2第1項、第34条の3第1項、第35条第

1項又は第36条の規定の適用がある場合には、これらの規定の適用

により同法第32条第1項に規定する短期譲渡所得の金額から控除す

る金額を控除した金額)、地方税法附則第35条の2第5項に規定する

一般株式等に係る譲渡所得等の金額(同法附則第35条の3第15項の

規定の適用がある場合には、その適用後の金額)、同法附則第35条の

2の2第5項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額(同法附

則第35条の2の6第11項又は第35条の3第13項若しくは第15項の規定

の適用がある場合には、その適用後の金額)、同法附則第35条の4第

4項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額(同法附則第35条の4

の2第7項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額)、外国居

住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関す

る法律(昭和37年法律第144号)第8条第2項(同法第12条第5項及び第

16条第2項において準用する場合を含む。第18条の2第1項第1号にお

いて同じ。)に規定する特例適用利子等の額、同法第8条第4項(同法

第12条第6項及び第16条第3項において準用する場合を含む。同号に

おいて同じ。)に規定する特例適用配当等の額、租税条約等の実施に

伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律(昭和

44年法律第46号。第18条の2において「租税条約等実施特例法」とい

う。)第3条の2の2第10項に規定する条約適用利子等の額及び同条第

12項に規定する条約適用配当等の額をいう。以下この条において同

じ。)の合計額から地方税法第314条の2第2項の規定による控除をし

た後の総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計

算される所得の金額の合計額(以下「基礎控除後の総所得金額等」と
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所得金額等」という。)に、第13条の所得割の保険料率を乗じて算定

する。 

いう。)に、第13条の所得割の保険料率を乗じて算定する。 

2 （略） 2 （略） 

(一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率) (基礎賦課額の保険料率) 

第13条 一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率は、次のとおりと

する。 

第13条 基礎賦課額の保険料率は、次のとおりとする。 

(1) 所得割 基礎賦課総額の100分の50に相当する額を一般被保

険者に係る基礎控除後の総所得金額等(国民健康保険法施行令第

29条の7第2項第4号ただし書に規定する場合にあっては、国民健

康保険法施行規則(昭和33年厚生省令第53号)第32条の9に規定す

る方法により補正された後の金額とする。)の総額で除して得た

数等を勘案して算定した数 

(1) 所得割 基礎賦課総額の100分の50に相当する額を被保険者

に係る基礎控除後の総所得金額等(国民健康保険法施行令第29条

の7第2項第4号ただし書に規定する場合にあっては、国民健康保

険法施行規則(昭和33年厚生省令第53号)第32条の9に規定する方

法により補正された後の金額とする。)の総額で除して得た数等

を勘案して算定した数 

(2) 被保険者均等割 基礎賦課総額の100分の30に相当する額を

当該年度の前年度及びその直前の2か年度の各年度における一般

被保険者の数等を勘案して算定した数で除して得た額 

(2) 被保険者均等割 基礎賦課総額の100分の30に相当する額を

当該年度の前年度及びその直前の2か年度の各年度における被保

険者の数等を勘案して算定した数で除して得た額 

(3) 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれアからウまでに定めるところにより算定した額 

(3) 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれアからウまでに定めるところにより算定した額 

ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯 基礎賦課総額の100分の

20に相当する額を当該年度の前年度及びその直前の2か年度の

各年度における一般被保険者が属する世帯の数等を勘案して

算定した数等を勘案して算定した数から特定同一世帯所属者

(法第6条第8号に該当したことにより被保険者の資格を喪失し

た者であって、当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一

の世帯に属するものをいう。以下同じ。)と同一の世帯に属する

一般被保険者が属する世帯であって同日の属する月(以下「特

定月」という。)以後5年を経過する月までの間にあるもの(当該

世帯に他の被保険者がいない場合に限る。以下「特定世帯」と

ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯 基礎賦課総額の100分の

20に相当する額を当該年度の前年度及びその直前の2か年度の

各年度における被保険者が属する世帯の数等を勘案して算定

した数等を勘案して算定した数から特定同一世帯所属者(法第

6条第8号に該当したことにより被保険者の資格を喪失した者

であって、当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世

帯に属するものをいう。以下同じ。)と同一の世帯に属する被保

険者が属する世帯であって同日の属する月(以下「特定月」とい

う。)以後5年を経過する月までの間にあるもの(当該世帯に他

の被保険者がいない場合に限る。以下「特定世帯」という。)の
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いう。)の数に2分の1を乗じて得た数と特定同一世帯所属者と

同一の世帯に属する一般被保険者が属する世帯であって特定

月以後5年を経過する月の翌月から特定月以後8年を経過する

月までの間にあるもの(当該世帯に他の被保険者がいない場合

に限る。以下「特定継続世帯」という。)の数に4分の1を乗じて

得た数の合計数を控除した数で除して得た額 

数に2分の1を乗じて得た数と特定同一世帯所属者と同一の世

帯に属する被保険者が属する世帯であって特定月以後5年を経

過する月の翌月から特定月以後8年を経過する月までの間にあ

るもの(当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。以下「特

定継続世帯」という。)の数に4分の1を乗じて得た数の合計数を

控除した数で除して得た額 

イ 特定世帯 アに定めるところにより算定した額に2分の1を

乗じて得た額 

イ 特定世帯 アに定めるところにより算定した額に2分の1を

乗じて得た額 

ウ 特定継続世帯 アに定めるところにより算定した額に4分の

3を乗じて得た額 

ウ 特定継続世帯 アに定めるところにより算定した額に4分の

3を乗じて得た額 

2 （略） 2 （略） 

(退職被保険者等に係る基礎賦課額) 

第13条の2 保険料の賦課額のうち退職被保険者等に係る基礎賦課額

は、当該世帯に属する退職被保険者等につき算定した所得割額及び

被保険者均等割額の合算額の総額並びに当該世帯につき算定した

世帯別平等割額の合計額(退職被保険者等と一般被保険者とが同一

の世帯に属する場合には、所得割額及び被保険者均等割額の合算額

の総額)とする。 

(退職被保険者等に係る基礎賦課額の所得割額の算定) 

第13条の3 前条の所得割額は、退職被保険者等に係る基礎控除後の

総所得金額等に第13条の所得割の保険料率を乗じて算定する。 

第13条の4 削除 

(退職被保険者等に係る基礎賦課額の被保険者均等割額の算定) 

第13条の5 第13条の2の被保険者均等割額は、第13条の規定により算

定した額と同額とする。 

(退職被保険者等に係る基礎賦課額の世帯別平等割額の算定) 

第13条の5の2 第13条の2の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世

帯の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

 

第13条の2から第13条の5まで 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 
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(1) 次号又は第3号に掲げる世帯以外の世帯 第13条第1項第3号

アに定めるところにより算定した額 

(2) 特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する退職被保険者(法

附則第6条第1項に規定する退職被保険者をいう。以下同じ。)の属

する世帯であって特定月以後5年を経過する月までの間にあるも

の(当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。)第13条第1項

第3号イに定めるところにより算定した額 

(3) 特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する退職被保険者の属

する世帯であって特定月以後5年を経過する月の翌月から特定月

以後8年を経過する月までの間にあるもの(当該世帯に他の被保

険者がいない場合に限る。) 第13条第1項第3号ウに定めるとこ

ろにより算定した額 

(基礎賦課限度額) (基礎賦課限度額) 

第13条の6 第10条又は第13条の2の基礎賦課額(一般被保険者と退職

被保険者等が同一の世帯に属する場合には、第10条の基礎賦課額と

第13条の2の基礎賦課額との合算額をいう。第17条及び第18条の2に

おいて同じ。)は、65万円を超えることができない。 

第13条の6 第10条の基礎賦課額は、65万円を超えることができない。 

(一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課総額) (後期高齢者支援金等賦課総額) 

第13条の6の2 保険料の賦課額のうち一般被保険者に係る後期高齢

者支援金等賦課額(第18条の2、第18条の4及び第18条の5の規定によ

り後期高齢者支援金等賦課額を減額するものとした場合にあって

は、その減額することになる額を含む。)の総額(以下「後期高齢者

支援金等賦課総額」という。)は、第1号に掲げる額の見込額から第

2号に掲げる額の見込額を控除した額を基準として算定した額とす

る。 

第13条の6の2 保険料の賦課額のうち後期高齢者支援金等賦課額(第

18条の2、第18条の4及び第18条の5の規定により後期高齢者支援金

等賦課額を減額するものとした場合にあっては、その減額すること

になる額を含む。)の総額(以下「後期高齢者支援金等賦課総額」と

いう。)は、第1号に掲げる額の見込額から第2号に掲げる額の見込額

を控除した額を基準として算定した額とする。 

(1) 当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する

費用(府の国民健康保険に関する特別会計において負担する後期

高齢者支援金等及び病床転換支援金等の納付に要する費用に係

(1) 当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する

費用(府の国民健康保険に関する特別会計において負担する後期

高齢者支援金等及び病床転換支援金等の納付に要する費用に係
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る部分であって、府が行う国民健康保険の一般被保険者に係るも

のに限る。次号において同じ。) 

る部分に限る。次号において同じ。) 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 (2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法附則第22条の規定により読み替えられた法第75条の規定

により交付を受ける補助金(国民健康保険事業費納付金の納付

に要する費用に係るものに限る。)及び同条の規定により貸し

付けられる貸付金(国民健康保険事業費納付金の納付に要する

費用に係るものに限る。)の額 

ア 法附則第7条の規定により読み替えられた法第75条の規定に

より交付を受ける補助金(国民健康保険事業費納付金の納付に

要する費用に係るものに限る。)及び同条の規定により貸し付

けられる貸付金(国民健康保険事業費納付金の納付に要する費

用に係るものに限る。)の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費用(国民健康保険事業費

納付金の納付に要する費用に限る。)のための収入(法附則第9

条第1項の規定により読み替えられた法第72条の3第1項、第72

条の3の2第1項及び第72条の3の3第1項の規定による繰入金を

除く。)の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費用(国民健康保険事業費

納付金の納付に要する費用に限る。)のための収入(法第72条の

3第1項、第72条の3の2第1項及び第72条の3の3第1項の規定によ

る繰入金を除く。)の額 

(一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額) (後期高齢者支援金等賦課額) 

第13条の6の3 保険料の賦課額のうち一般被保険者に係る後期高齢

者支援金等賦課額は、当該世帯に属する一般被保険者につき算定し

た所得割額及び被保険者均等割額の合算額の総額並びに当該世帯

につき算定した世帯別平等割額(一般被保険者と退職被保険者等と

が同一の世帯に属する場合には、当該世帯を一般被保険者の属する

世帯とみなして算定した世帯別平等割額)の合計額とする。 

第13条の6の3 保険料の賦課額のうち後期高齢者支援金等賦課額は、

当該世帯に属する被保険者につき算定した所得割額及び被保険者

均等割額の合算額の総額並びに当該世帯につき算定した世帯別平

等割額の合計額とする。 

(一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の所得割額の算

定) 

(後期高齢者支援金等賦課額の所得割額の算定) 

第13条の6の4 前条の所得割額は、一般被保険者に係る賦課期日の属

する年の前年の所得に係る基礎控除後の総所得金額等に、第13条の

6の6の所得割の保険料率を乗じて算定する。 

第13条の6の4 前条の所得割額は、被保険者に係る賦課期日の属する

年の前年の所得に係る基礎控除後の総所得金額等に、第13条の6の6

の所得割の保険料率を乗じて算定する。 

(一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険料率) (後期高齢者支援金等賦課額の保険料率) 

第13条の6の6 一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保 第13条の6の6 後期高齢者支援金等賦課額の保険料率は、次のとおり
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険料率は、次のとおりとする。 とする。 

(1) 所得割 後期高齢者支援金等賦課総額の100分の50に相当す

る額を一般被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等(国民健康

保険法施行令第29条の7第3項第4号ただし書に規定する場合にあ

っては、国民健康保険法施行規則第32条の9の2に規定する方法に

より補正された後の金額とする。)の総額で除して得た数等を勘

案して算定した数 

(1) 所得割 後期高齢者支援金等賦課総額の100分の50に相当す

る額を被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等(国民健康保険

法施行令第29条の7第3項第4号ただし書に規定する場合にあって

は、国民健康保険法施行規則第32条の9の2に規定する方法により

補正された後の金額とする。)の総額で除して得た数等を勘案し

て算定した数 

(2) 被保険者均等割 後期高齢者支援金等賦課総額の100分の30

に相当する額を当該年度の前年度及びその直前の2か年度の各年

度における一般被保険者の数等を勘案して算定した数で除して

得た額 

(2) 被保険者均等割 後期高齢者支援金等賦課総額の100分の30

に相当する額を当該年度の前年度及びその直前の2か年度の各年

度における被保険者の数等を勘案して算定した数で除して得た

額 

(3) 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれアからウまでに定めるところにより算定した額 

(3) 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれアからウまでに定めるところにより算定した額 

ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯 後期高齢者支援金等賦

課総額の100分の20に相当する額を当該年度の前年度及びその

直前の2か年度の各年度における一般被保険者が属する世帯の

数等を勘案して算定した数等を勘案して算定した数から特定

世帯の数に2分の1を乗じて得た数と特定継続世帯の数に4分の

1を乗じて得た数の合計数を控除した数で除して得た額 

ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯 後期高齢者支援金等賦

課総額の100分の20に相当する額を当該年度の前年度及びその

直前の2か年度の各年度における被保険者が属する世帯の数等

を勘案して算定した数等を勘案して算定した数から特定世帯

の数に2分の1を乗じて得た数と特定継続世帯の数に4分の1を

乗じて得た数の合計数を控除した数で除して得た額 

イ 特定世帯 アに定めるところにより算定した額に2分の1を

乗じて得た額 

イ 特定世帯 アに定めるところにより算定した額に2分の1を

乗じて得た額 

ウ 特定継続世帯 アに定めるところにより算定した額に4分の

3を乗じて得た額 

ウ 特定継続世帯 アに定めるところにより算定した額に4分の

3を乗じて得た額 

2 （略） 2 （略） 

(退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額) 

第13条の6の7 保険料の賦課額のうち退職被保険者等に係る後期高

齢者支援金等賦課額は、当該世帯に属する退職被保険者等につき算

 

第13条の6の7から第13条の6の11まで 削除 
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定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額の総額並びに当該

世帯につき算定した世帯別平等割額の合計額(退職被保険者等と一

般被保険者とが同一の世帯に属する場合には、所得割額及び被保険

者均等割額の合算額の総額)とする。 

(退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額の所得割額の算

定) 

第13条の6の8 前条の所得割額は、退職被保険者等に係る基礎控除後

の総所得金額等に、第13条の6の6の所得割の保険料率を乗じて算定

する。 

第13条の6の9 削除 

(退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額の被保険者均等

割額の算定) 

第13条の6の10 第13条の6の7の被保険者均等割額は、第13条の6の6

の規定により算定した額と同額とする。 

(退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額の世帯別平等割

額の算定) 

第13条の6の11 第13条の6の7の世帯別平等割額は、次の各号に掲げ

る世帯の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 次号又は第3号に掲げる世帯以外の世帯 第13条の6の6第1項

第3号アに定めるところにより算定した額 

(2) 特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する退職被保険者の属

する世帯であって特定月以後5年を経過する月までの間にあるも

の(当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。)第13条の6の6

第1項第3号イに定めるところにより算定した額 

(3) 特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する退職被保険者の属

する世帯であって特定月以後5年を経過する月の翌月から特定月

以後8年を経過する月までの間にあるもの(当該世帯に他の被保

険者がいない場合に限る。) 第13条の6の6第1項第3号ウに定め
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るところにより算定した額 

(後期高齢者支援金等賦課限度額) (後期高齢者支援金等賦課限度額) 

第13条の6の12 第13条の6の3又は第13条の6の7の後期高齢者支援金

等賦課額(一般被保険者と退職被保険者等が同一の世帯に属する場

合には、第13条の6の3の後期高齢者支援金等賦課額と第13条の6の7

の後期高齢者支援金等賦課額との合算額をいう。第17条及び第18条

の2において同じ。)は、22万円を超えることができない。 

第13条の6の12 第13条の6の3の後期高齢者支援金等賦課額は、24万

円を超えることができない。 

(介護納付金賦課総額) (介護納付金賦課総額) 

第13条の7 保険料の賦課額のうち介護納付金賦課額(第18条の2及び

第18条の5の規定により介護納付金賦課額を減額するものとした場

合にあっては、その減額することになる額を含む。)の総額(以下「介

護納付金賦課総額」という。)は、第1号に掲げる額の見込額から第

2号に掲げる額の見込額を控除した額を基準として算定した額とす

る。 

第13条の7 保険料の賦課額のうち介護納付金賦課額(第18条の2及び

第18条の5の規定により介護納付金賦課額を減額するものとした場

合にあっては、その減額することになる額を含む。)の総額(以下「介

護納付金賦課総額」という。)は、第1号に掲げる額の見込額から第

2号に掲げる額の見込額を控除した額を基準として算定した額とす

る。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 (2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法附則第22条の規定により読み替えられた法第75条の規定

により交付を受ける補助金(国民健康保険事業費納付金の納付

に要する費用に係るものに限る。)及び同条の規定により貸し

付けられる貸付金(国民健康保険事業費納付金の納付に要する

費用に係るものに限る。)の額 

ア 法附則第7条の規定により読み替えられた法第75条の規定に

より交付を受ける補助金(国民健康保険事業費納付金の納付に

要する費用に係るものに限る。)及び同条の規定により貸し付

けられる貸付金(国民健康保険事業費納付金の納付に要する費

用に係るものに限る。)の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費用(国民健康保険事業費

納付金の納付に要する費用に限る。)のための収入(法附則第9

条第1項の規定により読み替えられた法第72条の3第1項及び第

72条の3の3第1項の規定による繰入金を除く。)の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費用(国民健康保険事業費

納付金の納付に要する費用に限る。)のための収入(法第72条の

3第1項及び第72条の3の3第1項の規定による繰入金を除く。)の

額 

(賦課期日後において納付義務の発生、消滅又は被保険者数の異動

等があった場合) 

(賦課期日後において納付義務の発生、消滅又は被保険者数の異動

等があった場合) 
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第17条 保険料の賦課期日後において納付義務が発生し、1世帯に属

する被保険者数が増加し、若しくは減少し、又は1世帯に属する被保

険者が介護納付金賦課被保険者となった、若しくは介護納付金賦課

被保険者でなくなった、若しくは国民健康保険法施行令第29条の7

の2第2項に規定する特例対象被保険者等(以下「特例対象被保険者

等」という。)となった、若しくは特例対象被保険者等でなくなった

場合における当該納付義務者に係る第10条、第13条の2、第13条の6

の3若しくは第13条の6の7の額(被保険者数が増加し、又は減少した

場合(特定同一世帯所属者に該当することにより被保険者数が減少

した場合を除く。)における当該納付義務者に係る世帯別平等割額

を除く。)、第13条の8の額又は第18条の2第1項各号(同条第3項又は

第4項の規定により読み替えて準用する場合を含む。次項において

同じ。)に定める額、第18条の4第1項(同条第3項の規定により読み替

えて準用する場合を含む。次項において同じ。)に定める第13条若し

くは第13条の5の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率にそれぞ

れ10分の5を乗じて得た額、第18条の4第4項第1号(同条第6項の規定

により読み替えて準用する場合を含む。次項において同じ。)に定め

る額、第18条の5第1項各号(同条第3項又は第4項の規定により読み

替えて準用する場合を含む。次項において同じ。)に定める額若しく

は同条第5項各号(同条第7項又は第8項の規定により読み替えて準

用する場合を含む。次項において同じ。)に定める額の算定は、それ

ぞれ、その納付義務が発生した日、被保険者数が増加し、若しくは

減少した日(法第6条第1号から第8号までの規定のいずれかに該当

したことにより被保険者数が減少した場合においては、その減少し

た日が月の初日であるときに限り、その前日とする。)又は1世帯に

属する被保険者が介護納付金賦課被保険者となった、若しくは介護

納付金賦課被保険者でなくなった、若しくは特例対象被保険者等と

なった、若しくは特例対象被保険者等でなくなった日の属する月か

第17条 保険料の賦課期日後において納付義務が発生し、1世帯に属

する被保険者数が増加し、若しくは減少し、又は1世帯に属する被保

険者が介護納付金賦課被保険者となった、若しくは介護納付金賦課

被保険者でなくなった、若しくは国民健康保険法施行令第29条の7

の2第2項に規定する特例対象被保険者等(以下「特例対象被保険者

等」という。)となった場合における当該納付義務者に係る第10条若

しくは第13条の6の3の額(被保険者数が増加し、若しくは減少した

場合(特定同一世帯所属者に該当することにより被保険者数が減少

した場合を除く。)又は特定対象被保険者等となった場合における

当該納付義務者に係る世帯別平等割額を除く。)若しくは第13条の8

の額又は第18条の2第1項各号(同条第3項又は第4項の規定により読

み替えて準用する場合を含む。次項において同じ。)に定める額、第

18条の4第1項(同条第3項の規定により読み替えて準用する場合を

含む。次項において同じ。)に定める第13条の基礎賦課額の被保険者

均等割の保険料率にそれぞれ10分の5を乗じて得た額、第18条の4第

4項第1号(同条第6項の規定により読み替えて準用する場合を含む。

次項において同じ。)に定める額、第18条の5第1項各号(同条第3項又

は第4項の規定により読み替えて準用する場合を含む。次項におい

て同じ。)に定める額若しくは同条第5項各号(同条第7項又は第8項

の規定により読み替えて準用する場合を含む。次項において同じ。)

に定める額の算定は、それぞれ、その納付義務が発生した日、被保

険者数が増加し、若しくは減少した日(法第6条第1号から第8号まで

の規定のいずれかに該当したことにより被保険者数が減少した場

合においては、その減少した日が月の初日であるときに限り、その

前日とする。)又は1世帯に属する被保険者が介護納付金賦課被保険

者となった、若しくは介護納付金賦課被保険者でなくなった、若し

くは特例対象被保険者等となった日の属する月から、月割をもって

行う。 
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ら、月割をもって行う。 

2 保険料の賦課期日後において、納付義務が消滅した場合における

当該納付義務者に係る第10条、第13条の2、第13条の6の3若しくは第

13条の6の7の額、第13条の8の額又は第18条の2第1項各号に定める

額、第18条の4第1項に定める第13条若しくは第13条の5の基礎賦課

額の被保険者均等割の保険料率にそれぞれ10分の5を乗じて得た

額、第18条の4第4項第1号に定める額、第18条の5第1項各号に定める

額若しくは同条第5項各号に定める額の算定は、その納付義務が消

滅した日(法第6条第1号から第8号までの規定のいずれかに該当し

たことにより納付義務が消滅した場合においては、当該納付義務が

消滅した日が月の初日であるときに限り、その前日とする。)の属す

る月の前月まで、月割をもって行う。 

2 保険料の賦課期日後において、納付義務が消滅した場合における

当該納付義務者に係る第10条若しくは第13条の6の3の額若しくは

第13条の8の額又は第18条の2第1項各号に定める額、第18条の4第1

項に定める第13条の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率にそ

れぞれ10分の5を乗じて得た額、第18条の4第4項第1号に定める額、

第18条の5第1項各号に定める額若しくは同条第5項各号に定める額

の算定は、その納付義務が消滅した日(法第6条第1号から第8号まで

の規定のいずれかに該当したことにより納付義務が消滅した場合

においては、当該納付義務が消滅した日が月の初日であるときに限

り、その前日とする。)の属する月の前月まで、月割をもって行う。 

3 （略） 3 （略） 

(低所得者の保険料の減額) (低所得者の保険料の減額) 

第18条の2 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の

賦課額のうち基礎賦課額は、第10条又は第13条の2の基礎賦課額か

ら、それぞれ当該各号に定める額を減額して得た額(当該減額して

得た額が65万円を超える場合には、65万円)とする。 

第18条の2 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の

賦課額のうち基礎賦課額は、第10条の基礎賦課額から、それぞれ当

該各号に定める額を減額して得た額(当該減額して得た額が65万円

を超える場合には、65万円)とする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得

と区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第314条

の2第2項第1号に定める金額(世帯主等のうち給与所得者等の数

が2以上の場合にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者

等の数から1を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加えた金

額)に、29万円に当該年度の保険料賦課期日(賦課期日後に保険料

の納付義務が発生した場合はその発生した日とする。)現在にお

いて当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数

(2) 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得

と区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第314条

の2第2項第1号に定める金額(世帯主等のうち給与所得者等の数

が2以上の場合にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者

等の数から1を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加えた金

額)に、29万5千円に当該年度の保険料賦課期日(賦課期日後に保

険料の納付義務が発生した場合はその発生した日とする。)現在

において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者
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の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る

保険料の納付義務者であって前号に該当する者以外の者は、アに

掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎

賦課額の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗

じて得た額とイに掲げる額とを合算した額 

の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に

係る保険料の納付義務者であって前号に該当する者以外の者は、

アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の

基礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数

を乗じて得た額とイに掲げる額とを合算した額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に10

分の5を乗じて得た額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に10

分の5を乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に10分

の5を乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に10分

の5を乗じて得た額 

(3) 第1号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所

得と区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第314

条の2第2項第1号に定める金額(世帯主等のうち給与所得者等の

数が2以上の場合にあっては、同号に定める金額に当該給与所得

者等の数から1を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加えた金

額)に、53万5千円に当該年度の保険料賦課期日(賦課期日後に保

険料の納付義務が発生した場合はその発生した日とする。)現在

において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者

の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に

係る保険料の納付義務者であって前2号に該当する者以外の者

は、アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分

の基礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの

数を乗じて得た額とイに掲げる額とを合算した額 

(3) 第1号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所

得と区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第314

条の2第2項第1号に定める金額(世帯主等のうち給与所得者等の

数が2以上の場合にあっては、同号に定める金額に当該給与所得

者等の数から1を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加えた金

額)に、54万5千円に当該年度の保険料賦課期日(賦課期日後に保

険料の納付義務が発生した場合はその発生した日とする。)現在

において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者

の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に

係る保険料の納付義務者であって前2号に該当する者以外の者

は、アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分

の基礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの

数を乗じて得た額とイに掲げる額とを合算した額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に10

分の2を乗じて得た額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に10

分の2を乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に10分

の2を乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に10分

の2を乗じて得た額 

2 （略） 2 （略） 
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3 前2項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第1項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高

齢者支援金等賦課額」と、「第10条又は第13条の2」とあるのは「第

13条の6の3又は第13条の6の7」と、「65万円」とあるのは「22万円」

と、前項中「第13条第2項」とあるのは「第13条の6の6第2項」と読

み替えるものとする。 

3 前2項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第1項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高

齢者支援金等賦課額」と、「第10条」とあるのは「第13条の6の3」

と、「65万円」とあるのは「24万円」と、前項中「第13条第2項」と

あるのは「第13条の6の6第2項」と読み替えるものとする。 

4 第1項及び第2項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用

する。この場合において、第1項中「基礎賦課額」とあるのは「介護

納付金賦課額」と、「第10条又は第13条の2」とあるのは「第13条の

8」と、「65万円」とあるのは「17万円」と、第2項中「第13条第2項」

とあるのは「第13条の11第2項」と読み替えるものとする。 

4 第1項及び第2項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用

する。この場合において、第1項中「基礎賦課額」とあるのは「介護

納付金賦課額」と、「第10条」とあるのは「第13条の8」と、「65万

円」とあるのは「17万円」と、第2項中「第13条第2項」とあるのは

「第13条の11第2項」と読み替えるものとする。 

(未就学児の被保険者均等割額の減額) (未就学児の被保険者均等割額の減額) 

第18条の4 当該年度において、その世帯に6歳に達する日以後の最初

の3月31日以前である被保険者(以下「未就学児」という。)がある場

合における当該被保険者に係る当該年度分の基礎賦課額の被保険

者均等割額は、第13条又は第13条の5の基礎賦課額の被保険者均等

割の保険料率から、当該保険料率に、それぞれ、10分の5を乗じて得

た額(第13条第2項の規定により端数の切上げを行った後の額とす

る。)を控除して得た額とする(第4項に掲げる場合を除く。)。 

第18条の4 当該年度において、その世帯に6歳に達する日以後の最初

の3月31日以前である被保険者(以下「未就学児」という。)がある場

合における当該被保険者に係る当該年度分の基礎賦課額の被保険

者均等割額は、第13条の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率か

ら、当該保険料率に、それぞれ、10分の5を乗じて得た額(第13条第

2項の規定により端数の切上げを行った後の額とする。)を控除して

得た額とする(第4項に掲げる場合を除く。)。 

2 （略） 2 （略） 

3 前2項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第1項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高

齢者支援金等賦課額」と、「第13条又は第13条の5」とあるのは「第

13条の6の6又は第13条の6の10」と、「第13条第2項」とあるのは「第

13条の6の6第2項」と読み替えるものとする。 

3 前2項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第1項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高

齢者支援金等賦課額」と、「第13条の」とあるのは「第13条の6の6

の」と、「第13条第2項」とあるのは「第13条の6の6第2項」と読み

替えるものとする。 

4 当該年度において、第18条の2に規定する基準に従い保険料を減額

するものとした納付義務者の世帯に未就学児がある場合における

4 当該年度において、第18条の2に規定する基準に従い保険料を減額

するものとした納付義務者の世帯に未就学児がある場合における
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当該未就学児に係る当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額

は、第1号に掲げる額から第2号に掲げる額を控除して得た額とす

る。 

当該未就学児に係る当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額

は、第1号に掲げる額から第2号に掲げる額を控除して得た額とす

る。 

(1) 第13条又は第13条の5の基礎賦課額の被保険者均等割の保険

料率から、当該保険料率に第18条の2第1項各号に規定する場合に

応じてそれぞれ同項各号アに掲げる割合を乗じて得た額(第13条

第2項の規定により端数の切上げを行った後の額とする。)を控除

して得た額 

(1) 第13条の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率から、当該

保険料率に第18条の2第1項各号に規定する場合に応じてそれぞ

れ同項各号アに掲げる割合を乗じて得た額(第13条第2項の規定

により端数の切上げを行った後の額とする。)を控除して得た額 

(2) （略） (2) （略） 

5 （略） 5 （略） 

6 前2項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額において準用す

る。この場合において、第4項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高

齢者支援金等賦課額」と、「第13条又は第13条の5」とあるのは「第

13条の6の6又は第13条の6の10」と、「第13条第2項」とあるのは「第

13条の6の6第2項」と読み替えるものとする。 

6 前2項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額において準用す

る。この場合において、第4項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高

齢者支援金等賦課額」と、「第13条の」とあるのは「第13条の6の6

の」と、「第13条第2項」とあるのは「第13条の6の6第2項」と読み

替えるものとする。 

(出産被保険者の保険料の減額) (出産被保険者の保険料の減額) 

第18条の5 当該年度において、世帯に出産被保険者(国民健康保険法

施行令第29条の7第5項第8号に規定する出産被保険者をいう。以下

同じ。)がある場合における当該世帯の納付義務者に対して課する

保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、第10条又は第13条の2の基礎

賦課額から、次の各号の合算額を減額して得た額(当該減額して得

た額が65万円を超える場合には、65万円)とする(第5項に掲げる場

合を除く。)。 

第18条の5 当該年度において、世帯に出産被保険者(国民健康保険法

施行令第29条の7第5項第8号に規定する出産被保険者をいう。以下

同じ。)がある場合における当該世帯の納付義務者に対して課する

保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、第10条の基礎賦課額から、次

の各号の合算額を減額して得た額(当該減額して得た額が65万円を

超える場合には、65万円)とする(第5項に掲げる場合を除く。)。 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 前2項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第1項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高

3 前2項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第1項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高
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齢者支援金等賦課額」と、「第10条又は第13条の2」とあるのは「第

13条の6の3又は第13条の6の7」と、「65万円」とあるのは「22万円」

と、前項中「第13条第2項」とあるのは「第13条の6の6第2項」と読

み替えるものとする。 

齢者支援金等賦課額」と、「第10条」とあるのは「第13条の6の3」

と、「65万円」とあるのは「24万円」と、前項中「第13条第2項」と

あるのは「第13条の6の6第2項」と読み替えるものとする。 

4 第1項及び第2項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用

する。この場合において、第1項中「規定する出産被保険者をいう。

以下同じ。」とあるのは「規定する出産被保険者(介護納付金賦課被

保険者である者に限る。)をいう。以下この項において同じ。」と、

「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦課額」と、「第10条又は

第13条の2」とあるのは「第13条の8」と、「65万円」とあるのは「17

万円」と、第2項中「第13条第2項」とあるのは「第13条の11第2項」

と読み替えるものとする。 

4 第1項及び第2項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用

する。この場合において、第1項中「規定する出産被保険者をいう。

以下同じ。」とあるのは「規定する出産被保険者(介護納付金賦課被

保険者である者に限る。)をいう。以下この項において同じ。」と、

「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦課額」と、「第10条」と

あるのは「第13条の8」と、「65万円」とあるのは「17万円」と、第

2項中「第13条第2項」とあるのは「第13条の11第2項」と読み替える

ものとする。 

5 当該年度において、第18条の2に規定する基準に従い保険料を減額

するものとした納付義務者の世帯に出産被保険者がある場合にお

ける当該世帯の納付義務者に対して課する保険料の賦課額のうち

基礎賦課額は、当該減額後の第10条又は第13条の2の基礎賦課額か

ら、次の各号の合算額を減額して得た額(当該減額して得た額が65

万円を超える場合には、65万円)とする。 

5 当該年度において、第18条の2に規定する基準に従い保険料を減額

するものとした納付義務者の世帯に出産被保険者がある場合にお

ける当該世帯の納付義務者に対して課する保険料の賦課額のうち

基礎賦課額は、当該減額後の第10条の基礎賦課額から、次の各号の

合算額を減額して得た額(当該減額して得た額が65万円を超える場

合には、65万円)とする。 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 

6 （略） 6 （略） 

7 前2項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第5項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高

齢者支援金等賦課額」と、「第10条又は第13条の2」とあるのは「第

13条の6の3又は第13条の6の7」と、「65万円」とあるのは「22万円」

と、前項中「第13条第2項」とあるのは「第13条の6の6第2項」と読

み替えるものとする。 

7 前2項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第5項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高

齢者支援金等賦課額」と、「第10条」とあるのは「第13条の6の3」

と、「65万円」とあるのは「24万円」と、前項中「第13条第2項」と

あるのは「第13条の6の6第2項」と読み替えるものとする。 

8 第5項及び第6項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用 8 第5項及び第6項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用
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する。この場合において、第5項中「出産被保険者がある場合」とあ

るのは「出産被保険者(介護納付金賦課被保険者である者に限る。以

下この項において同じ。)がある場合」と、「基礎賦課額」とあるの

は「介護納付金賦課額」と、「第10条又は第13条の2」とあるのは「第

13条の8」と、「65万円」とあるのは「17万円」と、第6項中「第13

条第2項」とあるのは「第13条の11第2項」と読み替えるものとする。 

する。この場合において、第5項中「出産被保険者がある場合」とあ

るのは「出産被保険者(介護納付金賦課被保険者である者に限る。以

下この項において同じ。)がある場合」と、「基礎賦課額」とあるの

は「介護納付金賦課額」と、「第10条」とあるのは「第13条の8」と、

「65万円」とあるのは「17万円」と、第6項中「第13条第2項」とあ

るのは「第13条の11第2項」と読み替えるものとする。 

    改正附則 

 (施行期日) 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

(適用区分) 

2 この条例による改正後の第5章の規定は、令和6年度以後の年度分

の保険料について適用し、令和5年度分までの保険料については、な

お従前の例による。 
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(議会の同意を要する賠償責任の免除) (議会の同意を要する賠償責任の免除) 

第6条 法第34条において準用する地方自治法(昭和22年法律第67号)

第243条の2の2第8項の規定により病院事業の業務に従事する職員

の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならない場合

は、当該賠償責任に係る賠償額が50万円以上である場合とする。 

第6条 法第34条において準用する地方自治法(昭和22年法律第67号)

第243条の2の8第8項の規定により病院事業の業務に従事する職員

の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならない場合

は、当該賠償責任に係る賠償額が50万円以上である場合とする。 

    改正附則 

 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 
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(保険料率) (保険料率) 

第4条 令和3年度から令和5年度までの各年度における保険料率は、

当該年度分の保険料の賦課期日(法第130条に規定する賦課期日を

いう。以下同じ。)における次の各号に掲げる第1号被保険者(法第9

条第1号に規定する第1号被保険者をいう。以下同じ。)の区分に応

じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

第4条 令和6年度から令和8年度までの各年度における保険料率は、

当該年度分の保険料の賦課期日(法第130条に規定する賦課期日を

いう。以下同じ。)における次の各号に掲げる第1号被保険者(法第9

条第1号に規定する第1号被保険者をいう。以下同じ。)の区分に応

じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 介護保険法施行令(平成10年政令第412号。以下「令」という。)

第39条第1項第1号に掲げる者 32,330円 

(1) 介護保険法施行令(平成10年政令第412号。以下「令」という。)

第39条第1項第1号に掲げる者 26,560円 

(2) 令第39条第1項第2号に掲げる者 43,110円 (2) 令第39条第1項第2号に掲げる者 39,480円 

(3) 令第39条第1項第3号に掲げる者 46,700円 (3) 令第39条第1項第3号に掲げる者 43,430円 

(4) 令第39条第1項第4号に掲げる者 61,060円 (4) 令第39条第1項第4号に掲げる者 61,010円 

(5) 令第39条第1項第5号に掲げる者 71,840円 (5) 令第39条第1項第5号に掲げる者 71,770円 

(6) 次のいずれかに該当する者 82,620円 (6) 次のいずれかに該当する者 82,540円 

ア 地方税法(昭和25年法律第226号)第292条第1項第13号に規定

する合計所得金額(以下「合計所得金額」という。)(租税特別措

置法(昭和32年法律第26号)第33条の4第1項若しくは第2項、第

34条第1項、第34条の2第1項、第34条の3第1項、第35条第1項、

第35条の2第1項、第35条の3第1項又は第36条の規定の適用があ

る場合には、当該合計所得金額から令第22条の2第2項に規定す

る特別控除額を控除して得た額とし、当該合計所得金額が零を

下回る場合には、零とする。以下同じ。)が125万円以下である

者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 地方税法(昭和25年法律第226号)第292条第1項第13号に規定

する合計所得金額(以下「合計所得金額」という。)(租税特別措

置法(昭和32年法律第26号)第33条の4第1項若しくは第2項、第

34条第1項、第34条の2第1項、第34条の3第1項、第35条第1項、

第35条の2第1項、第35条の3第1項又は第36条の規定の適用があ

る場合には、当該合計所得金額から令第22条の2第2項に規定す

る特別控除額を控除して得た額とし、当該合計所得金額が零を

下回る場合には、零とする。以下同じ。)が120万円未満である

者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者(生活保護法(昭和25年法律第144号)第6条第2項に

規定する要保護者をいう。以下同じ。)であって、その者が課さ

れる保険料額についてこの号の区分による額を適用されたな

イ 要保護者(生活保護法(昭和25年法律第144号)第6条第2項に

規定する要保護者をいう。以下同じ。)であって、その者が課さ

れる保険料額についてこの号の区分による額を適用されたな
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らば保護を必要としない状態となるもの(令第39条第1項第1号

イ((1)に係る部分を除く。)、次号イ、第8号イ、第9号イ又は第

10号イに該当する者を除く。) 

らば保護を必要としない状態となるもの(令第39条第1項第1号

イ((1)に係る部分を除く。)、次号イ、第8号イ、第9号イ、第10

号イ、第11号イ、第12号イ、第13号イ又は第14号イに該当する

者を除く。) 

(7) 次のいずれかに該当する者 89,800円 (7) 次のいずれかに該当する者 93,310円 

ア 合計所得金額が200万円未満である者であり、かつ、前各号の

いずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が210万円未満である者であり、かつ、前各号の

いずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの

号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状

態となるもの(令第39条第1項第1号イ((1)に係る部分を除

く。)、次号イ、第9号イ又は第10号イに該当する者を除く。) 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの

号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状

態となるもの(令第39条第1項第1号イ((1)に係る部分を除

く。)、次号イ、第9号イ、第10号イ、第11号イ、第12号イ、第

13号イ又は第14号イに該当する者を除く。) 

(8) 次のいずれかに該当する者 107,760円 (8) 次のいずれかに該当する者 107,660円 

ア 合計所得金額が400万円未満である者であり、かつ、前各号の

いずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が320万円未満である者であり、かつ、前各号の

いずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの

号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状

態となるもの(令第39条第1項第1号イ((1)に係る部分を除

く。)、次号イ又は第10号イに該当する者を除く。) 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの

号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状

態となるもの(令第39条第1項第1号イ((1)に係る部分を除

く。)、次号イ、第10号イ、第11号イ、第12号イ、第13号イ又は

第14号イに該当する者を除く。) 

(9) 次のいずれかに該当する者 118,540円 (9) 次のいずれかに該当する者 122,010円 

ア 合計所得金額が600万円未満である者であり、かつ、前各号の

いずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が420万円未満である者であり、かつ、前各号の

いずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの

号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状

態となるもの(令第39条第1項第1号イ((1)に係る部分を除く。)

又は次号イに該当する者を除く。) 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの

号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状

態となるもの(令第39条第1項第1号イ((1)に係る部分を除

く。)、次号イ、第11号イ、第12号イ、第13号イ又は第14号イに
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該当する者を除く。) 

(10) 次のいずれかに該当する者 129,310円 (10) 次のいずれかに該当する者 136,370円 

ア 合計所得金額が800万円未満である者であり、かつ、前各号の

いずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が520万円未満である者であり、かつ、前各号の

いずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの

号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状

態となるもの(令第39条第1項第1号イ((1)に係る部分を除く。)

に該当する者を除く。) 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの

号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状

態となるもの(令第39条第1項第1号イ((1)に係る部分を除

く。)、次号イ、第12号イ、第13号イ又は第14号イに該当する者

を除く。) 

 (11) 次のいずれかに該当する者 150,720円 

ア 合計所得金額が620万円未満である者であり、かつ、前各号の

いずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの

号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状

態となるもの(令第39条第1項第1号イ((1)に係る部分を除

く。)、次号イ、第13号イ又は第14号イに該当する者を除く。) 

 (12) 次のいずれかに該当する者 165,080円 

ア 合計所得金額が720万円未満である者であり、かつ、前各号の

いずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの

号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状

態となるもの(令第39条第1項第1号イ((1)に係る部分を除

く。)、次号イ又は第14号イに該当する者を除く。) 

 (13) 次のいずれかに該当する者 172,250円 

ア 合計所得金額が820万円未満である者であり、かつ、前各号の

いずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの
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号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状

態となるもの(令第39条第1項第1号イ((1)に係る部分を除く。)

又は次号イに該当する者を除く。) 

 (14) 次のいずれかに該当する者 179,430円 

ア 合計所得金額が920万円未満である者であり、かつ、前各号の

いずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの

号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状

態となるもの(令第39条第1項第1号イ((1)に係る部分を除く。)

に該当する者を除く。) 

(11) 前各号のいずれにも該当しない者 143,680円 (15) 前各号のいずれにも該当しない者 186,610円 

2 前項第1号に掲げる第1号被保険者についての保険料の減額賦課に

係る令和3年度から令和5年度までの各年度における保険料率は、同

号の規定にかかわらず、17,960円とする。 

2 前項第1号に掲げる第1号被保険者についての保険料の減額賦課に

係る令和6年度から令和8年度までの各年度における保険料率は、同

号の規定にかかわらず、14,360円とする。 

3 前項の規定は、第1項第2号に掲げる第1号被保険者についての保険

料の減額賦課に係る令和3年度から令和5年度までの各年度におけ

る保険料率について準用する。この場合において、前項中「17,960

円」とあるのは、「25,150円」と読み替えるものとする。 

3 前項の規定は、第1項第2号に掲げる第1号被保険者についての保険

料の減額賦課に係る令和6年度から令和8年度までの各年度におけ

る保険料率について準用する。この場合において、前項中「14,360

円」とあるのは、「25,120円」と読み替えるものとする。 

4 第2項の規定は、第1項第3号に掲げる第1号被保険者についての保

険料の減額賦課に係る令和3年度から令和5年度までの各年度にお

ける保険料率について準用する。この場合において、第2項中

「17,960円」とあるのは、「43,110円」と読み替えるものとする。 

4 第2項の規定は、第1項第3号に掲げる第1号被保険者についての保

険料の減額賦課に係る令和6年度から令和8年度までの各年度にお

ける保険料率について準用する。この場合において、第2項中

「14,360円」とあるのは、「43,070円」と読み替えるものとする。 

(賦課期日後において第1号被保険者の資格取得、喪失等があった場

合) 

(賦課期日後において第1号被保険者の資格取得、喪失等があった場

合) 

第6条 （略） 第6条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 保険料の賦課期日後に令第39条第1項第1号イ(同号イに規定する 3 保険料の賦課期日後に令第39条第1項第1号イ(同号イに規定する
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老齢福祉年金の受給権を有するに至った者及び同号イ(1)に係る者

を除く。)、ロ若しくはニ、第2号ロ、第3号ロ、第4号ロ、第5号ロ、

第6号ロ、第7号ロ、第8号ロ又は第9号ロに該当するに至った第1号被

保険者に係る保険料の額は、当該該当するに至った日の属する月の

前月まで月割りにより算定した当該第1号被保険者に係る保険料の

額と当該該当するに至った日の属する月から同項第1号から第9号

までのいずれかに規定する者として月割りにより算定した保険料

の額の合算額とする。 

老齢福祉年金の受給権を有するに至った者及び同号イ(1)に係る者

を除く。)、ロ若しくはニ、第2号ロ、第3号ロ、第4号ロ、第5号ロ、

第6号ロ、第7号ロ、第8号ロ、第9号ロ、第10号ロ、第11号ロ、第12

号ロ又は第13号ロに該当するに至った第1号被保険者に係る保険料

の額は、当該該当するに至った日の属する月の前月まで月割りによ

り算定した当該第1号被保険者に係る保険料の額と当該該当するに

至った日の属する月から同項第1号から第13号までのいずれかに規

定する者として月割りにより算定した保険料の額の合算額とする。 

4 （略） 4 （略） 

    改正附則 

 (施行期日) 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

 (適用区分) 

2 この条例による改正後の第4条の規定は、令和6年度分以後の保険

料について適用し、令和5年度分までの保険料については、なお従前

の例による。 
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(申請者の要件) (申請者の要件) 

第4条 法第78条の2第4項第1号の条例で定める者は、法人又は病床を

有する診療所を開設している者(複合型サービス(介護保険法施行

規則(平成11年厚生省令第36号。以下「施行規則」という。)第17条

の12に規定する看護小規模多機能型居宅介護に限る。)に係る指定

の申請を行う場合に限る。)とする。 

第4条 法第78条の2第4項第1号の条例で定める者は、法人又は病床を

有する診療所を開設している者(複合型サービス(法第8条第23項第

1号に規定するものに限る。)に係る指定の申請を行う場合に限る。)

とする。 

(指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護) (指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護) 

第6条 前条に規定する援助等を行うため、指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護においては、次の各号に掲げるサービスを提供するも

のとする。 

第6条 前条に規定する援助等を行うため、指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護においては、次の各号に掲げるサービスを提供するも

のとする。 

(1) 訪問介護員等(指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供

に当たる介護福祉士又は法第8条第2項に規定する政令で定める

者(施行規則第22条の23第1項に規定する介護職員初任者研修課

程を修了した者に限る。)をいう。以下この章において同じ。)が、

定期的に利用者の居宅を巡回して行う日常生活上の世話(以下こ

の章において「定期巡回サービス」という。) 

(1) 訪問介護員等(指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供

に当たる介護福祉士又は法第8条第2項に規定する政令で定める

者(介護保険法施行規則(平成11年厚生省令第36号。以下「施行規

則」という。)第22条の23第1項に規定する介護職員初任者研修課

程を修了した者に限る。)をいう。以下この章において同じ。)が、

定期的に利用者の居宅を巡回して行う日常生活上の世話(以下こ

の章において「定期巡回サービス」という。) 

(2)から(4)まで （略） (2)から(4)まで （略） 

(定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の員数) (定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の員数) 

第7条 （略） 第7条 （略） 

2から4まで （略） 2から4まで （略） 

5 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の同一敷地内に次

に掲げるいずれかの施設等がある場合において、当該施設等の入所

者等の処遇に支障がない場合は、前項本文の規定にかかわらず、当

該施設等の職員をオペレーターとして充てることができる。 

5 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の同一敷地内に次

に掲げるいずれかの施設等がある場合において、当該施設等の入所

者等の処遇に支障がない場合は、前項本文の規定にかかわらず、当

該施設等の職員をオペレーターとして充てることができる。 
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(1)から(4)まで （略） (1)から(4)まで （略） 

(5) 指定認知症対応型共同生活介護事業所(第111条第1項に規定

する指定認知症対応型共同生活介護事業所をいう。第48条第4項

第5号、第65条第1項、第66条、第83条第6項、第84条第3項及び第

85条において同じ。) 

(5) 指定認知症対応型共同生活介護事業所(第111条第1項に規定

する指定認知症対応型共同生活介護事業所をいう。第48条第4項

第5号、第65条第1項、第66条第1項、第83条第6項、第84条第3項及

び第85条において同じ。) 

(6)から(10)まで （略） (6)から(10)まで （略） 

(11) 健康保険法等の一部を改正する法律(平成18年法律第83号)

附則第130条の2第1項の規定によりなおその効力を有するものと

された同法第26条の規定による改正前の介護保険法(以下「平成

18年旧介護保険法」という。)第48条第1項第3号に規定する指定介

護療養型医療施設(以下「指定介護療養型医療施設」という。) 

（削除） 

(12) （略） (11) （略） 

6 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専ら当該随時訪問サー

ビスの提供に当たる者でなければならない。ただし、利用者の処遇

に支障がない場合は、当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所の定期巡回サービス又は同一施設内にある指定訪問介護事業所

若しくは指定夜間対応型訪問介護事業所の職務に従事することが

できる。 

6 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専ら当該随時訪問サー

ビスの提供に当たる者でなければならない。ただし、利用者の処遇

に支障がない場合は、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業所の定期巡回サービス又は同一敷地内にある指定訪問介護事

業所若しくは指定夜間対応型訪問介護事業所の職務に従事するこ

とができる。 

7から12まで （略） 7から12まで （略） 

(管理者) (管理者) 

第8条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所ごとに専らその職務に従事する

常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の他の職務に従事し、又

は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することがで

きるものとする。 

第8条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所ごとに専らその職務に従事する

常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の他の職務に従事し、又

は他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。 
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(内容及び手続の説明及び同意) (内容及び手続の説明及び同意) 

第10条 （略） 第10条 （略） 

2 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用申込者又は

その家族からの申出があった場合には、前項の規定による文書の交

付に代えて、第5項で定めるところにより、当該利用申込者又はその

家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理組

織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であっ

て次に掲げるもの(以下この条において「電磁的方法」という。)に

より提供することができる。この場合において、当該指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業者は、当該文書を交付したものとみな

す。 

2 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用申込者又は

その家族からの申出があった場合には、前項の規定による文書の交

付に代えて、第5項に定めるところにより、当該利用申込者又はその

家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理組

織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であっ

て次に掲げるもの(以下この条において「電磁的方法」という。)に

より提供することができる。この場合において、当該指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業者は、当該文書を交付したものとみな

す。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法

により一定の事項を確実に記録しておくことができる物をもっ

て調製するファイルに前項に規定する重要事項を記録したもの

を交付する方法 

(2) 電磁的記録媒体(電磁的記録(電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記

録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。第205条第1項において同じ。)に係る記録媒体をいう。)をも

って調製するファイルに前項に規定する重要事項を記録したも

のを交付する方法 

3から6まで （略） 3から6まで （略） 

(指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の具体的取扱方針) (指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の具体的取扱方針) 

第25条 定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の行う指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護の方針は、次に掲げるところによるも

のとする。 

第25条 定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の行う指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護の方針は、次に掲げるところによるも

のとする。 

(1)から(7)まで （略） (1)から(7)まで （略） 

 (8) 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、

当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊

急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制
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限する行為(以下「身体的拘束等」という。)を行ってはならない。 

 (9) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録し

なければならない。 

(8) （略） (10) （略） 

(9) （略） (11) （略） 

(掲示) (掲示) 

第35条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の見やすい場所に、運営規程

の概要、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の勤務の体制そ

の他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事

項を掲示しなければならない。 

第35条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の見やすい場所に、運営規程

の概要、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の勤務の体制そ

の他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事

項(以下この条において単に「重要事項」という。)を掲示しなけれ

ばならない。 

2 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、前項に規定する

事項を記載した書面を当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させ

ることにより、同項の規定による掲示に代えることができる。 

2 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、重要事項を記載

した書面を当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に備

え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることによ

り、前項の規定による掲示に代えることができる。 

 3 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、原則として、重

要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。 

(記録の整備) (記録の整備) 

第43条 （略） 第43条 （略） 

2 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用者に対する

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に関する次の各号に

掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保存しなければなら

ない。 

2 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用者に対する

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に関する次の各号に

掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保存しなければなら

ない。 

(1) （略） (1) （略） 
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(2) 第21条第2項に規定する提供した具体的なサービスの内容等

の記録 

(2) 第21条第2項の規定による提供した具体的なサービスの内容

等の記録 

(3)及び(4) （略） (3)及び(4) （略） 

 (5) 第25条第9号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

(5) 第29条に規定する市への通知に係る記録 (6) 第29条の規定による市への通知に係る記録 

(6) 第39条第2項に規定する苦情の内容等の記録 (7) 第39条第2項の規定による苦情の内容等の記録 

(7) 第41条第2項に規定する事故の状況及び事故に際して採った

処置についての記録 

(8) 第41条第2項の規定による事故の状況及び事故に際して採っ

た処置についての記録 

(訪問介護員等の員数) (訪問介護員等の員数) 

第48条 （略） 第48条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 オペレーターは専らその職務に従事する者でなければならない。

ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該夜間対応型訪問介

護事業所の定期巡回サービス、同一敷地内の指定訪問介護事業所若

しくは指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務又は利

用者以外の者からの通報を受け付ける業務に従事することができ

る。 

3 オペレーターは専らその職務に従事する者でなければならない。

ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該指定夜間対応型訪

問介護事業所の定期巡回サービス、同一敷地内の指定訪問介護事業

所若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務又

は利用者以外の者からの通報を受け付ける業務に従事することが

できる。 

4 指定夜間対応型訪問介護事業所の同一敷地内に次に掲げるいずれ

かの施設等がある場合において、当該施設等の入所者等の処遇に支

障がない場合は、前項本文の規定にかかわらず、当該施設等の職員

をオペレーターとして充てることができる。 

4 指定夜間対応型訪問介護事業所の同一敷地内に次に掲げるいずれ

かの施設等がある場合において、当該施設等の入所者等の処遇に支

障がない場合は、前項本文の規定にかかわらず、当該施設等の職員

をオペレーターとして充てることができる。 

(1)から(10)まで （略） (1)から(10)まで （略） 

(11) 指定介護療養型医療施設 （削除） 

(12) （略） (11) （略） 

5 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専ら当該随時訪問サー 5 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専ら当該随時訪問サー
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ビスの提供に当たる者でなければならない。ただし、利用者の処遇

に支障がない場合は、当該夜間対応型訪問介護事業所の定期巡回サ

ービス又は同一敷地内にある指定訪問介護事業所若しくは指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務に従事することがで

きる。 

ビスの提供に当たる者でなければならない。ただし、利用者の処遇

に支障がない場合は、当該指定夜間対応型訪問介護事業所の定期巡

回サービス又は同一敷地内にある指定訪問介護事業所若しくは指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務に従事すること

ができる。 

6 当該夜間対応型訪問介護事業所の利用者に対するオペレーション

センターサービスの提供に支障がない場合は、第3項本文及び前項

本文の規定にかかわらず、オペレーターは、随時訪問サービスに従

事することができる。 

6 当該指定夜間対応型訪問介護事業所の利用者に対するオペレーシ

ョンセンターサービスの提供に支障がない場合は、第3項本文及び

前項本文の規定にかかわらず、オペレーターは、随時訪問サービス

に従事することができる。 

7 （略） 7 （略） 

(管理者) (管理者) 

第49条 指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間対応型訪問介護

事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなけれ

ばならない。ただし、指定夜間対応型訪問介護事業所の管理上支障

がない場合は、当該指定夜間対応型訪問介護事業所の他の職務又は

同一敷地内の他の事業所、施設等(当該指定夜間対応型訪問介護事

業者が、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の指定を併

せて受け、かつ、当該同一敷地内の他の事業所、施設等と一体的に

運営している場合に限る。)の職務に従事することができるものと

し、日中のオペレーションセンターサービスを実施する場合であっ

て、指定訪問介護事業者(指定居宅サービス等基準第5条第1項に規

定する指定訪問介護事業者をいう。)の指定を併せて受けて、一体的

に運営するときは、指定訪問介護事業所の職務に従事することがで

きるものとする。 

第49条 指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間対応型訪問介護

事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなけれ

ばならない。ただし、指定夜間対応型訪問介護事業所の管理上支障

がない場合は、当該指定夜間対応型訪問介護事業所の他の職務又は

他の事業所、施設等(当該指定夜間対応型訪問介護事業者が、指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の指定を併せて受け、かつ、

当該他の事業所、施設等と一体的に運営している場合に限る。)の職

務に従事することができるものとし、日中のオペレーションセンタ

ーサービスを実施する場合であって、指定訪問介護事業者(指定居

宅サービス等基準第5条第1項に規定する指定訪問介護事業者をい

う。)の指定を併せて受けて、一体的に運営するときは、指定訪問介

護事業所の職務に従事することができるものとする。 

(指定夜間対応型訪問介護の具体的取扱方針) (指定夜間対応型訪問介護の具体的取扱方針) 

第52条 夜間対応型訪問介護従業者の行う指定夜間対応型訪問介護

の方針は、次に掲げるところによるものとする。 

第52条 夜間対応型訪問介護従業者の行う指定夜間対応型訪問介護

の方針は、次に掲げるところによるものとする。 
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(1)から(4)まで （略） (1)から(4)まで （略） 

 (5) 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又

は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得な

い場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

 (6) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録し

なければならない。 

(5) （略） (7) （略） 

(6) （略） (8) （略） 

(7) （略） (9) （略） 

(記録の整備) (記録の整備) 

第59条 （略） 第59条 （略） 

2 指定夜間対応型訪問介護事業者は、利用者に対する指定夜間対応

型訪問介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完

結の日から5年間保存しなければならない。 

2 指定夜間対応型訪問介護事業者は、利用者に対する指定夜間対応

型訪問介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完

結の日から5年間保存しなければならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 次条において準用する第21条第2項に規定する提供した具体

的なサービスの内容等の記録 

(2) 次条において準用する第21条第2項の規定による提供した具

体的なサービスの内容等の記録 

 (3) 第52条第6号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

(3) 次条において準用する第29条に規定する市への通知に係る記

録 

(4) 次条において準用する第29条の規定による市への通知に係る

記録 

(4) 次条において準用する第39条第2項に規定する苦情の内容等

の記録 

(5) 次条において準用する第39条第2項の規定による苦情の内容

等の記録 

(5) 次条において準用する第41条第2項に規定する事故の状況及

び事故に際して採った処置についての記録 

(6) 次条において準用する第41条第2項の規定による事故の状況

及び事故に際して採った処置についての記録 
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(管理者) (管理者) 

第60条の4 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所

介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かな

ければならない。ただし、指定地域密着型通所介護事業所の管理上

支障がない場合は、当該指定地域密着型通所介護事業所の他の職務

に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事

することができるものとする。 

第60条の4 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所

介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かな

ければならない。ただし、指定地域密着型通所介護事業所の管理上

支障がない場合は、当該指定地域密着型通所介護事業所の他の職務

に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することができる

ものとする。 

(指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針) (指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針) 

第60条の9 指定地域密着型通所介護の方針は、次に掲げるところに

よるものとする。 

第60条の9 指定地域密着型通所介護の方針は、次に掲げるところに

よるものとする。 

(1)から(4)まで （略） (1)から(4)まで （略） 

 (5) 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又

は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得な

い場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

 (6) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録し

なければならない。 

(5) （略） (7) （略） 

(6) （略） (8) （略） 

(記録の整備) (記録の整備) 

第60条の19 （略） 第60条の19 （略） 

2 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地域密着

型通所介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完

結の日から5年間保存しなければならない。 

2 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地域密着

型通所介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完

結の日から5年間保存しなければならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 次条において準用する第21条第2項に規定する提供した具体 (2) 次条において準用する第21条第2項の規定による提供した具
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的なサービスの内容等の記録 体的なサービスの内容等の記録 

 (3) 第60条の9第6号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記

録 

(3) 次条において準用する第29条に規定する市への通知に係る記

録 

(4) 次条において準用する第29条の規定による市への通知に係る

記録 

(4) 次条において準用する第39条第2項に規定する苦情の内容等

の記録 

(5) 次条において準用する第39条第2項の規定による苦情の内容

等の記録 

(5) 前条第2項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処

置についての記録 

(6) 前条第2項の規定による事故の状況及び事故に際して採った

処置についての記録 

(6) （略） (7) （略） 

(準用) (準用) 

第60条の20の3 第10条から第14条まで、第16条から第19条まで、第21

条、第23条、第29条、第33条の2、第35条から第39条まで、第41条の

2、第42条、第54条、第60条の2、第60条の4、第60条の5第4項及び前

節(第60条の20を除く。)の規定は、共生型地域密着型通所介護の事

業について準用する。この場合において、第10条第1項中「第32条に

規定する運営規程」とあるのは「運営規程(第60条の12に規定する重

要事項に関する規程をいう。第35条第1項において同じ。)」と、「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「共生型地域

密着型通所介護の提供に当たる従業者(以下「共生型地域密着型通

所介護従業者」という。)」と、第33条の2第2項、第35条第1項並び

に第41条の2第1号及び第3号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護

従業者」とあるのは「共生型地域密着型通所介護従業者」と、第60

条の5第4項中「前項ただし書の場合(指定地域密着型通所介護事業

者が第1項に掲げる設備を利用し、夜間及び深夜に指定地域密着型

通所介護以外のサービスを提供する場合に限る。)」とあるのは「共

第60条の20の3 第10条から第14条まで、第16条から第19条まで、第21

条、第23条、第29条、第33条の2、第35条から第39条まで、第41条の

2、第42条、第54条、第60条の2、第60条の4、第60条の5第4項及び前

節(第60条の20を除く。)の規定は、共生型地域密着型通所介護の事

業について準用する。この場合において、第10条第1項中「第32条に

規定する運営規程」とあるのは「運営規程(第60条の12に規定する重

要事項に関する規程をいう。第35条第1項において同じ。)」と、「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「共生型地域

密着型通所介護の提供に当たる従業者(以下「共生型地域密着型通

所介護従業者」という。)」と、第33条の2第2項、第35条第1項並び

に第41条の2第1号及び第3号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護

従業者」とあるのは「共生型地域密着型通所介護従業者」と、第60

条の5第4項中「前項ただし書の場合(指定地域密着型通所介護事業

者が第1項に掲げる設備を利用し、夜間及び深夜に指定地域密着型

通所介護以外のサービスを提供する場合に限る。)」とあるのは「共
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生型地域密着型通所介護事業者が共生型地域密着型通所介護事業

所の設備を利用し、夜間及び深夜に共生型地域密着型通所介護以外

のサービスを提供する場合」と、第60条の9第4号、第60条の10第5項、

第60条の13第3項及び第4項並びに第60条の16第2項第1号及び第3号

中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「共生型地域密着型通

所介護従業者」と、第60条の19第2項第2号中「次条において準用す

る第21条第2項」とあるのは「第21条第2項」と、同項第3号中「次条

において準用する第29条」とあるのは「第29条」と、同項第4号中「次

条において準用する第39条第2項」とあるのは「第39条第2項」と読

み替えるものとする。 

生型地域密着型通所介護事業者が共生型地域密着型通所介護事業

所の設備を利用し、夜間及び深夜に共生型地域密着型通所介護以外

のサービスを提供する場合」と、第60条の9第4号、第60条の10第5項、

第60条の13第3項及び第4項並びに第60条の16第2項第1号及び第3号

中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「共生型地域密着型通

所介護従業者」と、第60条の19第2項第2号中「次条において準用す

る第21条第2項」とあるのは「第21条第2項」と、同項第4号中「次条

において準用する第29条」とあるのは「第29条」と、同項第5号中「次

条において準用する第39条第2項」とあるのは「第39条第2項」と読

み替えるものとする。 

(管理者) (管理者) 

第60条の24 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護事業所ご

とに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならな

い。ただし、指定療養通所介護事業所の管理上支障がない場合は、

当該指定療養通所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内

にある他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとす

る。 

第60条の24 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護事業所ご

とに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならな

い。ただし、指定療養通所介護事業所の管理上支障がない場合は、

当該指定療養通所介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業

所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

2及び3 （略） 2及び3 （略） 

(指定療養通所介護の具体的取扱方針) (指定療養通所介護の具体的取扱方針) 

第60条の30 指定療養通所介護の方針は、次に掲げるところによるも

のとする。 

第60条の30 指定療養通所介護の方針は、次に掲げるところによるも

のとする。 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 

 (3) 指定療養通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の

利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合

を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

 (4) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録し
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なければならない。 

(3) （略） (5) （略） 

(4) （略） (6) （略） 

(5) （略） (7) （略） 

(記録の整備) (記録の整備) 

第60条の37 （略） 第60条の37 （略） 

2 指定療養通所介護事業者は、利用者に対する指定療養通所介護の

提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から5

年間保存しなければならない。 

2 指定療養通所介護事業者は、利用者に対する指定療養通所介護の

提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から5

年間保存しなければならない。 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 

(3) 次条において準用する第21条第2項に規定する提供した具体

的なサービスの内容等の記録 

(3) 次条において準用する第21条第2項の規定による提供した具

体的なサービスの内容等の記録 

 (4) 第60条の30第4号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記

録 

(4) 次条において準用する第29条に規定する市への通知に係る記

録 

(5) 次条において準用する第29条の規定による市への通知に係る

記録 

(5) 次条において準用する第39条第2項に規定する苦情の内容等

の記録 

(6) 次条において準用する第39条第2項の規定による苦情の内容

等の記録 

(6) 次条において準用する第60条の18第2項に規定する事故の状

況及び事故に際して採った処置についての記録 

(7) 次条において準用する第60条の18第2項の規定による事故の

状況及び事故に際して採った処置についての記録 

(7) （略） (8) （略） 

(管理者) (管理者) 

第63条 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者は、単独型・

併設型指定認知症対応型通所介護事業所ごとに専らその職務に従

事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、単独型・併

第63条 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者は、単独型・

併設型指定認知症対応型通所介護事業所ごとに専らその職務に従

事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、単独型・併
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設型指定認知症対応型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、

当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の他の職務に

従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事す

ることができるものとする。 

設型指定認知症対応型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、

当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の他の職務に

従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することができるも

のとする。 

2 （略） 2 （略） 

(利用定員等) (利用定員等) 

第66条 （略） 第66条 （略） 

2 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サービス(法

第41条第1項に規定する指定居宅サービスをいう。以下同じ。)、指

定地域密着型サービス、指定居宅介護支援(法第46条第1項に規定す

る指定居宅介護支援をいう。)、指定介護予防サービス(法第53条第

1項に規定する指定介護予防サービスをいう。以下同じ。)、指定地

域密着型介護予防サービス(法第54条の2第1項に規定する指定地域

密着型介護予防サービスをいう。以下同じ。)若しくは指定介護予防

支援(法第58条第1項に規定する指定介護予防支援をいう。)の事業

又は介護保険施設(法第8条第25項に規定する介護保険施設をいう。

以下同じ。)若しくは指定介護療養型医療施設の運営(第83条第7項、

第111条第9項及び第193条第8項において「指定居宅サービス事業

等」という。)について3年以上の経験を有する者でなければならな

い。 

2 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サービス(法

第41条第1項に規定する指定居宅サービスをいう。以下同じ。)、指

定地域密着型サービス、指定居宅介護支援(法第46条第1項に規定す

る指定居宅介護支援をいう。)、指定介護予防サービス(法第53条第

1項に規定する指定介護予防サービスをいう。以下同じ。)、指定地

域密着型介護予防サービス(法第54条の2第1項に規定する指定地域

密着型介護予防サービスをいう。以下同じ。)若しくは指定介護予防

支援(法第58条第1項に規定する指定介護予防支援をいう。)の事業

又は介護保険施設(法第8条第25項に規定する介護保険施設をいう。

以下同じ。)若しくは健康保険法等の一部を改正する法律(平成18年

法律第83号)第26条の規定による改正前の法第48条第1項第3号に規

定する指定介護療養型医療施設の運営(第83条第7項、第111条第9項

及び第193条第8項において「指定居宅サービス事業等」という。)に

ついて3年以上の経験を有する者でなければならない。 

(管理者) (管理者) 

第67条 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、共用型指定認知

症対応型通所介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管

理者を置かなければならない。ただし、共用型指定認知症対応型通

所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該共用型指定認知症対

応型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他

第67条 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、共用型指定認知

症対応型通所介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管

理者を置かなければならない。ただし、共用型指定認知症対応型通

所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該共用型指定認知症対

応型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等
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の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。なお、

共用型指定認知症対応型通所介護事業所の管理上支障がない場合

は、当該共用型指定認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事

し、かつ、同一敷地内にある他の本体事業所等の職務に従事するこ

ととしても差し支えない。 

の職務に従事することができるものとする。なお、共用型指定認知

症対応型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該共用型指

定認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、かつ、他の本

体事業所等の職務に従事することとしても差し支えない。 

2 （略） 2 （略） 

(指定認知症対応型通所介護の具体的取扱方針) (指定認知症対応型通所介護の具体的取扱方針) 

第71条 指定認知症対応型通所介護の方針は、次に掲げるところによ

るものとする。 

第71条 指定認知症対応型通所介護の方針は、次に掲げるところによ

るものとする。 

(1)から(4)まで （略） (1)から(4)まで （略） 

 (5) 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者

又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得

ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

 (6) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録し

なければならない。 

(5) （略） (7) （略） 

(6) （略） (8) （略） 

(認知症対応型通所介護計画の作成) (認知症対応型通所介護計画の作成) 

第72条 指定認知症対応型通所介護事業所(単独型・併設型指定認知

症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事

業所をいう。以下同じ。)の管理者(第63条又は第67条の管理者をい

う。以下この条及び次条において同じ。)は、利用者の心身の状況、

希望及びその置かれている環境を踏まえて、機能訓練等の目標、当

該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した認

知症対応型通所介護計画を作成しなければならない。 

第72条 指定認知症対応型通所介護事業所(単独型・併設型指定認知

症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事

業所をいう。以下同じ。)の管理者(第63条又は第67条の管理者をい

う。以下この条において同じ。)は、利用者の心身の状況、希望及び

その置かれている環境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該目標を

達成するための具体的なサービスの内容等を記載した認知症対応

型通所介護計画を作成しなければならない。 

2から5まで （略） 2から5まで （略） 
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(記録の整備) (記録の整備) 

第80条 （略） 第80条 （略） 

2 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認知症

対応型通所介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、そ

の完結の日から5年間保存しなければならない。 

2 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認知症

対応型通所介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、そ

の完結の日から5年間保存しなければならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 次条において準用する第21条第2項に規定する提供した具体

的なサービスの内容等の記録 

(2) 次条において準用する第21条第2項の規定による提供した具

体的なサービスの内容等の記録 

 (3) 第71条第6号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

(3) 次条において準用する第29条に規定する市への通知に係る記

録 

(4) 次条において準用する第29条の規定による市への通知に係る

記録 

(4) 次条において準用する第39条第2項に規定する苦情の内容等

の記録 

(5) 次条において準用する第39条第2項の規定による苦情の内容

等の記録 

(5) 次条において準用する第60条の18第2項に規定する事故の状

況及び事故に際して採った処置についての記録 

(6) 次条において準用する第60条の18第2項の規定による事故の

状況及び事故に際して採った処置についての記録 

(6) （略） (7) （略） 

(従業者の員数等) (従業者の員数等) 

第83条 （略） 第83条 （略） 

2から5まで （略） 2から5まで （略） 

6 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関す

る基準を満たす小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同表の

中欄に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者を置いて

いるときは、同表の右欄に掲げる当該小規模多機能型居宅介護従業

者は、同表の中欄に掲げる施設等の職務に従事することができる。 

6 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関す

る基準を満たす小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同表の

中欄に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者を置いて

いるときは、同表の右欄に掲げる当該小規模多機能型居宅介護従業

者は、同表の中欄に掲げる施設等の職務に従事することができる。 

当該指定小規模多機 指定認知症対応型共同生活介護事介護職員 当該指定小規模多機 指定認知症対応型共同生活介護事介護職員 
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能型居宅介護事業所

に中欄に掲げる施設

等のいずれかが併設

されている場合 

業所、指定地域密着型特定施設、

指定地域密着型介護老人福祉施

設、指定介護老人福祉施設、介護

老人保健施設、指定介護療養型医

療施設(医療法(昭和23年法律第

205号)第7条第2項第4号に規定す

る療養病床を有する診療所である

ものに限る。)又は介護医療院 

当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所

の同一敷地内に中欄

に掲げる施設等のい

ずれかがある場合 

前項中欄に掲げる施設等、指定居

宅サービスの事業を行う事業所、

指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所、指定地域密着型通

所介護事業所又は指定認知症対応

型通所介護事業所 

看護師又は准

看護師 

 

能型居宅介護事業所

に中欄に掲げる施設

等のいずれかが併設

されている場合 

業所、指定地域密着型特定施設、

指定地域密着型介護老人福祉施

設、指定介護老人福祉施設、介護

老人保健施設又は介護医療院 

当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所

の同一敷地内に中欄

に掲げる施設等のい

ずれかがある場合 

前項中欄に掲げる施設等、指定居

宅サービスの事業を行う事業所、

指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所、指定地域密着型通

所介護事業所又は指定認知症対応

型通所介護事業所 

看護師又は准

看護師 

 

7から13まで （略） 7から13まで （略） 

(管理者) (管理者) 

第84条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型

居宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置

かなければならない。ただし、指定小規模多機能型居宅介護事業所

の管理上支障がない場合は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業

所の他の職務に従事し、又は当該指定小規模多機能型居宅介護事業

所に併設する前条第6項の表の当該指定小規模多機能型居宅介護事

業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項

の中欄に掲げる施設等の職務、同一敷地内の指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業所の職務(当該指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業者が、指定夜間対応型訪問介護事業者、指定訪問介

護事業者又は指定訪問看護事業者の指定を併せて受け、一体的な運

営を行っている場合には、これらの事業に係る職務を含む。)若しく

第84条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型

居宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置

かなければならない。ただし、指定小規模多機能型居宅介護事業所

の管理上支障がない場合は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業

所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事する

ことができるものとする。 
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は法第115条の45第1項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業

(同項第1号ニに規定する第1号介護予防支援事業を除く。)に従事す

ることができるものとする。 

2 （略） 2 （略） 

3 前2項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンタ

ー(老人福祉法第20条の2の2に規定する老人デイサービスセンター

をいう。以下同じ。)、介護老人保健施設、介護医療院、指定小規模

多機能型居宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、

指定複合型サービス事業所(第195条に規定する指定複合型サービ

ス事業所をいう。次条において同じ。)等の従業者又は訪問介護員等

(介護福祉士又は法第8条第2項に規定する政令で定める者をいう。

次条、第112条第3項、第113条及び第195条において同じ。)として3

年以上認知症である者の介護に従事した経験を有する者であって、

別に厚生労働大臣が定める研修を修了しているものでなければな

らない。 

3 前2項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンタ

ー(老人福祉法第20条の2の2に規定する老人デイサービスセンター

をいう。以下同じ。)、介護老人保健施設、介護医療院、指定小規模

多機能型居宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、

指定複合型サービス事業所(第195条に規定する指定複合型サービ

ス事業所をいう。次条において同じ。)等の従業者又は訪問介護員等

(介護福祉士又は法第8条第2項に規定する政令で定める者をいう。

次条、第112条第3項、第113条、第194条第3項及び第195条において

同じ。)として3年以上認知症である者の介護に従事した経験を有す

る者であって、別に厚生労働大臣が定める研修を修了しているもの

でなければならない。 

(指定小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針) (指定小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針) 

第93条 指定小規模多機能型居宅介護の方針は、次に掲げるところに

よるものとする。 

第93条 指定小規模多機能型居宅介護の方針は、次に掲げるところに

よるものとする。 

(1)から(4)まで （略） (1)から(4)まで （略） 

(5) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型

居宅介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生

命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的

拘束その他利用者の行動を制限する行為(以下「身体的拘束等」と

いう。)を行ってはならない。 

(5) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型

居宅介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生

命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的

拘束等を行ってはならない。 

(6) （略） (6) （略） 

 (7) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正

化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 
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ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会(テレ

ビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。)を3月

に1回以上開催するとともに、その結果について、介護職員その

他の従業者に周知徹底を図ること。 

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

ウ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のた

めの研修を定期的に実施すること。 

(7) （略） (8) （略） 

(8) （略） (9) （略） 

 (利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減

に資する方策を検討するための委員会の設置) 

第107条の2 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定小規模

多機能型居宅介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質

の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該

指定小規模多機能型居宅介護事業所における利用者の安全並びに

介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討

するための委員会(テレビ電話装置等を活用して行うことができる

ものとする。)を定期的に開催しなければならない。 

(記録の整備) (記録の整備) 

第108条 （略） 第108条 （略） 

2 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定小規

模多機能型居宅介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備

し、その完結の日から5年間保存しなければならない。 

2 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定小規

模多機能型居宅介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備

し、その完結の日から5年間保存しなければならない。 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 

(3) 次条において準用する第21条第2項に規定する提供した具体

的なサービスの内容等の記録 

(3) 次条において準用する第21条第2項の規定による提供した具

体的なサービスの内容等の記録 

(4) 第93条第6号に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際 (4) 第93条第6号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その
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の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

(5) 次条において準用する第29条に規定する市への通知に係る記

録 

(5) 次条において準用する第29条の規定による市への通知に係る

記録 

(6) 次条において準用する第39条第2項に規定する苦情の内容等

の記録 

(6) 次条において準用する第39条第2項の規定による苦情の内容

等の記録 

(7) 次条において準用する第41条第2項に規定する事故の状況及

び事故に際して採った処置についての記録 

(7) 次条において準用する第41条第2項の規定による事故の状況

及び事故に際して採った処置についての記録 

(8) （略） (8) （略） 

(管理者) (管理者) 

第112条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生活住居ご

とに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならな

い。ただし、共同生活住居の管理上支障がない場合は、当該共同生

活住居の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施

設等若しくは併設する指定小規模多機能型居宅介護事業所若しく

は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の職務に従事すること

ができるものとする。 

第112条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生活住居ご

とに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならな

い。ただし、共同生活住居の管理上支障がない場合は、当該共同生

活住居の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事

することができるものとする。 

2及び3 （略） 2及び3 （略） 

(管理者による管理) (管理者による管理) 

第122条 共同生活住居の管理者は、同時に介護保険施設、指定居宅サ

ービス、指定地域密着型サービス(サテライト型指定認知症対応型

共同生活介護事業所の場合は、本体事業所が提供する指定認知症対

応型共同生活介護を除く。)、指定介護予防サービス若しくは指定地

域密着型介護予防サービスの事業を行う事業所、病院、診療所又は

社会福祉施設を管理する者であってはならない。ただし、これらの

事業所、施設等が同一敷地内にあること等により当該共同生活住居

の管理上支障がない場合は、この限りでない。 

第122条 共同生活住居の管理者は、同時に介護保険施設、指定居宅サ

ービス、指定地域密着型サービス(サテライト型指定認知症対応型

共同生活介護事業所の場合は、本体事業所が提供する指定認知症対

応型共同生活介護を除く。)、指定介護予防サービス若しくは指定地

域密着型介護予防サービスの事業を行う事業所、病院、診療所又は

社会福祉施設を管理する者であってはならない。ただし、当該共同

生活住居の管理上支障がない場合は、この限りでない。 

(協力医療機関等) (協力医療機関等) 
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第126条 （略） 第126条 （略） 

 2 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協

力医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医

療機関を定めるように努めなければならない。 

(1) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が

相談対応を行う体制を、常時確保していること。 

(2) 当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求め

があった場合において診療を行う体制を、常時確保しているこ

と。 

 3 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、1年に1回以上、協力医療

機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認すると

ともに、協力医療機関の名称等を市長に届け出なければならない。 

 4 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染

症の患者に対する医療に関する法律(平成10年法律第114号)第6条

第17項に規定する第2種協定指定医療機関(以下「第2種協定指定医

療機関」という。)との間で、新興感染症(同条第7項に規定する新型

インフルエンザ等感染症、同条第8項に規定する指定感染症又は同

条第9項に規定する新感染症をいう。以下同じ。)の発生時等の対応

を取り決めるように努めなければならない。 

 5 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第2種協

定指定医療機関である場合においては、当該第2種協定指定医療機

関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなけ

ればならない。 

 6 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関

その他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退

院が可能となった場合においては、再び当該指定認知症対応型共同

生活介護事業所に速やかに入居させることができるように努めな

ければならない。 
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2 （略） 7 （略） 

3 （略） 8 （略） 

(記録の整備) (記録の整備) 

第128条 （略） 第128条 （略） 

2 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対する指定認

知症対応型共同生活介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を

整備し、その完結の日から5年間保存しなければならない。 

2 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対する指定認

知症対応型共同生活介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を

整備し、その完結の日から5年間保存しなければならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 第116条第2項に規定する提供した具体的なサービスの内容等

の記録 

(2) 第116条第2項の規定による提供した具体的なサービスの内容

等の記録 

(3) 第118条第6項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

(3) 第118条第6項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

(4) 次条において準用する第29条に規定する市への通知に係る記

録 

(4) 次条において準用する第29条の規定による市への通知に係る

記録 

(5) 次条において準用する第39条第2項に規定する苦情の内容等

の記録 

(5) 次条において準用する第39条第2項の規定による苦情の内容

等の記録 

(6) 次条において準用する第41条第2項に規定する事故の状況及

び事故に際して採った処置についての記録 

(6) 次条において準用する第41条第2項の規定による事故の状況

及び事故に際して採った処置についての記録 

(7) （略） (7) （略） 

(準用) (準用) 

第129条 第10条、第11条、第13条、第14条、第23条、第29条、第33条

の2、第35条から第37条まで、第39条、第41条から第42条まで、第60

条の11、第60条の16、第60条の17第1項から第4項まで、第100条、第

103条及び第105条の規定は、指定認知症対応型共同生活介護の事業

について準用する。この場合において、第10条第1項中「第32条に規

定する運営規程」とあるのは「第123条に規定する重要事項に関する

第129条 第10条、第11条、第13条、第14条、第23条、第29条、第33条

の2、第35条から第37条まで、第39条、第41条から第42条まで、第60

条の11、第60条の16、第60条の17第1項から第4項まで、第100条、第

103条、第105条及び第107条の2の規定は、指定認知症対応型共同生

活介護の事業について準用する。この場合において、第10条第1項中

「第32条に規定する運営規程」とあるのは「第123条に規定する重要
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規程」と、同項、第33条の2第2項、第35条第1項並びに第41条の2第

1号及び第3号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあ

るのは「介護従業者」と、第60条の11第2項中「この節」とあるのは

「第6章第4節」と、第60条の16第2項第1号及び第3号中「地域密着型

通所介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第60条の17第1項中

「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあるのは「認知

症対応型共同生活介護について知見を有する者」と、「6月」とある

のは「2月」と、第100条中「小規模多機能型居宅介護従業者」とあ

るのは「介護従業者」と、第103条中「指定小規模多機能型居宅介護

事業者」とあるのは「指定認知症対応型共同生活介護事業者」と読

み替えるものとする。 

事項に関する規程」と、同項、第33条の2第2項、第35条第1項並びに

第41条の2第1号及び第3号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従

業者」とあるのは「介護従業者」と、第60条の11第2項中「この節」

とあるのは「第6章第4節」と、第60条の16第2項第1号及び第3号中「地

域密着型通所介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第60条の

17第1項中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあるの

は「認知症対応型共同生活介護について知見を有する者」と、「6月」

とあるのは「2月」と、第100条中「小規模多機能型居宅介護従業者」

とあるのは「介護従業者」と、第103条中「指定小規模多機能型居宅

介護事業者」とあるのは「指定認知症対応型共同生活介護事業者」

と読み替えるものとする。 

(従業者の員数) (従業者の員数) 

第131条 （略） 第131条 （略） 

2から6まで （略） 2から6まで （略） 

7 第1項第1号、第3号及び第4号並びに前項の規定にかかわらず、サテ

ライト型特定施設の生活相談員、機能訓練指導員又は計画作成担当

者については、次に掲げる本体施設の場合には、次の各号に掲げる

区分に応じ、当該各号に定める職員により当該サテライト型特定施

設の入居者の処遇が適切に行われると認められるときは、これを置

かないことができる。 

7 第1項第1号、第3号及び第4号並びに前項の規定にかかわらず、サテ

ライト型特定施設の生活相談員、機能訓練指導員又は計画作成担当

者については、次に掲げる本体施設の場合には、次の各号に掲げる

区分に応じ、当該各号に定める職員により当該サテライト型特定施

設の入居者の処遇が適切に行われると認められるときは、これを置

かないことができる。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 病院 介護支援専門員(指定介護療養型医療施設の場合に限

る。) 

（削除） 

(3) （略） (2) （略） 

8から10まで （略） 8から10まで （略） 

 11 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第1項第2号

アの規定の適用については、同号ア中「1」とあるのは、「0.9」と



８５ 

旧 新 

する。 

(1) 第150条において準用する第107条の2に規定する委員会にお

いて、利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負

担軽減を図るための取組に関する次に掲げる事項について必要

な検討を行い、及び当該事項の実施を定期的に確認しているこ

と。 

ア 利用者の安全及びケアの質の確保 

イ 地域密着型特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配

慮 

ウ 緊急時の体制整備 

エ 業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器(次

号において「介護機器」という。)の定期的な点検 

オ 地域密着型特定施設従業者に対する研修 

(2) 介護機器を複数種類活用していること。 

(3) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担

軽減を図るため、地域密着型特定施設従業者間の適切な役割分担

を行っていること。 

(4) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担

軽減を図る取組による介護サービスの質の確保及び職員の負担

軽減が行われていると認められること。 

(管理者) (管理者) 

第132条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、指定地

域密着型特定施設ごとに専らその職務に従事する管理者を置かな

ければならない。ただし、指定地域密着型特定施設の管理上支障が

ない場合は、当該指定地域密着型特定施設における他の職務に従事

し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等、本体施設の職務(本

体施設が病院又は診療所の場合は、管理者としての職務を除く。)若

しくは併設する指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護

第132条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、指定地

域密着型特定施設ごとに専らその職務に従事する管理者を置かな

ければならない。ただし、指定地域密着型特定施設の管理上支障が

ない場合は、当該指定地域密着型特定施設における他の職務に従事

し、又は他の事業所、施設等、本体施設の職務(本体施設が病院又は

診療所の場合は、管理者としての職務を除く。)若しくは併設する指

定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居
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小規模多機能型居宅介護事業所の職務に従事することができるも

のとする。 

宅介護事業所の職務に従事することができるものとする。 

(協力医療機関等) (協力医療機関等) 

第148条 （略） 第148条 （略） 

 2 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に

基づき協力医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満た

す協力医療機関を定めるように努めなければならない。 

(1) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が

相談対応を行う体制を、常時確保していること。 

(2) 当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者からの診

療の求めがあった場合において診療を行う体制を、常時確保して

いること。 

 3 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、1年に1回以上、

協力医療機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確

認するとともに、協力医療機関の名称等を市長に届け出なければな

らない。 

 4 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、第2種協定指定

医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるよう

に努めなければならない。 

 5 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関

が第2種協定指定医療機関である場合においては、当該第2種協定指

定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を

行わなければならない。 

 6 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力

医療機関その他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽

快し、退院が可能となった場合においては、再び当該指定地域密着

型特定施設に速やかに入居させることができるように努めなけれ
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ばならない。 

2 （略） 7 （略） 

(記録の整備) (記録の整備) 

第149条 （略） 第149条 （略） 

2 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者に対す

る指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供に関する次の各

号に掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保存しなければ

ならない。 

2 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者に対す

る指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供に関する次の各

号に掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保存しなければ

ならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 第137条第2項に規定する提供した具体的なサービスの内容等

の記録 

(2) 第137条第2項の規定による提供した具体的なサービスの内容

等の記録 

(3) 第139条第5項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

(3) 第139条第5項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

(4) 第147条第3項に規定する結果等の記録 (4) 第147条第3項の規定による結果等の記録 

(5) 次条において準用する第29条に規定する市への通知に係る記

録 

(5) 次条において準用する第29条の規定による市への通知に係る

記録 

(6) 次条において準用する第39条第2項に規定する苦情の内容等

の記録 

(6) 次条において準用する第39条第2項の規定による苦情の内容

等の記録 

(7) 次条において準用する第41条第2項に規定する事故の状況及

び事故に際して採った処置についての記録 

(7) 次条において準用する第41条第2項の規定による事故の状況

及び事故に際して採った処置についての記録 

(8) （略） (8) （略） 

(準用) (準用) 

第150条 第13条、第14条、第23条、第29条、第33条の2、第35条から

第39条まで、第41条から第42条まで、第60条の11、第60条の15、第

60条の16、第60条の17第1項から第4項まで及び第100条の規定は、指

定地域密着型特定施設入居者生活介護の事業について準用する。こ

第150条 第13条、第14条、第23条、第29条、第33条の2、第35条から

第39条まで、第41条から第42条まで、第60条の11、第60条の15、第

60条の16、第60条の17第1項から第4項まで、第100条及び第107条の

2の規定は、指定地域密着型特定施設入居者生活介護の事業につい
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の場合において、第33条の2第2項、第35条第1項並びに第41条の2第

1号及び第3号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあ

るのは「地域密着型特定施設従業者」と、第60条の11第2項中「この

節」とあるのは「第7章第4節」と、第60条の16第2項第1号及び第3号

中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「地域密着型特定施設

従業者」と、第60条の17第1項中「地域密着型通所介護について知見

を有する者」とあるのは「地域密着型特定施設入居者生活介護につ

いて知見を有する者」と、「6月」とあるのは「2月」と読み替える

ものとする。 

て準用する。この場合において、第33条の2第2項、第35条第1項並び

に第41条の2第1号及び第3号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護

従業者」とあるのは「地域密着型特定施設従業者」と、第60条の11

第2項中「この節」とあるのは「第7章第4節」と、第60条の16第2項

第1号及び第3号中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「地域

密着型特定施設従業者」と、第60条の17第1項中「地域密着型通所介

護について知見を有する者」とあるのは「地域密着型特定施設入居

者生活介護について知見を有する者」と、「6月」とあるのは「2月」

と読み替えるものとする。 

(従業者の員数) (従業者の員数) 

第152条 （略） 第152条 （略） 

2から7まで （略） 2から7まで （略） 

8 第1項第2号及び第4号から第6号までの規定にかかわらず、サテラ

イト型居住施設の生活相談員、栄養士若しくは管理栄養士、機能訓

練指導員又は介護支援専門員については、次に掲げる本体施設の場

合には、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める職員によ

り当該サテライト型居住施設の入所者の処遇が適切に行われると

認められるときは、これを置かないことができる。 

8 第1項第2号及び第4号から第6号までの規定にかかわらず、サテラ

イト型居住施設の生活相談員、栄養士若しくは管理栄養士、機能訓

練指導員又は介護支援専門員については、次に掲げる本体施設の場

合には、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める職員によ

り当該サテライト型居住施設の入所者の処遇が適切に行われると

認められるときは、これを置かないことができる。 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 

(3) 病院 栄養士若しくは管理栄養士(病床数100以上の病院の場

合に限る。)又は介護支援専門員(指定介護療養型医療施設の場合

に限る。) 

(3) 病院 栄養士又は管理栄養士(病床数100以上の病院の場合に

限る。) 

(4) （略） (4) （略） 

9から17まで （略） 9から17まで （略） 

(設備) (設備) 

第154条 指定地域密着型介護老人福祉施設の設備の基準は、次のと

おりとする。 

第154条 指定地域密着型介護老人福祉施設の設備の基準は、次のと

おりとする。 
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(1)から(5)まで （略） (1)から(5)まで （略） 

(6) 医務室 (6) 医務室 

医療法第1条の5第2項に規定する診療所とすることとし、入

所者を診療するために必要な医薬品及び医療機器を備えるほ

か、必要に応じて臨床検査設備を設けること。ただし、本体施

設が指定介護老人福祉施設又は指定地域密着型介護老人福祉

施設であるサテライト型居住施設については医務室を必要と

せず、入所者を診療するために必要な医薬品及び医療機器を備

えるほか、必要に応じて臨床検査設備を設けることで足りるも

のとする。 

医療法(昭和23年法律第205号)第1条の5第2項に規定する診

療所とすることとし、入所者を診療するために必要な医薬品及

び医療機器を備えるほか、必要に応じて臨床検査設備を設ける

こと。ただし、本体施設が指定介護老人福祉施設又は指定地域

密着型介護老人福祉施設であるサテライト型居住施設につい

ては医務室を必要とせず、入所者を診療するために必要な医薬

品及び医療機器を備えるほか、必要に応じて臨床検査設備を設

けることで足りるものとする。 

(7)から(9)まで （略） (7)から(9)まで （略） 

2 （略） 2 （略） 

(緊急時等の対応) (緊急時等の対応) 

第167条の2 指定地域密着型介護老人福祉施設は、現に指定地域密着

型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供を行っているときに入

所者の病状の急変が生じた場合その他必要な場合のため、あらかじ

め、第152条第1項第1号に掲げる医師との連携方法その他の緊急時

等における対応方法を定めておかなければならない。 

第167条の2 指定地域密着型介護老人福祉施設は、現に指定地域密着

型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供を行っているときに入

所者の病状の急変が生じた場合その他必要な場合のため、あらかじ

め、第152条第1項第1号に掲げる医師及び協力医療機関の協力を得

て、当該医師及び当該協力医療機関との連携方法その他の緊急時等

における対応方法を定めておかなければならない。 

 2 指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項の医師及び協力医療機

関の協力を得て、1年に1回以上、緊急時等における対応方法の見直

しを行い、必要に応じて緊急時等における対応方法の変更を行わな

ければならない。 

(管理者による管理) (管理者による管理) 

第168条 指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、専ら当該指

定地域密着型介護老人福祉施設の職務に従事する常勤の者でなけ

ればならない。ただし、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の管

第168条 指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、専ら当該指

定地域密着型介護老人福祉施設の職務に従事する常勤の者でなけ

ればならない。ただし、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の管
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理上支障がない場合は、同一敷地内にある他の事業所、施設等又は

本体施設の職務(本体施設が病院又は診療所の場合は、管理者とし

ての職務を除く。)に従事することができる。 

理上支障がない場合は、他の事業所、施設等又は本体施設の職務(本

体施設が病院又は診療所の場合は、管理者としての職務を除く。)に

従事することができる。 

(計画担当介護支援専門員の責務) (計画担当介護支援専門員の責務) 

第169条 計画担当介護支援専門員は、第160条に規定する業務のほ

か、次に掲げる業務を行うものとする。 

第169条 計画担当介護支援専門員は、第160条に規定する業務のほ

か、次に掲げる業務を行うものとする。 

(1)から(4)まで （略） (1)から(4)まで （略） 

(5) 第159条第5項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その

際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録す

ること。 

(5) 第159条第5項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、そ

の際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

を行うこと。 

(6) 第179条において準用する第39条第2項に規定する苦情の内容

等を記録すること。 

(6) 第179条において準用する第39条第2項の規定による苦情の内

容等の記録を行うこと。 

(7) 第177条第3項に規定する事故の状況及び事故に際して採った

処置について記録すること。 

(7) 第177条第3項の規定による事故の状況及び事故に際して採っ

た処置についての記録を行うこと。 

(協力病院等) (協力医療機関等) 

第174条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入院治療を必要とす

る入所者のために、あらかじめ、協力病院を定めておかなければな

らない。 

第174条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の病状の急変

等に備えるため、あらかじめ、次の各号に掲げる要件を満たす協力

医療機関(第3号の要件を満たす協力医療機関にあっては、病院に限

る。)を定めておかなければならない。ただし、複数の医療機関を協

力医療機関として定めることにより当該各号の要件を満たすこと

としても差し支えない。 

(1) 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が

相談対応を行う体制を、常時確保していること。 

 (2) 当該指定地域密着型介護老人福祉施設からの診療の求めがあ

った場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

 (3) 入所者の病状が急変した場合等において、当該指定地域密着

型介護老人福祉施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関
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の医師が診療を行い、入院を要すると認められた入所者の入院を

原則として受け入れる体制を確保していること。 

 2 指定地域密着型介護老人福祉施設は、1年に1回以上、協力医療機関

との間で、入所者の病状が急変した場合等の対応を確認するととも

に、協力医療機関の名称等を市長に届け出なければならない。 

 3 指定地域密着型介護老人福祉施設は、第2種協定指定医療機関との

間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなけれ

ばならない。 

 4 指定地域密着型介護老人福祉施設は、協力医療機関が第2種協定指

定医療機関である場合においては、当該第2種協定指定医療機関と

の間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければ

ならない。 

 5 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関その

他の医療機関に入院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が

可能となった場合においては、再び当該指定地域密着型介護老人福

祉施設に速やかに入所させることができるように努めなければな

らない。 

2 （略） 6 （略） 

(記録の整備) (記録の整備) 

第178条 （略） 第178条 （略） 

2 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者に対する指定地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供に関する次の各号に

掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保存しなければなら

ない。 

2 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者に対する指定地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供に関する次の各号に

掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保存しなければなら

ない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 第157条第2項に規定する提供した具体的なサービスの内容等

の記録 

(2) 第157条第2項の規定による提供した具体的なサービスの内容

等の記録 
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(3) 第159条第5項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その

際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

(3) 第159条第5項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、そ

の際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

(4) 次条において準用する第29条に規定する市への通知に係る記

録 

(4) 次条において準用する第29条の規定による市への通知に係る

記録 

(5) 次条において準用する第39条第2項に規定する苦情の内容等

の記録 

(5) 次条において準用する第39条第2項の規定による苦情の内容

等の記録 

(6) 前条第3項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処

置についての記録 

(6) 前条第3項の規定による事故の状況及び事故に際して採った

処置についての記録 

(7) （略） (7) （略） 

(準用) (準用) 

第179条 第10条、第11条、第13条、第14条、第23条、第29条、第33条

の2、第35条、第37条、第39条、第41条の2、第42条、第60条の11、

第60条の15及び第60条の17第1項から第4項までの規定は、指定地域

密着型介護老人福祉施設について準用する。この場合において、第

10条第1項中「第32条に規定する運営規程」とあるのは「第170条に

規定する重要事項に関する規程」と、同項、第33条の2第2項、第35

条第1項並びに第41条の2第1号及び第3号中「定期巡回・随時対応型

訪問介護看護従業者」とあるのは「従業者」と、第14条第1項中「指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供の開始に際し、」とあ

るのは「入所の際に」と、同条第2項中「指定居宅介護支援が利用者

に対して行われていない等の場合であって必要と認めるときは、要

介護認定」とあるのは「要介護認定」と、第60条の11第2項中「この

節」とあるのは「第8章第4節」と、第60条の17第1項中「地域密着型

通所介護について知見を有する者」とあるのは「地域密着型介護老

人福祉施設入所者生活介護について知見を有する者」と、「6月」と

あるのは「2月」と読み替えるものとする。 

第179条 第10条、第11条、第13条、第14条、第23条、第29条、第33条

の2、第35条、第37条、第39条、第41条の2、第42条、第60条の11、

第60条の15、第60条の17第1項から第4項まで及び第107条の2の規定

は、指定地域密着型介護老人福祉施設について準用する。この場合

において、第10条第1項中「第32条に規定する運営規程」とあるのは

「第170条に規定する重要事項に関する規程」と、同項、第33条の2

第2項、第35条第1項並びに第41条の2第1号及び第3号中「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従業者」と、第14条

第1項中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供の開始に際

し、」とあるのは「入所の際に」と、同条第2項中「指定居宅介護支

援が利用者に対して行われていない等の場合であって必要と認め

るときは、要介護認定」とあるのは「要介護認定」と、第60条の11

第2項中「この節」とあるのは「第8章第4節」と、第60条の17第1項

中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあるのは「地

域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護について知見を有する

者」と、「6月」とあるのは「2月」と読み替えるものとする。 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 
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第189条 （略） 第189条 （略） 

2から4まで （略） 2から4まで （略） 

 5 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、ユニッ

ト型施設の管理等に係る研修を受講するよう努めなければならな

い。 

5 （略） 6 （略） 

(準用) (準用) 

第191条 第10条、第11条、第13条、第14条、第23条、第29条、第33条

の2、第35条、第37条、第39条、第41条の2、第42条、第60条の11、

第60条の15、第60条の17第1項から第4項まで、第155条から第157条

まで、第160条、第163条、第165条から第169条まで及び第173条から

第178条までの規定は、ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施

設について準用する。この場合において、第10条第1項中「第32条に

規定する運営規程」とあるのは「第188条に規定する重要事項に関す

る規程」と、同項、第33条の2第2項、第35条第1項並びに第41条の2

第1号及び第3号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」と

あるのは「従業者」と、第14条第1項中「指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護の提供の開始に際し、」とあるのは「入居の際に」と、

同条第2項中「指定居宅介護支援が利用者に対して行われていない

等の場合であって必要と認めるときは、要介護認定」とあるのは「要

介護認定」と、第60条の11第2項中「この節」とあるのは「第8章第

5節」と、第60条の17第1項中「地域密着型通所介護について知見を

有する者」とあるのは「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介

護について知見を有する者」と、「6月」とあるのは「2月」と、第

169条中「第160条」とあるのは「第191条において準用する第160条」

と、同条第5号中「第159条第5項」とあるのは「第184条第7項」と、

同条第6号中「第179条」とあるのは「第191条」と、同条第7号中「第

177条第3項」とあるのは「第191条において準用する第177条第3項」

第191条 第10条、第11条、第13条、第14条、第23条、第29条、第33条

の2、第35条、第37条、第39条、第41条の2、第42条、第60条の11、

第60条の15、第60条の17第1項から第4項まで、第107条の2、第155条

から第157条まで、第160条、第163条、第165条から第169条まで及び

第173条から第178条までの規定は、ユニット型指定地域密着型介護

老人福祉施設について準用する。この場合において、第10条第1項中

「第32条に規定する運営規程」とあるのは「第188条に規定する重要

事項に関する規程」と、同項、第33条の2第2項、第35条第1項並びに

第41条の2第1号及び第3号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従

業者」とあるのは「従業者」と、第14条第1項中「指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護の提供の開始に際し、」とあるのは「入居の

際に」と、同条第2項中「指定居宅介護支援が利用者に対して行われ

ていない等の場合であって必要と認めるときは、要介護認定」とあ

るのは「要介護認定」と、第60条の11第2項中「この節」とあるのは

「第8章第5節」と、第60条の17第1項中「地域密着型通所介護につい

て知見を有する者」とあるのは「地域密着型介護老人福祉施設入所

者生活介護について知見を有する者」と、「6月」とあるのは「2月」

と、第169条中「第160条」とあるのは「第191条において準用する第

160条」と、同条第5号中「第159条第5項」とあるのは「第184条第7

項」と、同条第6号中「第179条」とあるのは「第191条」と、同条第

7号中「第177条第3項」とあるのは「第191条において準用する第177



９４ 

旧 新 

と、第178条第2項第2号中「第157条第2項」とあるのは「第191条に

おいて準用する第157条第2項」と、同項第3号中「第159条第5項」と

あるのは「第184条第7項」と、同項第4号及び第5号中「次条」とあ

るのは「第191条」と、同項第6号中「前条第3項」とあるのは「第

191条において準用する前条第3項」と読み替えるものとする。 

条第3項」と、第178条第2項第2号中「第157条第2項」とあるのは「第

191条において準用する第157条第2項」と、同項第3号中「第159条第

5項」とあるのは「第184条第7項」と、同項第4号及び第5号中「次条」

とあるのは「第191条」と、同項第6号中「前条第3項」とあるのは「第

191条において準用する前条第3項」と読み替えるものとする。 

第192条 指定地域密着型サービスに該当する複合型サービス(施行

規則第17条の12に規定する看護小規模多機能型居宅介護に限る。以

下この章において「指定看護小規模多機能型居宅介護」という。)の

事業は、指定居宅サービス等基準第59条に規定する訪問看護の基本

方針及び第82条に規定する小規模多機能型居宅介護の基本方針を

踏まえて行うものでなければならない。 

第192条 指定地域密着型サービスに該当する複合型サービス(法第8

条第23項第1号に規定するものに限る。以下この章において「指定看

護小規模多機能型居宅介護」という。)の事業は、指定居宅サービス

等基準第59条に規定する訪問看護の基本方針及び第82条に規定す

る小規模多機能型居宅介護の基本方針を踏まえて行うものでなけ

ればならない。 

(従業者の員数等) (従業者の員数等) 

第193条 （略） 第193条 （略） 

2から6まで （略） 2から6まで （略） 

7 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号のいずれかに

掲げる施設等が併設されている場合において、前各項に定める人員

に関する基準を満たす看護小規模多機能型居宅介護従業者を置く

ほか、当該各号に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者

を置いているときは、当該看護小規模多機能型居宅介護従業者は、

当該各号に掲げる施設等の職務に従事することができる。 

7 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号のいずれかに

掲げる施設等が併設されている場合において、前各項に定める人員

に関する基準を満たす看護小規模多機能型居宅介護従業者を置く

ほか、当該各号に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者

を置いているときは、当該看護小規模多機能型居宅介護従業者は、

当該各号に掲げる施設等の職務に従事することができる。 

(1)から(3)まで （略） (1)から(3)まで （略） 

(4) 指定介護療養型医療施設(医療法第7条第2項第4号に規定する

療養病床を有する診療所であるものに限る。) 

（削除） 

(5) （略） (4) （略） 

8から14まで （略） 8から14まで （略） 

(管理者) (管理者) 

第194条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、指定看護小規 第194条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、指定看護小規
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模多機能型居宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の

管理者を置かなければならない。ただし、指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある

他の事業所、施設等若しくは当該指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所に併設する前条第7項各号に掲げる施設等の職務に従事する

ことができるものとする。 

模多機能型居宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の

管理者を置かなければならない。ただし、指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設

等の職務に従事することができるものとする。 

2及び3 （略） 2及び3 （略） 

(指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針) (指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針) 

第199条 指定看護小規模多機能型居宅介護の方針は、次に掲げると

ころによるものとする。 

第199条 指定看護小規模多機能型居宅介護の方針は、次に掲げると

ころによるものとする。 

(1) 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利用者が住み慣れた地

域での生活を継続することができるよう、利用者の病状、心身の

状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、通いサービス、

訪問サービス及び宿泊サービスを柔軟に組み合わせることによ

り、療養上の管理の下で妥当適切に行うものとする。 

(1) 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利用者が住み慣れた地

域での生活を継続することができるよう、利用者の病状、心身の

状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、通いサービス、

訪問サービス及び宿泊サービスを柔軟に組み合わせることによ

り、当該利用者の居宅において、又はサービスの拠点に通わせ、

若しくは短期間宿泊させ、日常生活上の世話及び機能訓練並びに

療養上の世話又は必要な診療の補助を妥当適切に行うものとす

る。 

(2)から(6)まで （略） (2)から(6)まで （略） 

 (7) 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の

適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会(テレ

ビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。)を3月

に1回以上開催するとともに、その結果について、看護小規模多

機能型居宅介護従業者に周知徹底を図ること。 

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 
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ウ 看護小規模多機能型居宅介護従業者に対し、身体的拘束等の

適正化のための研修を定期的に実施すること。 

(7) （略） (8) （略） 

(8) （略） (9) （略） 

(9) （略） (10) （略） 

(10) （略） (11) （略） 

(11) （略） (12) （略） 

(記録の整備) (記録の整備) 

第203条 （略） 第203条 （略） 

2 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定

看護小規模多機能型居宅介護の提供に関する次の各号に掲げる記

録を整備し、その完結の日から5年間保存しなければならない。 

2 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定

看護小規模多機能型居宅介護の提供に関する次の各号に掲げる記

録を整備し、その完結の日から5年間保存しなければならない。 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 

(3) 第199条第6号に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

(3) 第199条第6号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

(4)及び(5) （略） (4)及び(5) （略） 

(6) 次条において準用する第21条第2項に規定する提供した具体

的なサービスの内容等の記録 

(6) 次条において準用する第21条第2項の規定による提供した具

体的なサービスの内容等の記録 

(7) 次条において準用する第29条に規定する市への通知に係る記

録 

(7) 次条において準用する第29条の規定による市への通知に係る

記録 

(8) 次条において準用する第39条第2項に規定する苦情の内容等

の記録 

(8) 次条において準用する第39条第2項の規定による苦情の内容

等の記録 

(9) 次条において準用する第41条第2項に規定する事故の状況及

び事故に際して採った処置についての記録 

(9) 次条において準用する第41条第2項の規定による事故の状況

及び事故に際して採った処置についての記録 

(10) （略） (10) （略） 

(準用) (準用) 
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第204条 第10条から第14条まで、第21条、第23条、第29条、第33条の

2、第35条から第39条まで、第41条から第42条まで、第60条の11、第

60条の13、第60条の16、第60条の17、第88条から第91条まで、第94

条から第96条まで、第98条、第99条、第101条から第105条まで及び

第107条の規定は、指定看護小規模多機能型居宅介護の事業につい

て準用する。この場合において、第10条第1項中「第32条に規定する

運営規程」とあるのは「第204条において準用する第101条に規定す

る重要事項に関する規程」と、同項、第33条の2第2項、第35条第1項

並びに第41条の2第1号及び第3号中「定期巡回・随時対応型訪問介護

看護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と、

第60条の11第2項中「この節」とあるのは「第9章第4節」と、第60条

の13第3項及び第4項並びに第60条の16第2項第1号及び第3号中「地

域密着型通所介護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介

護従業者」と、第60条の17第1項中「地域密着型通所介護について知

見を有する者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護について

知見を有する者」と、「6月」とあるのは「2月」と、「活動状況」

とあるのは「通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動状

況」と、第88条中「第83条第12項」とあるのは「第193条第13項」と、

第90条及び第98条中「小規模多機能型居宅介護従業者」とあるのは

「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と、第107条中「第83条第6

項の表の中欄」とあるのは「第193条第7項各号」と読み替えるもの

とする。 

第204条 第10条から第14条まで、第21条、第23条、第29条、第33条の

2、第35条から第39条まで、第41条から第42条まで、第60条の11、第

60条の13、第60条の16、第60条の17、第88条から第91条まで、第94

条から第96条まで、第98条、第99条、第101条から第105条まで、第

107条及び第107条の2の規定は、指定看護小規模多機能型居宅介護

の事業について準用する。この場合において、第10条第1項中「第32

条に規定する運営規程」とあるのは「第204条において準用する第

101条に規定する重要事項に関する規程」と、同項、第33条の2第2項、

第35条第1項並びに第41条の2第1号及び第3号中「定期巡回・随時対

応型訪問介護看護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介

護従業者」と、第60条の11第2項中「この節」とあるのは「第9章第

4節」と、第60条の13第3項及び第4項並びに第60条の16第2項第1号及

び第3号中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「看護小規模多

機能型居宅介護従業者」と、第60条の17第1項中「地域密着型通所介

護について知見を有する者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅

介護について知見を有する者」と、「6月」とあるのは「2月」と、

「活動状況」とあるのは「通いサービス及び宿泊サービスの提供回

数等の活動状況」と、第88条中「第83条第12項」とあるのは「第193

条第13項」と、第90条及び第98条中「小規模多機能型居宅介護従業

者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と、第107条

中「第83条第6項の表の中欄」とあるのは「第193条第7項各号」と読

み替えるものとする。 

(電磁的記録等) (電磁的記録等) 

第205条 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービ

スの提供に当たる者は、作成、保存その他これらに類するもののう

ち、この条例の規定において書面(書面、書類、文書、謄本、抄本、

正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識するこ

とができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条

第205条 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービ

スの提供に当たる者は、作成、保存その他これらに類するもののう

ち、この条例の規定において書面(書面、書類、文書、謄本、抄本、

正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識するこ

とができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条
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において同じ。)で行うことが規定されている又は想定されるもの

(第13条第1項(第60条、第60条の20、第60条の20の3、第60条の38、

第81条、第109条、第129条、第150条、第179条、第191条及び前条に

おいて準用する場合を含む。)、第116条第1項、第137条第1項及び第

157条第1項(第191条において準用する場合を含む。)並びに次項に

規定するものを除く。)については、書面に代えて、当該書面に係る

電磁的記録(電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機に

よる情報処理の用に供されるものをいう。)により行うことができ

る。 

において同じ。)で行うことが規定されている又は想定されるもの

(第13条第1項(第60条、第60条の20、第60条の20の3、第60条の38、

第81条、第109条、第129条、第150条、第179条、第191条及び前条に

おいて準用する場合を含む。)、第116条第1項、第137条第1項及び第

157条第1項(第191条において準用する場合を含む。)並びに次項に

規定するものを除く。)については、書面に代えて、当該書面に係る

電磁的記録により行うことができる。 

2 （略） 2 （略） 

    改正附則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 (1) 第10条第2項第2号及び第205条第1項の改正規定 公布の日 

 (2) 第35条に1項を加える改正規定 令和7年4月1日 

(身体的拘束等の適正化に係る経過措置) 

2 この条例の施行の日から令和7年3月31日までの間、この条例による

改正後の舞鶴市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運

営に関する基準等を定める条例(以下｢新条例｣という。)第93条第7号

及び第199条第7号の規定の適用については、これらの規定中「講じ

なければ」とあるのは、「講ずるよう努めなければ」とする。 

(利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減

に資する方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置) 

3 この条例の施行の日から令和9年3月31日までの間、新条例第107条

の2(新条例第129条、第150条、第179条、第191条及び第204条におい

て準用する場合を含む。)の規定の適用については、新条例第107条 
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 の2中「開催しなければ」とあるのは、｢開催するよう努めなければ」

とする。 

(協力医療機関との連携に関する経過措置) 

4 この条例の施行の日から令和9年3月31日までの間、新条例第174条

第1項(新条例第191条において準用する場合を含む。)の規定の適用

については、同項中「定めておかなければ」とあるのは、「定めて

おくよう努めなければ」とする。 
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舞鶴市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る 

介護予防のための効果的な支援の方法等に関する基準等を定める条例旧新対照表 

旧 新 

(管理者) (管理者) 

第7条 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、

単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所ごとに専

らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただ

し、単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管

理上支障がない場合は、当該単独型・併設型指定介護予防認知症対

応型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他

の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

第7条 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、

単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所ごとに専

らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただ

し、単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管

理上支障がない場合は、当該単独型・併設型指定介護予防認知症対

応型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等

の職務に従事することができるものとする。 

2 （略） 2 （略） 

(利用定員等) (利用定員等) 

第10条 （略） 第10条 （略） 

2 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サ

ービス(法第41条第1項に規定する指定居宅サービスをいう。)、指定

地域密着型サービス(法第42条の2第1項に規定する指定地域密着型

サービスをいう。)、指定居宅介護支援(法第46条第1項に規定する指

定居宅介護支援をいう。)、指定介護予防サービス(法第53条第1項に

規定する指定介護予防サービスをいう。)、指定地域密着型介護予防

サービス若しくは指定介護予防支援(法第58条第1項に規定する指

定介護予防支援をいう。)の事業又は介護保険施設(法第8条第25項

に規定する介護保険施設をいう。)若しくは指定介護療養型医療施

設(健康保険法等の一部を改正する法律(平成18年法律第83号)附則

第130条の2第1項の規定によりなおその効力を有するものとされた

同法第26条の規定による改正前の法第48条第1項第3号に規定する

指定介護療養型医療施設をいう。第45条第6項において同じ。)の運

営(第45条第7項及び第72条第9項において「指定居宅サービス事業

2 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サ

ービス(法第41条第1項に規定する指定居宅サービスをいう。)、指定

地域密着型サービス(法第42条の2第1項に規定する指定地域密着型

サービスをいう。)、指定居宅介護支援(法第46条第1項に規定する指

定居宅介護支援をいう。)、指定介護予防サービス(法第53条第1項に

規定する指定介護予防サービスをいう。)、指定地域密着型介護予防

サービス若しくは指定介護予防支援(法第58条第1項に規定する指

定介護予防支援をいう。)の事業又は介護保険施設(法第8条第25項

に規定する介護保険施設をいう。)若しくは健康保険法等の一部を

改正する法律(平成18年法律第83号)第26条の規定による改正前の

法第48条第1項第3号に規定する指定介護療養型医療施設の運営(第

45条第7項及び第72条第9項において「指定居宅サービス事業等」と

いう。)について3年以上の経験を有する者でなければならない。 
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等」という。)について3年以上の経験を有する者でなければならな

い。 

(管理者) (管理者) 

第11条 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、共用型

指定介護予防認知症対応型通所介護事業所ごとに専らその職務に

従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、共用型指

定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理上支障がない場合

は、当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の他の職

務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従

事することができるものとする。なお、共用型指定介護予防認知症

対応型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該共用型指定

介護予防認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、かつ、

同一敷地内にある他の本体事業所等の職務に従事することとして

も差し支えない。 

第11条 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、共用型

指定介護予防認知症対応型通所介護事業所ごとに専らその職務に

従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、共用型指

定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理上支障がない場合

は、当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の他の職

務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することができ

るものとする。なお、共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事

業所の管理上支障がない場合は、当該共用型指定介護予防認知症対

応型通所介護事業所の他の職務に従事し、かつ、他の本体事業所等

の職務に従事することとしても差し支えない。 

2 （略） 2 （略） 

(内容及び手続の説明及び同意) (内容及び手続の説明及び同意) 

第12条 （略） 第12条 （略） 

2 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用申込者又はそ

の家族からの申出があった場合には、前項の規定による文書の交付

に代えて、第5項で定めるところにより、当該利用申込者又はその家

族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織

を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって

次に掲げるもの(以下この条において「電磁的方法」という。)によ

り提供することができる。この場合において、当該指定介護予防認

知症対応型通所介護事業者は、当該文書を交付したものとみなす。 

2 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用申込者又はそ

の家族からの申出があった場合には、前項の規定による文書の交付

に代えて、第5項に定めるところにより、当該利用申込者又はその家

族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織

を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって

次に掲げるもの(以下この条において「電磁的方法」という。)によ

り提供することができる。この場合において、当該指定介護予防認

知症対応型通所介護事業者は、当該文書を交付したものとみなす。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法 (2) 電磁的記録媒体(電磁的記録(電子的方式、磁気的方式その他
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により一定の事項を確実に記録しておくことができる物をもっ

て調製するファイルに前項に規定する重要事項を記録したもの

を交付する方法 

人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記

録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。第92条第1項において同じ。)に係る記録媒体をいう。)をもっ

て調製するファイルに前項に規定する重要事項を記録したもの

を交付する方法 

3から6まで （略） 3から6まで （略） 

(掲示) (掲示) 

第33条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防

認知症対応型通所介護事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、

介護予防認知症対応型通所介護従業者の勤務の体制その他の利用

申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示し

なければならない。 

第33条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防

認知症対応型通所介護事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、

介護予防認知症対応型通所介護従業者の勤務の体制その他の利用

申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項(以下この

条において単に「重要事項」という。)を掲示しなければならない。 

2 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、前項に規定する事

項を記載した書面を当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業

所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させるこ

とにより、同項の規定による掲示に代えることができる。 

2 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、重要事項を記載し

た書面を当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所に備え付

け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、

前項の規定による掲示に代えることができる。 

 3 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、重要事

項をウェブサイトに掲載しなければならない。 

(記録の整備) (記録の整備) 

第41条 （略） 第41条 （略） 

2 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指

定介護予防認知症対応型通所介護の提供に関する次の各号に掲げ

る記録を整備し、その完結の日から5年間保存しなければならない。 

2 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指

定介護予防認知症対応型通所介護の提供に関する次の各号に掲げ

る記録を整備し、その完結の日から5年間保存しなければならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 第22条第2項に規定する提供した具体的なサービスの内容等

の記録 

(2) 第22条第2項の規定による提供した具体的なサービスの内容

等の記録 

 (3) 第43条第11号の規定による身体的拘束その他利用者の行動を



１０３ 

旧 新 

制限する行為(以下「身体的拘束等」という。)の態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記

録 

(3) 第25条に規定する市への通知に係る記録 (4) 第25条の規定による市への通知に係る記録 

(4) 第37条第2項に規定する苦情の内容等の記録 (5) 第37条第2項の規定による苦情の内容等の記録 

(5) 第38条第2項に規定する事故の状況及び事故に際して採った

処置についての記録 

(6) 第38条第2項の規定による事故の状況及び事故に際して採っ

た処置についての記録 

(6) （略） (7) （略） 

(指定介護予防認知症対応型通所介護の具体的取扱方針) (指定介護予防認知症対応型通所介護の具体的取扱方針) 

第43条 指定介護予防認知症対応型通所介護の方針は、第5条に規定

する基本方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げ

るところによるものとする。 

第43条 指定介護予防認知症対応型通所介護の方針は、第5条に規定

する基本方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げ

るところによるものとする。 

(1)から(9)まで （略） (1)から(9)まで （略） 

 (10) 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当

該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急

やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

 (11) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録

しなければならない。 

(10) （略） (12) （略） 

(11) （略） (13) （略） 

(12) （略） (14) （略） 

(13) （略） (15) （略） 

(14) 第1号から第12号までの規定は、前号に規定する介護予防認

知症対応型通所介護計画の変更について準用する。 

(16) 第1号から第14号までの規定は、前号に規定する介護予防認

知症対応型通所介護計画の変更について準用する。 

(従業者の員数等) (従業者の員数等) 
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第45条 （略） 第45条 （略） 

2から5まで （略） 2から5まで （略） 

6 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関す

る基準を満たす介護予防小規模多機能型居宅介護従業者を置くほ

か、同表の中欄に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者

を置いているときは、同表の右欄に掲げる当該介護予防小規模多機

能型居宅介護従業者は、同表の中欄に掲げる施設等の職務に従事す

ることができる。 

6 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関す

る基準を満たす介護予防小規模多機能型居宅介護従業者を置くほ

か、同表の中欄に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者

を置いているときは、同表の右欄に掲げる当該介護予防小規模多機

能型居宅介護従業者は、同表の中欄に掲げる施設等の職務に従事す

ることができる。 

当該指定介護予防

小規模多機能型居

宅介護事業所に中

欄に掲げる施設等

のいずれかが併設

されている場合 

指定認知症対応型共同生活介護事業

所、指定地域密着型特定施設、指定地

域密着型介護老人福祉施設、指定介護

老人福祉施設、介護老人保健施設、指

定介護療養型医療施設(医療法(昭和23

年法律第205号)第7条第2項第4号に規

定する療養病床を有する診療所である

ものに限る。)又は介護医療院 

介護職員 

当該指定介護予防

小規模多機能型居

宅介護事業所の同

一敷地内に中欄に

掲げる施設等のい

ずれかがある場合 

前項中欄に掲げる施設等、指定居宅サ

ービスの事業を行う事業所、指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所、

指定地域密着型通所介護事業所又は指

定認知症対応型通所介護事業所 

看護師又

は准看護

師 

 

当該指定介護予防

小規模多機能型居

宅介護事業所に中

欄に掲げる施設等

のいずれかが併設

されている場合 

指定認知症対応型共同生活介護事業

所、指定地域密着型特定施設、指定地

域密着型介護老人福祉施設、指定介護

老人福祉施設、介護老人保健施設又は

介護医療院 

介護職員 

当該指定介護予防

小規模多機能型居

宅介護事業所の同

一敷地内に中欄に

掲げる施設等のい

ずれかがある場合 

前項中欄に掲げる施設等、指定居宅サ

ービスの事業を行う事業所、指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所、

指定地域密着型通所介護事業所又は指

定認知症対応型通所介護事業所 

看護師又

は准看護

師 

 

7から13まで （略） 7から13まで （略） 

(管理者) (管理者) 

第46条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する

常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定介護予防小規

第46条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する

常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定介護予防小規
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模多機能型居宅介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定介

護予防小規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に従事し、又は当

該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条第6

項の表の当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に中欄

に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項の中欄に掲

げる施設等の職務、同一敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所(指定地域密着型サービス基準条例第7条第1項に規定

する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所をいう。以下同

じ。)の職務(当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に

係る指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者(指定地域密着

型サービス基準条例第7条第1項に規定する指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業者をいう。以下同じ。)が、指定夜間対応型訪問

介護事業者(指定地域密着型サービス基準条例第48条第1項に規定

する指定夜間対応型訪問介護事業者をいう。以下同じ。)、指定訪問

介護事業者(指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関

する基準(平成11年厚生省令第37号。以下「指定居宅サービス等基

準」という。)第5条第1項に規定する指定訪問介護事業者をいう。以

下同じ。)又は指定訪問看護事業者(指定居宅サービス等基準第60条

第1項に規定する指定訪問看護事業者をいう。以下同じ。)の指定を

併せて受け、一体的な運営を行っている場合には、これらの事業に

係る職務を含む。)若しくは法第115条の45第1項に規定する介護予

防・日常生活支援総合事業(同項第1号ニに規定する第1号介護予防

支援事業を除く。)に従事することができるものとする。 

模多機能型居宅介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定介

護予防小規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に従事し、又は他

の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

2及び3 （略） 2及び3 （略） 

(身体的拘束等の禁止) (身体的拘束等の禁止) 

第54条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介護予

防小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、当該利用者又は他

の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合

第54条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介護予

防小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、当該利用者又は他

の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合
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を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為(以下「身体

的拘束等」という。)を行ってはならない。 

を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

2 （略） 2 （略） 

 3 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の

適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会(テレ

ビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。)を3月に

1回以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の

従業者に周知徹底を図ること。 

(2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

(3) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のた

めの研修を定期的に実施すること。 

 (利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減

に資する方策を検討するための委員会の設置) 

第64条の2 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指

定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所における業務の効率化、

介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促

進を図るため、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に

おける利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負

担軽減に資する方策を検討するための委員会(テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。)を定期的に開催しなけれ

ばならない。 

(記録の整備) (記録の整備) 

第65条 （略） 第65条 （略） 

2 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する

指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に関する次の各号に

掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保存しなければなら

2 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する

指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に関する次の各号に

掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保存しなければなら
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ない。 ない。 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 

(3) 次条において準用する第22条第2項に規定する提供した具体

的なサービスの内容等の記録 

(3) 次条において準用する第22条第2項の規定による提供した具

体的なサービスの内容等の記録 

(4) 第54条第2項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

(4) 第54条第2項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

(5) 次条において準用する第25条に規定する市への通知に係る記

録 

(5) 次条において準用する第25条の規定による市への通知に係る

記録 

(6) 次条において準用する第37条第2項に規定する苦情の内容等

の記録 

(6) 次条において準用する第37条第2項の規定による苦情の内容

等の記録 

(7) 次条において準用する第38条第2項に規定する事故の状況及

び事故に際して採った処置についての記録 

(7) 次条において準用する第38条第2項の規定による事故の状況

及び事故に際して採った処置についての記録 

(8) （略） (8) （略） 

(管理者) (管理者) 

第73条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生活

住居ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければ

ならない。ただし、共同生活住居の管理上支障がない場合は、当該

共同生活住居の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業

所、施設等若しくは併設する指定小規模多機能型居宅介護事業所の

職務に従事することができるものとする。 

第73条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生活

住居ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければ

ならない。ただし、共同生活住居の管理上支障がない場合は、当該

共同生活住居の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務

に従事することができるものとする。 

2及び3 （略） 2及び3 （略） 

(管理者による管理) (管理者による管理) 

第80条 共同生活住居の管理者は、同時に介護保険施設、指定居宅サ

ービス、指定地域密着型サービス、指定介護予防サービス若しくは

地域密着型介護予防サービス(サテライト型指定介護予防認知症対

応型共同生活介護事業所の場合は、本体事業所が提供する指定介護

第80条 共同生活住居の管理者は、同時に介護保険施設、指定居宅サ

ービス、指定地域密着型サービス、指定介護予防サービス若しくは

地域密着型介護予防サービス(サテライト型指定介護予防認知症対

応型共同生活介護事業所の場合は、本体事業所が提供する指定介護
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予防認知症対応型共同生活介護を除く。)の事業を行う事業所、病

院、診療所又は社会福祉施設を管理する者であってはならない。た

だし、これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること等により当

該共同生活住居の管理上支障がない場合は、この限りでない。 

予防認知症対応型共同生活介護を除く。)の事業を行う事業所、病

院、診療所又は社会福祉施設を管理する者であってはならない。た

だし、当該共同生活住居の管理上支障がない場合は、この限りでな

い。 

(協力医療機関等) (協力医療機関等) 

第84条 （略） 第84条 （略） 

 2 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に

基づき協力医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満た

す協力医療機関を定めるように努めなければならない。 

(1) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が

相談対応を行う体制を、常時確保していること。 

(2) 当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者からの診

療の求めがあった場合において診療を行う体制を、常時確保して

いること。 

 3 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、1年に1回以上、

協力医療機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確

認するとともに、協力医療機関の名称等を市長に届け出なければな

らない。 

 4 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防

及び感染症の患者に対する医療に関する法律(平成10年法律第114

号)第6条第17項に規定する第2種協定指定医療機関(次項において

「第2種協定指定医療機関」という。)との間で、新興感染症(同条第

7項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第8項に規定する

指定感染症又は同条第9項に規定する新感染症をいう。次項におい

て同じ。)の発生時等の対応を取り決めるように努めなければなら

ない。 

 5 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関



１０９ 

旧 新 

が第2種協定指定医療機関である場合においては、当該第2種協定指

定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を

行わなければならない。 

 6 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力

医療機関その他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽

快し、退院が可能となった場合においては、再び当該指定介護予防

認知症対応型共同生活介護事業所に速やかに入居させることがで

きるように努めなければならない。 

2 （略） 7 （略） 

3 （略） 8 （略） 

(記録の整備) (記録の整備) 

第86条 （略） 第86条 （略） 

2 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対す

る指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に関する次の各

号に掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保存しなければ

ならない。 

2 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対す

る指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に関する次の各

号に掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保存しなければ

ならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 第77条第2項に規定する提供した具体的なサービスの内容等

の記録 

(2) 第77条第2項の規定による提供した具体的なサービスの内容

等の記録 

(3) 第79条第2項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

(3) 第79条第2項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

(4) 次条において準用する第25条に規定する市への通知に係る記

録 

(4) 次条において準用する第25条の規定による市への通知に係る

記録 

(5) 次条において準用する第37条第2項に規定する苦情の内容等

の記録 

(5) 次条において準用する第37条第2項の規定による苦情の内容

等の記録 

(6) 次条において準用する第38条第2項に規定する事故の状況及 (6) 次条において準用する第38条第2項の規定による事故の状況
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び事故に際して採った処置についての記録 及び事故に際して採った処置についての記録 

(7) （略） (7) （略） 

(準用) (準用) 

第87条 第12条、第13条、第15条、第16条、第24条、第25条、第27条、

第29条の2、第32条から第35条まで、第37条から第40条まで(第38条

第4項及び第40条第5項を除く。)、第57条、第60条及び第62条の規定

は、指定介護予防認知症対応型共同生活介護の事業について準用す

る。この場合において、第12条第1項中「第28条に規定する運営規程」

とあるのは「第81条に規定する重要事項に関する規程」と、同項、

第29条の2第2項、第32条第2項第1号及び第3号、第33条第1項並びに

第38条の2第1号及び第3号中「介護予防認知症対応型通所介護従業

者」とあるのは「介護従業者」と、第27条第2項中「この節」とある

のは「第4章第4節」と、第40条第1項中「介護予防認知症対応型通所

介護について知見を有する者」とあるのは「介護予防認知症対応型

共同生活介護について知見を有する者」と、「6月」とあるのは「2

月」と、第57条中「介護予防小規模多機能型居宅介護従業者」とあ

るのは「介護従業者」と、第60条中「指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業者」とあるのは「指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業者」と読み替えるものとする。 

第87条 第12条、第13条、第15条、第16条、第24条、第25条、第27条、

第29条の2、第32条から第35条まで、第37条から第40条まで(第38条

第4項及び第40条第5項を除く。)、第57条、第60条、第62条及び第64

条の2の規定は、指定介護予防認知症対応型共同生活介護の事業に

ついて準用する。この場合において、第12条第1項中「第28条に規定

する運営規程」とあるのは「第81条に規定する重要事項に関する規

程」と、同項、第29条の2第2項、第32条第2項第1号及び第3号、第33

条第1項並びに第38条の2第1号及び第3号中「介護予防認知症対応型

通所介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第27条第2項中「こ

の節」とあるのは「第4章第4節」と、第40条第1項中「介護予防認知

症対応型通所介護について知見を有する者」とあるのは「介護予防

認知症対応型共同生活介護について知見を有する者」と、「6月」と

あるのは「2月」と、第57条中「介護予防小規模多機能型居宅介護従

業者」とあるのは「介護従業者」と、第60条中「指定介護予防小規

模多機能型居宅介護事業者」とあるのは「指定介護予防認知症対応

型共同生活介護事業者」と読み替えるものとする。 

(電磁的記録等) (電磁的記録等) 

第92条 指定地域密着型介護予防サービス事業者及び指定地域密着

型介護予防サービスの提供に当たる者は、作成、保存その他これら

に類するもののうち、この条例の規定において書面(書面、書類、文

書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚に

よって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物

をいう。以下この条において同じ。)で行うことが規定されている又

は想定されるもの(第15条第1項(第66条及び第87条において準用す

る場合を含む。)及び第77条第1項並びに次項に規定するものを除

第92条 指定地域密着型介護予防サービス事業者及び指定地域密着

型介護予防サービスの提供に当たる者は、作成、保存その他これら

に類するもののうち、この条例の規定において書面(書面、書類、文

書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚に

よって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物

をいう。以下この条において同じ。)で行うことが規定されている又

は想定されるもの(第15条第1項(第66条及び第87条において準用す

る場合を含む。)及び第77条第1項並びに次項に規定するものを除
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く。)については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録(電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができ

ない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用

に供されるものをいう。)により行うことができる。 

く。)については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録により

行うことができる。 

2 （略） 2 （略） 

    改正附則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 (1) 第12条第2項第2号及び第92条第1項の改正規定 公布の日 

 (2) 第33条に1項を加える改正規定 令和7年4月1日 

(身体的拘束等の適正化に係る経過措置) 

2 この条例の施行の日から令和7年3月31日までの間、この条例による

改正後の舞鶴市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設

備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防

のための効果的な支援の方法等に関する基準等を定める条例(以下

「新条例」という。)第54条第3項の規定の適用については、同項中

「講じなければ」とあるのは、「講ずるよう努めなければ」とする。 

(利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減

に資する方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置) 

3 この条例の施行の日から令和9年3月31日までの間、新条例第64条の

2(新条例第87条において準用する場合を含む。)の規定の適用につい

ては、新条例第64条の2中「開催しなければ」とあるのは、「開催す

るよう努めなければ」とする。 
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舞鶴市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援 

の方法に関する基準等を定める条例旧新対照表 

旧 新 

(従業者の員数) (従業者の員数) 

第4条 指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所(以下「指

定介護予防支援事業所」という。)ごとに1以上の員数の指定介護予

防支援の提供に当たる必要な数の保健師その他の指定介護予防支

援に関する知識を有する職員(以下「担当職員」という。)を置かな

ければならない。 

第4条 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業

者は、当該指定に係る事業所ごとに1以上の員数の指定介護予防支

援の提供に当たる必要な数の保健師その他の指定介護予防支援に

関する知識を有する職員(以下「担当職員」という。)を置かなけれ

ばならない。 

 2 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、当該

指定に係る事業所ごとに1以上の員数の指定介護予防支援の提供に

当たる必要な数の介護支援専門員を置かなければならない。 

(管理者) (管理者) 

第5条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所ごとに

常勤の管理者を置かなければならない。 

第5条 指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所(以下「指

定介護予防支援事業所」という。)ごとに常勤の管理者を置かなけれ

ばならない。 

2 前項に規定する管理者は、専らその職務に従事する者でなければ

ならない。ただし、指定介護予防支援事業所の管理に支障がない場

合は、当該指定介護予防支援事業所の他の職務に従事し、又は当該

指定介護予防支援事業者である地域包括支援センターの職務に従

事することができるものとする。 

2 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者が

前項の規定により置く管理者は、専らその職務に従事する者でなけ

ればならない。ただし、指定介護予防支援事業所の管理に支障がな

い場合は、当該指定介護予防支援事業所の他の職務に従事し、又は

当該指定介護予防支援事業者である地域包括支援センターの職務

に従事することができるものとする。 

 3 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第1項

の規定により置く管理者は、介護保険法施行規則(平成11年厚生省

令第36号)第140条の66第1号イ(3)に規定する主任介護支援専門員

(以下この項において「主任介護支援専門員」という。)でなければ

ならない。ただし、主任介護支援専門員の確保が著しく困難である
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等やむを得ない理由がある場合については、介護支援専門員(主任

介護支援専門員を除く。)を第1項に規定する管理者とすることがで

きる。 

 4 前項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。

ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

(1) 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専

門員の職務に従事する場合 

(2) 管理者が他の事業所の職務に従事する場合(その管理する指

定介護予防支援事業所の管理に支障がない場合に限る。) 

(内容及び手続の説明及び同意) (内容及び手続の説明及び同意) 

第6条 （略） 第6条 （略） 

2 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際

し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、介護予防サービ

ス計画が第2条に規定する基本方針及び利用者の希望に基づき作成

されるものであり、利用者は複数の指定介護予防サービス事業者

(法第53条第1項に規定する指定介護予防サービス事業者をいう。以

下同じ。)等を紹介するよう求めることができること等につき説明

を行い、理解を得なければならない。 

2 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際

し、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、介護予防サービス計画

が第2条に規定する基本方針及び利用者の希望に基づき作成される

ものであり、利用者は複数の指定介護予防サービス事業者(法第53

条第1項に規定する指定介護予防サービス事業者をいう。以下同

じ。)等を紹介するよう求めることができること等につき説明を行

い、理解を得なければならない。 

3 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際

し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、利用者について、

病院又は診療所に入院する必要が生じた場合には、担当職員の氏名

及び連絡先を当該病院又は診療所に伝えるよう求めなければなら

ない。 

3 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際

し、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、利用者について、病

院又は診療所に入院する必要が生じた場合には、担当職員(指定居

宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者の場合にあって

は、介護支援専門員。以下この章及び次章において同じ。)の氏名及

び連絡先を当該病院又は診療所に伝えるよう求めなければならな

い。 

4 指定介護予防支援事業者は、利用申込者又はその家族から申出が

あった場合には、第1項の規定による文書の交付に代えて、第7項に

4 指定介護予防支援事業者は、利用申込者又はその家族から申出が

あった場合には、第1項の規定による文書の交付に代えて、第7項に
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定めるところにより、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、

当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法

その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの

(以下この条において「電磁的方法」という。)により提供すること

ができる。この場合において、当該指定介護予防支援事業者は、当

該文書を交付したものとみなす。 

定めるところにより、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、

当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法

その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの

(以下この条において「電磁的方法」という。)により提供すること

ができる。この場合において、当該指定介護予防支援事業者は、当

該文書を交付したものとみなす。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法

により一定の事項を確実に記録しておくことができる物をもっ

て調製するファイルに第1項に規定する重要事項を記録したもの

を交付する方法 

(2) 電磁的記録媒体(電磁的記録(電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記

録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。第35条第1項において同じ。)に係る記録媒体をいう。)をもっ

て調製するファイルに第1項に規定する重要事項を記録したもの

を交付する方法 

5から8まで （略） 5から8まで （略） 

(利用料等の受領) (利用料等の受領) 

第12条 （略） 第12条 （略） 

 2 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項

の利用料のほか、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の

地域の居宅を訪問して指定介護予防支援を行う場合には、それに要

した交通費の支払を利用者から受けることができる。 

 3 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項

に規定する費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじ

め、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用につ

いて説明を行い、利用者の同意を得なければならない。 

(保険給付の請求のための証明書の交付) (保険給付の請求のための証明書の交付) 

第13条 指定介護予防支援事業者は、提供した指定介護予防支援につ

いて前条の利用料の支払を受けた場合には、当該利用料の額等を記

第13条 指定介護予防支援事業者は、提供した指定介護予防支援につ

いて前条第1項の利用料の支払を受けた場合には、当該利用料の額
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載した指定介護予防支援提供証明書を利用者に対して交付しなけ

ればならない。 

等を記載した指定介護予防支援提供証明書を利用者に対して交付

しなければならない。 

(指定介護予防支援の業務の委託) (指定介護予防支援の業務の委託) 

第14条 指定介護予防支援事業者は、法第115条の23第3項の規定によ

り指定介護予防支援の一部を委託する場合には、次の各号に掲げる

事項を遵守しなければならない。 

第14条 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事

業者は、法第115条の23第3項の規定により指定介護予防支援の一部

を委託する場合には、次の各号に掲げる事項を遵守しなければなら

ない。 

(1)から(3)まで （略） (1)から(3)まで （略） 

(4) 委託する指定居宅介護支援事業者に対し、指定介護予防支援

の業務を実施する介護支援専門員が、第2条、この章及び次章の規

定を遵守するよう措置させなければならないこと。 

(4) 委託する指定居宅介護支援事業者に対し、指定介護予防支援

の業務を実施する介護支援専門員が、第2条、この章及び次章の規

定(第32条第31号の規定を除く。)を遵守するよう措置させなけれ

ばならないこと。 

(掲示) (掲示) 

第23条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所の見や

すい場所に、運営規程の概要、担当職員の勤務の体制その他の利用

申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示し

なければならない。 

第23条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所の見や

すい場所に、運営規程の概要、担当職員の勤務の体制その他の利用

申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項(以下この

条において単に「重要事項」という。)を掲示しなければならない。 

2 指定介護予防支援事業者は、前項に規定する事項を記載した書面

を当該指定介護予防支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも

関係者に自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代

えることができる。 

2 指定介護予防支援事業者は、重要事項を記載した書面を当該指定

介護予防支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自

由に閲覧させることにより、前項の規定による掲示に代えることが

できる。 

 3 指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイト

に掲載しなければならない。 

(記録の整備) (記録の整備) 

第30条 （略） 第30条 （略） 

2 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防支援の

提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から5

2 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防支援の

提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から5
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年間保存しなければならない。 年間保存しなければならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した介護予防支援

台帳 

(2) 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した介護予防支援

台帳 

ア 介護予防サービス計画 ア 介護予防サービス計画 

イ 第32条第7号に規定するアセスメントの結果の記録 イ 第32条第7号に規定するアセスメントの結果の記録 

ウ 第32条第9号に規定するサービス担当者会議等の記録 ウ 第32条第9号に規定するサービス担当者会議等の記録 

エ 第32条第16号に規定する評価の結果の記録 エ 第32条第16号の規定による評価の結果の記録 

オ 第32条第17号に規定するモニタリングの結果の記録 オ 第32条第17号に規定するモニタリングの結果の記録 

 (3) 第32条第2号の3の規定による身体的拘束その他利用者の行動

を制限する行為(同条第2号の2及び第2号の3において「身体的拘

束等」という。)の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並

びに緊急やむを得ない理由の記録 

(3) 第17条に規定する市への通知に係る記録 (4) 第17条の規定による市への通知に係る記録 

(4) 第27条第2項に規定する苦情の内容等の記録 (5) 第27条第2項の規定による苦情の内容等の記録 

(5) 第28条第2項に規定する事故の状況及び事故に際して採った

処置についての記録 

(6) 第28条第2項の規定による事故の状況及び事故に際して採っ

た処置についての記録 

(指定介護予防支援の具体的取扱方針) (指定介護予防支援の具体的取扱方針) 

第32条 指定介護予防支援の方針は、第2条に規定する基本方針及び

前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるも

のとする。 

第32条 指定介護予防支援の方針は、第2条に規定する基本方針及び

前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるも

のとする。 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 

 (2)の2 指定介護予防支援の提供に当たっては、当該利用者又は他

の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場

合を除き、身体的拘束等を行わないこと。 

 (2)の3 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、
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その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記

録すること。 

(3)から(16)まで （略） (3)から(16)まで （略） 

(17) 担当職員は、第14号に規定する実施状況の把握(以下「モニタ

リング」という。)に当たっては、利用者及びその家族、指定介護

予防サービス事業者等との連絡を継続的に行うこととし、特段の

事情のない限り、次に定めるところにより行うこと。 

(17) 担当職員は、第14号に規定する実施状況の把握(以下「モニタ

リング」という。)に当たっては、利用者及びその家族、指定介護

予防サービス事業者等との連絡を継続的に行うこととし、特段の

事情のない限り、次に定めるところにより行うこと。 

ア 少なくともサービスの提供を開始する月の翌月から起算し

て3月に1回及びサービスの評価期間が終了する月並びに利用

者の状況に著しい変化があったときは、利用者の居宅を訪問

し、利用者に面接すること。 

ア 少なくともサービスの提供を開始する月の翌月から起算し

て3月に1回、利用者に面接すること。 

 イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによっ

て行うこと。ただし、次のいずれにも該当する場合であって、

サービスの提供を開始する月の翌月から起算して3月ごとの期

間(以下この号において単に「期間」という。)について、少な

くとも連続する2期間に1回、利用者の居宅を訪問し、面接する

ときは、利用者の居宅を訪問しない期間において、テレビ電話

装置等を活用して、利用者に面接することができるものとす

る。 

(ア) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、

文書により利用者の同意を得ていること。 

(イ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項につい

て主治の医師、担当者その他の関係者の合意を得ているこ

と。 

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行う

ことができること。 

ｃ 担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリング
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では把握できない情報について、担当者から提供を受ける

こと。 

 ウ サービスの評価期間が終了する月及び利用者の状況に著し

い変化があったときは、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接

すること。 

イ 利用者の居宅を訪問しない月においては、可能な限り、指定

介護予防通所リハビリテーション事業所(指定介護予防サービ

ス等基準第117条第1項に規定する指定介護予防通所リハビリ

テーション事業所をいう。)を訪問する等の方法により利用者

に面接するよう努めるとともに、当該面接ができない場合にあ

っては、電話等により利用者との連絡を実施すること。 

エ 利用者の居宅を訪問しない月(イただし書の規定によりテレ

ビ電話装置等を活用して利用者に面接する月を除く。)におい

ては、可能な限り、指定介護予防通所リハビリテーション事業

所(指定介護予防サービス等基準第117条第1項に規定する指定

介護予防通所リハビリテーション事業所をいう。)を訪問する

等の方法により利用者に面接するよう努めるとともに、当該面

接ができない場合にあっては、電話等により利用者との連絡を

実施すること。 

ウ 少なくとも1月に1回、モニタリングの結果を記録すること。 オ 少なくとも1月に1回、モニタリングの結果を記録すること。 

(18)から(30)まで （略） (18)から(30)まで （略） 

 (31) 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、

法第115条の30の2第1項の規定により市長から情報の提供を求め

られた場合には、その求めに応ずること。 

(電磁的記録等) (電磁的記録等) 

第35条 指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支援の提供に当

たる者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例

の規定において書面(書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情

報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同

じ。)で行うことが規定されている又は想定されるもの(第9条(前条

において準用する場合を含む。)及び第32条第28号(前条において準

用する場合を含む。)並びに次項に規定するものを除く。)について

第35条 指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支援の提供に当

たる者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例

の規定において書面(書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情

報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同

じ。)で行うことが規定されている又は想定されるもの(第9条(前条

において準用する場合を含む。)及び第32条第28号(前条において準

用する場合を含む。)並びに次項に規定するものを除く。)について
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は、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録(電子的方式、磁気的

方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作

られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるも

のをいう。)により行うことができる。 

は、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録により行うことがで

きる。 

2 （略） 2 （略） 

    改正附則 

  この条例は、令和6年4月1日から施行する。ただし、次の各号に掲げ 

る規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 (1) 第6条第4項第2号及び第35条第1項の改正規定 公布の日 

 (2) 第23条に1項を加える改正規定 令和7年4月1日 
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(基本方針) (基本方針) 

第2条 （略） 第2条 （略） 

2及び3 （略） 2及び3 （略） 

4 指定居宅介護支援事業者は、事業の運営に当たっては、市町村(特

別区を含む。以下同じ。)、法第115条の46第1項に規定する地域包括

支援センター、老人福祉法(昭和38年法律第133号)第20条の7の2第1

項に規定する老人介護支援センター、他の指定居宅介護支援事業

者、指定介護予防支援事業者(法第58条第1項に規定する指定介護予

防支援事業者をいう。以下同じ。)、介護保険施設、障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成17年法律第12

3号)第51条の17第1項第1号に規定する指定特定相談支援事業者等

との連携に努めなければならない。 

4 指定居宅介護支援事業者は、事業の運営に当たっては、市町村(特

別区を含む。以下同じ。)、法第115条の46第1項に規定する地域包

括支援センター(以下「地域包括支援センター」という。)、老人福

祉法(昭和38年法律第133号)第20条の7の2第1項に規定する老人介

護支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、指定介護予防支援

事業者(法第58条第1項に規定する指定介護予防支援事業者をいう。

以下同じ。)、介護保険施設、障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律(平成17年法律第123号)第51条の17第1

項第1号に規定する指定特定相談支援事業者等との連携に努めなけ

ればならない。 

5及び6 （略） 5及び6 （略） 

(従業者の員数) (従業者の員数) 

第4条 （略） 第4条 （略） 

2 前項に規定する員数の基準は、利用者の数が35又はその端数を増

すごとに1とする。 

2 前項に規定する員数の基準は、利用者の数(当該指定居宅介護支援

事業者が指定介護予防支援事業者の指定を併せて受け、又は法第

115条の23第3項の規定により地域包括支援センターの設置者であ

る指定介護予防支援事業者から委託を受けて、当該指定居宅介護支

援事業所において指定介護予防支援(法第58条第1項に規定する指

定介護予防支援をいう。以下この項及び第15条第30号において同

じ。)を行う場合にあっては、当該事業所における指定居宅介護支

援の利用者の数に当該事業所における指定介護予防支援の利用者

の数に3分の1を乗じた数を加えた数。次項において同じ。)が44又

はその端数を増すごとに1とする。 
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 3 前項の規定にかかわらず、指定居宅介護支援事業所が、公益社団

法人国民健康保険中央会(昭和34年1月1日に社団法人国民健康保険

中央会という名称で設立された法人をいう。)が運用及び管理を行

う指定居宅介護支援事業者及び指定居宅サービス事業者等の使用

に係る電子計算機と接続された居宅サービス計画の情報の共有等

のための情報処理システムを利用し、かつ、事務職員を配置してい

る場合における第1項に規定する員数の基準は、利用者の数が49又

はその端数を増すごとに1とする。 

(管理者) (管理者) 

第5条 （略） 第5条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 第1項に規定する管理者は、専らその職務に従事する者でなければ

ならない。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

3 第1項に規定する管理者は、専らその職務に従事する者でなければ

ならない。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 管理者が同一敷地内にある他の事業所の職務に従事する場合

(その管理する指定居宅介護支援事業所の管理に支障がない場合

に限る。) 

(2) 管理者が他の事業所の職務に従事する場合(その管理する指

定居宅介護支援事業所の管理に支障がない場合に限る。) 

(内容及び手続の説明及び同意) (内容及び手続の説明及び同意) 

第6条 （略） 第6条 （略） 

2 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際

し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、居宅サービス計

画が第2条に規定する基本方針及び利用者の希望に基づき作成され

るものであり、利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介す

るよう求めることができること、前6月間に当該指定居宅介護支援

事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問

介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護(以下この

項において「訪問介護等」という。)がそれぞれ位置付けられた居

2 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際

し、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、居宅サービス計画が

第2条に規定する基本方針及び利用者の希望に基づき作成されるも

のであり、利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよ

う求めることができること等につき説明を行い、理解を得なければ

ならない。 
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宅サービス計画の数が占める割合、前6月間に当該指定居宅介護支

援事業所において作成された居宅サービス計画に位置付けられた

訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又

は指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占め

る割合等につき説明を行い、理解を得なければならない。 

 3 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際

し、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、前6月間に当該指定

居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数

のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介

護(以下この項において「訪問介護等」という。)がそれぞれ位置付

けられた居宅サービス計画の数が占める割合並びに前6月間に当該

指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画に

位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サ

ービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供さ

れたものが占める割合につき説明を行い、理解を得るよう努めなけ

ればならない。 

3 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際

し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、利用者について、

病院又は診療所に入院する必要が生じた場合には、当該利用者に係

る介護支援専門員の氏名及び連絡先を当該病院又は診療所に伝え

るよう求めなければならない。 

4 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際

し、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、利用者について、病

院又は診療所に入院する必要が生じた場合には、当該利用者に係る

介護支援専門員の氏名及び連絡先を当該病院又は診療所に伝える

よう求めなければならない。 

4 指定居宅介護支援事業者は、利用申込者又はその家族からの申出

があった場合には、第1項の規定による文書の交付に代えて、第7項

に定めるところにより、当該利用申込者又はその家族の承諾を得

て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるも

の(以下この条において「電磁的方法」という。)により提供するこ

とができる。この場合において、当該指定居宅介護支援事業者は、

5 指定居宅介護支援事業者は、利用申込者又はその家族からの申出

があった場合には、第1項の規定による文書の交付に代えて、第8項

に定めるところにより、当該利用申込者又はその家族の承諾を得

て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるも

の(以下この条において「電磁的方法」という。)により提供するこ

とができる。この場合において、当該指定居宅介護支援事業者は、
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当該文書を交付したものとみなす。 当該文書を交付したものとみなす。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方

法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物をも

って調製するファイルに第1項に規定する重要事項を記録したも

のを交付する方法 

(2) 電磁的記録媒体(電磁的記録(電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記

録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。第33条第1項において同じ。)に係る記録媒体をいう。)をも

って調製するファイルに第1項に規定する重要事項を記録したも

のを交付する方法 

5 （略） 6 （略） 

6 第4項第1号の「電子情報処理組織」とは、指定居宅介護支援事業

者の使用に係る電子計算機と、利用申込者又はその家族の使用に係

る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をい

う。 

7 第5項第1号の「電子情報処理組織」とは、指定居宅介護支援事業

者の使用に係る電子計算機と、利用申込者又はその家族の使用に係

る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をい

う。 

7 指定居宅介護支援事業者は、第4項の規定により第1項に規定する

重要事項を提供しようとするときは、あらかじめ、当該利用申込者

又はその家族に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び

内容を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければならな

い。 

8 指定居宅介護支援事業者は、第5項の規定により第1項に規定する

重要事項を提供しようとするときは、あらかじめ、当該利用申込者

又はその家族に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び

内容を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければならな

い。 

(1) 第4項各号に規定する方法のうち指定居宅介護支援事業者が

使用するもの 

(1) 第5項各号に規定する方法のうち指定居宅介護支援事業者が

使用するもの 

(2) （略） (2) （略） 

8 （略） 9 （略） 

(指定居宅介護支援の具体的取扱方針) (指定居宅介護支援の具体的取扱方針) 

第15条 指定居宅介護支援の方針は、第2条に規定する基本方針及び

前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるも

のとする。 

第15条 指定居宅介護支援の方針は、第2条に規定する基本方針及び

前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるも

のとする。 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 
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 (2)の2 指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用者又は他

の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場

合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為(以下

「身体的拘束等」という。)を行わないこと。 

 (2)の3 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記

録すること。 

(3)から(14)まで （略） (3)から(14)まで （略） 

(15) 介護支援専門員は、第13号に規定する実施状況の把握(以下

「モニタリング」という。)に当たっては、利用者及びその家族、

指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行うこととし、特

段の事情のない限り、次に定めるところにより行うこと。 

(15) 介護支援専門員は、第13号に規定する実施状況の把握(以下

「モニタリング」という。)に当たっては、利用者及びその家族、

指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行うこととし、特

段の事情のない限り、次に定めるところにより行うこと。 

ア 少なくとも1月に1回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接

すること。 

ア 少なくとも1月に1回、利用者に面接すること。 

 イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによっ

て行うこと。ただし、次のいずれにも該当する場合であって、

少なくとも2月に1回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接す

るときは、利用者の居宅を訪問しない月においては、テレビ電

話装置等を活用して、利用者に面接することができるものとす

る。 

(ア) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、

文書により利用者の同意を得ていること。 

(イ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項につい

て主治の医師、担当者その他の関係者の合意を得ているこ

と。 

a 利用者の心身の状況が安定していること。 

b 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うこ

とができること。 
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c 介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタ

リングでは把握できない情報について、担当者から提供を

受けること。 

イ 少なくとも1月に1回、モニタリングの結果を記録すること。 ウ 少なくとも1月に1回、モニタリングの結果を記録すること。 

(16)から(29)まで （略） (16)から(29)まで （略） 

(30) 指定居宅介護支援事業者は、法第115条の23第3項の規定に基

づき、指定介護予防支援事業者から指定介護予防支援の業務の委

託を受けるに当たっては、その業務量等を勘案し、当該指定居宅

介護支援事業者が行う指定居宅介護支援の業務が適正に実施で

きるよう配慮すること。 

(30) 指定居宅介護支援事業者は、法第115条の23第3項の規定に基

づき、地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事

業者から指定介護予防支援の業務の委託を受けるに当たっては、

その業務量等を勘案し、当該指定居宅介護支援事業者が行う指定

居宅介護支援の業務が適正に実施できるよう配慮すること。 

(31) （略） (31) （略） 

(掲示) (掲示) 

第24条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所の見や

すい場所に、運営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体制その他

の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を

掲示しなければならない。 

第24条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所の見や

すい場所に、運営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体制その他

の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項(以

下この条において単に「重要事項」という。)を掲示しなければな

らない。 

2 指定居宅介護支援事業者は、前項に規定する事項を記載した書面

を当該指定居宅介護支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも

関係者に自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代

えることができる。 

2 指定居宅介護支援事業者は、重要事項を記載した書面を当該指定

居宅介護支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自

由に閲覧させることにより、前項の規定による掲示に代えることが

できる。 

 3 指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイ

トに掲載しなければならない。 

(記録の整備) (記録の整備) 

第31条 （略） 第31条 （略） 

2 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の

提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保

2 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の

提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保
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存しなければならない。 存しなければならない。 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 

 (3) 第15条第2号の3の規定による身体的拘束等の態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記

録 

(3) 第18条に規定する市町村への通知に係る記録 (4) 第18条の規定による市町村への通知に係る記録 

(4) 第28条第2項に規定する苦情の内容等の記録 (5) 第28条第2項の規定による苦情の内容等の記録 

(5) 第29条第2項に規定する事故の状況及び事故に際して採った

処置についての記録 

(6) 第29条第2項の規定による事故の状況及び事故に際して採っ

た処置についての記録 

(電磁的記録等) (電磁的記録等) 

第33条 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に当

たる者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例

の規定において書面(書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情

報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同

じ。)で行うことが規定されている又は想定されるもの(第9条(前条

において準用する場合を含む。)及び第15条第28号(前条において準

用する場合を含む。)並びに次項に規定するものを除く。)について

は、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録(電子的方式、磁気

的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で

作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供される

ものをいう。)により行うことができる。 

第33条 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に当

たる者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例

の規定において書面(書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情

報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同

じ。)で行うことが規定されている又は想定されるもの(第9条(前条

において準用する場合を含む。)及び第15条第28号(前条において準

用する場合を含む。)並びに次項に規定するものを除く。)について

は、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録により行うことがで

きる。 

2 （略） 2 （略） 

    改正附則 

 この条例は、令和6年4月1日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第6条第4項第2号及び第33条第1項の改正規定 公布の日 
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(2) 第24条に1項を加える改正規定 令和7年4月1日 

 



１２８ 

舞鶴市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例旧新対照表 

旧 新 

(掲示) (掲示等) 

第23条 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の見やすい

場所に、運営規程の概要、職員の勤務の体制、利用者負担その他の

利用申込者の特定教育・保育施設の選択に資すると認められる重要

事項を掲示しなければならない。 

第23条 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の見やすい

場所に、運営規程の概要、職員の勤務の体制、利用者負担その他の

利用申込者の特定教育・保育施設の選択に資すると認められる重要

事項を掲示するとともに、電気通信回線に接続して行う自動公衆送

信(公衆によって直接受信されることを目的として公衆からの求め

に応じ自動的に送信を行うことをいい、放送又は有線放送に該当す

るものを除く。)により公衆の閲覧に供しなければならない。 

(特別利用教育の基準) (特別利用教育の基準) 

第36条 （略） 第36条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 特定教育・保育施設が、第1項の規定により特別利用教育を提供す

る場合には、特定教育・保育には特別利用教育を、施設型給付費に

は特例施設型給付費を、それぞれ含むものとして、前節(第6条第3項

及び第7条第2項を除く。)の規定を適用する。この場合において、第

6条第2項中「利用の申込みに係る法第19条第1号に掲げる小学校就

学前子ども」とあるのは「利用の申込みに係る法第19条第2号に掲げ

る小学校就学前子ども」と、「同号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子ども」とあるのは「同条第1号又は第

2号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

ども」と、「の同号」とあるのは「の同条第1号」と、第13条第2項

中「法第27条第3項第1号に掲げる額」とあるのは「法第28条第2項第

3号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条

第4項第3号イ(ア)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教

育・保育給付認定子ども(特別利用教育を受ける者を含む。)」と、

同号イ(イ)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保

3 特定教育・保育施設が、第1項の規定により特別利用教育を提供す

る場合には、特定教育・保育には特別利用教育を、施設型給付費に

は特例施設型給付費を、それぞれ含むものとして、前節(第6条第3項

及び第7条第2項を除く。)の規定を適用する。この場合において、第

6条第2項中「特定教育・保育施設(認定こども園又は幼稚園に限る。

以下この項において同じ。)」とあるのは「特定教育・保育施設(特

別利用保育を提供している施設に限る。以下この項において同

じ。)」と、「利用の申込みに係る法第19条第1号に掲げる小学校就

学前子ども」とあるのは「利用の申込みに係る法第19条第2号に掲げ

る小学校就学前子ども」と、「同号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子ども」とあるのは「同条第1号又は第

2号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

ども」と、「同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定

員の総数」とあるのは「同条第1号に掲げる小学校就学前子どもの区

分に係る利用定員の総数」と、第13条第2項中「法第27条第3項第1号
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育給付認定子ども(特別利用教育を受ける者を除く。)」とする。 に掲げる額」とあるのは「法第28条第2項第3号の内閣総理大臣が定

める基準により算定した費用の額」と、同条第4項第3号イ(ア)中「教

育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども

(特別利用教育を受ける者を含む。)」と、同号イ(イ)中「教育・保

育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども(特別利

用教育を受ける者を除く。)」とする。 

(電磁的記録等) (電磁的記録等) 

第53条 （略） 第53条 （略） 

2 特定教育・保育施設等は、この条例の規定による書面等の交付又は

提出については、当該書面等が電磁的記録により作成されている場

合には、当該書面等の交付又は提出に代えて、第4項で定めるところ

により、教育・保育給付認定保護者の承諾を得て、当該書面等に記

載すべき事項(以下この条において「記載事項」という。)を電子情

報処理組織(特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と、教

育・保育給付認定保護者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線

で接続した電子情報処理組織をいう。以下この条において同じ。)を

使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次

に掲げるもの(以下この条において「電磁的方法」という。)により

提供することができる。この場合において、当該特定教育・保育施

設等は、当該書面等を交付又は提出したものとみなす。 

2 特定教育・保育施設等は、この条例の規定による書面等の交付又は

提出については、当該書面等が電磁的記録により作成されている場

合には、当該書面等の交付又は提出に代えて、第4項に定めるところ

により、教育・保育給付認定保護者の承諾を得て、当該書面等に記

載すべき事項(以下この条において「記載事項」という。)を電子情

報処理組織(特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と、教

育・保育給付認定保護者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線

で接続した電子情報処理組織をいう。以下この条において同じ。)を

使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次

に掲げるもの(以下この条において「電磁的方法」という。)により

提供することができる。この場合において、当該特定教育・保育施

設等は、当該書面等を交付又は提出したものとみなす。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法

により一定の事項を確実に記録しておくことができる物をもっ

て調製するファイルに記載事項を記録したものを交付する方法 

(2) 電磁的記録媒体(電磁的記録に係る記録媒体をいう。)をもっ

て調製するファイルに記載事項を記録したものを交付する方法 

3から6まで （略） 3から6まで （略） 

    改正附則 

  この条例は、令和6年4月1日から施行する。ただし、第36条第3項及 
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 び第53条第2項第2号の改正規定は、公布の日から施行する。 

 



１３１ 

廃止する条例 

舞鶴市新型コロナウイルス感染症緊急特別対策利子補給金基金

条例 

令和2年12月28日 

条例第42号 

(設置) 

第1条 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を新型コ

ロナウイルス感染症の影響を受け、経営状況が悪化している中小企

業者に対し交付する利子補給金の財源に充てるため、舞鶴市新型コ

ロナウイルス感染症緊急特別対策利子補給金基金(以下「基金」とい

う。)を設置する。 

(定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

 (1) 新型コロナウイルス感染症 病原体がベータコロナウイルス

属のコロナウイルス(令和2年1月に、中華人民共和国から世界保健

機関に対して、人に伝染する能力を有することが新たに報告され

たものに限る。)である感染症をいう。 

 (2) 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 新型コ

ロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金制度要綱(令和2年5

月1日付け府地創第127号・消地協第113号・総行政第103号・入管

庁支第161号・2文科政第25号・厚生労働省発会0430第2号・2農振

第284号・20200428財地第4号・国総政第3号)に基づく新型コロナ

ウイルス感染症対応地方創生臨時交付金をいう。 

(積立額) 

第3条 基金として積み立てる額は、予算で定める額とする。 

(管理) 

第4条 基金に属する現金は、金融機関への預金、有価証券の保有その

他の最も確実かつ有利な方法により管理しなければならない。 

(運用益金の処理) 

第5条 基金の運用から生ずる益金は、これを予算に計上して、基金に

編入するものとする。 

(繰替運用) 

第6条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方

法、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替

えて運用することができる。 

(処分) 

第7条 基金は、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、経営状況が

悪化している中小企業者に対し交付する利子補給金の財源に充てる

場合に限り、これを処分することができる。 

(委任) 

第8条 この条例に定めるもののほか、基金の管理等に関し必要な事項

は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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